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 １ 
諮問第２７号説明資料 

放送法施行規則及び 

基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令

の一部を改正する省令案等 

（地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し等） 
 

１ 諮問の概要  

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」（座長：三友 仁志 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授）第４

次取りまとめ（令和８年５月 19日公表）においては、若者を中心としたテレビ離れが進み、広告市場がインターネットに移ってきて

いる中、特に人口減少が進む地域にあるローカル局の経営は厳しい状況にあるところ、ローカル局の経営基盤を強化する観点から、

経営の選択肢の拡大のため、地上テレビ放送について、同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当とされた。ま

た、同取りまとめでは、基幹放送普及計画について、人口減少などの制定当初からの環境変化を踏まえて、現状の各地域の放送系の

数の実態に即した修正を行う等の現状及び課題に即したアップデートを行うことが適当であるとされた。 

本件は、これを踏まえ、マスメディア集中排除原則の見直し及び基幹放送普及計画のアップデートを行うものである。 

 

２ 改正又は変更概要  

※必要的諮問事項はゴシック体 

（１） 地上テレビジョン放送について、同一放送対象地域において広域放送を除き２局までの兼営・支配を可能とする。【基幹放

送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令第８条第１号、第９条第１号・

第２号、第 12条第２項】 

（２） 一の者が保有できる認定放送持株会社の議決権の保有基準の割合に係る例外規定について、（１）の改正と整合的な改正を

行う。【放送法施行規則第 207条第３項】 

（３） 基幹放送普及計画について、放送を取り巻く環境変化を踏まえ、現状及び課題に即した修正を行う。【基幹放送普及計画第

１の１（１）及び第１の３（２）】 

（４） その他規定の整理【放送法施行規則第 32条の２、別表第 64号】 



 

２ 

 

３ 施行期日  

答申を受けた場合は、速やかに改正予定（公布日の施行を予定）。 

 

４ 意見公募の結果  

本件に係る意見募集を令和８年５月 30日（土）から同年６月 29日（月）までの期間において実施したところ、55件の意見の提出

があった。 



地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し等に係る改正の概要 ３

○ローカル局の経営基盤を強化する観点から、今後は経営の選択肢の拡大のため、地上テレビ放送についても、同一放送対象地域内の複数局の
兼営・支配を認めることが適当

○その場合においても、多元性・多様性・地域性の確保に留意する必要
・社数が多い地域ほど人口減少の影響を強く受けているという状況を踏まえると、４事業者がいる放送対象地域において認める意義は大きい一方で、事業者数が少な
い地域ほど経営が脆弱であることを踏まえると、そういった地域を制度の枠外に置くことは整合性を欠くのではないか
・キー局や準キー局といった広域圏の事業者については、相対的に経営体力があることから、同一放送対象地域内の兼営・支配を認めることの必要性や緊急性に乏し
く、市場支配力の強化に繋がりかねないことから、対象に入れることは避けるべきではないか

○指針（※）については、全国各地域における放送系の数の拡大を目指して規定したものと考えられるが、人口減少などの制定当初からの環境変化
を踏まえて、①の同一放送対象地域内におけるテレビの複数局の兼営・支配の容認に併せて、現状の各地域の放送系の数の実態に即した修正
を行うことが適当

○放送の維持・確保といった視点や放送番組の活用といった視点、視聴者側の動向変化への対応といった観点から、今後とも現状及び課題に即し
たアップデートを行っていくことが適当

○今後、放送に係る広告収入が頭打ちになっていくことが想定される放送事業者にとって、テレビ番組のインターネット配信は、放送対象地域外へ
の自社番組の発信や収益源の拡大・多様化に繋がることが期待。その際、特にローカル局については、インターネットに配信できる自社制作番組
の拡大に繋がる取組を進めることが適当

（検討会取りまとめの記載内容）

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」第４次取りまとめ（令和８年５月）を踏まえ、以下の
制度整備を行う。

（検討会取りまとめの記載内容）

※「基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項」として、全国の各地域で民放４系統の放送があまねく受信できることが指針とされている

改正事項① 地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し

改正事項② 基幹放送普及計画のアップデート

基幹放送普及計画の第１（基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本的事項）において、
地上テレビ放送の放送系の数の目標について、現状の各地域の放送系の数の実態に即した修正するとともに、
自社制作の放送番組その他の情報を配信するなど地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組に努めることとする旨
を追記。

マスメディア集中排除原則に関する省令※及び放送法施行規則において、
地上テレビジョン放送について、同一放送対象地域において広域放送を除き２局まで兼営・支配を可能とする。
（詳細は次頁参照。） ※基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令



✓ 地上テレビジョン放送について、同一放送対象地域において一の者が兼営・支配することができる数を１局から２局へ緩和。
✓ ただし、影響の大きさに鑑み、同一放送対象地域において広域放送を行う者同士の兼営・支配は不可。

✓ （１）の緩和に併せ、一の放送対象地域において認定放送持株会社が傘下に置くことができる地上テレビジョン放送者の数を１から２へ緩和。
✓ なお、一の放送対象地域において広域放送を行う地上テレビジョン放送者の扱いについては、（１）と同様。

甲県

Ｘ社

Ａ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（地上テレビ）

×
現状 改正案

同一放送対象地域において
地上テレビ１局超の兼営・支配不可

兼営・支配不可

同一放送対象地域において
県域テレビ２局まで
兼営・支配可

甲県

Ｘ社

Ａ社
（県域テレビ）

Ｂ社
（県域テレビ）

○兼営・支配可

乙広域圏

Ｘ社

Ａ社
（広域テレビ）

Ｂ社
（広域テレビ）

×兼営・支配不可

同一放送対象地域の
広域テレビ２局の
兼営・支配不可

放送対象地域が重複する
県域テレビ１局と広域テレビ１局
の兼営・支配は可

甲県

Ｘ社

Ａ社
（県域テレビ）

Ｂ社
（広域テレビ）

○兼営・支配可

乙広域圏

（１）同一放送対象地域における地上テレビジョン放送の兼営・支配緩和

（２）認定放送持株会社制度における地上テレビジョン放送に係る兼営・支配緩和

放送事業者の経営基盤強化の観点から、経営の選択肢の拡大のため、地上テレビジョン放送について、同一
放送対象地域において広域放送を除き２局まで兼営・支配を可能とする。

乙県甲県

Ａ社
（地上テレビ）

Ｃ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（地上テレビ）

支配不可

認定放送持株会社

×

乙県甲県

Ａ社
（県域テレビ）

Ｃ社
（地上テレビ）

Ｂ社
（県域テレビ）

認定放送持株会社

丙広域圏

Ｄ社
（広域テレビ）

Ｅ社
（広域テレビ）

支配不可

戊県

Ｆ社
（県域テレビ）

Ｇ社
（広域テレビ）

丁広域圏

×

放送対象地域ごとに地上テレビ１局まで 放送対象地域ごとに地上テレビ２局まで（広域放送は１局まで）

現状 改正案

地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し ４



意見公募結果の概要（マス排省令）

■意見募集期間：令和８年５月30日～同年６月29日

■意見提出件数：55件（法人：35件、個人：20件）

主な意見 総務省の考え方
修正の
有無

マス排省令に関する意見

○ マスメディア集中排除原則の例外として、ラジオ放送の既存規定
を下敷きに、テレビ放送についても同一放送対象地域内において
２系統までの兼営・支配を可能とする規定を追加することは、民
放事業における将来の選択肢のひとつとして理解できるものです。
基幹放送において、情報の多元的な提供による多様性の確保と、
地域性の確保は基本的かつ重要な概念であり、今回の規定追加に
あたっても、基幹放送普及計画の当該規定に何ら変更はありませ
ん。その重要性に鑑みれば、地域の実情をよく理解し地域社会に
貢献してきた地元テレビ局同士が合意のうえで、これを選択する
ことが大原則であり、意に反した再編・統合を強要されることが
あってはなりません。

【一般社団法人日本民間放送連盟】

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は厳
しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役割を
果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となります。
こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送の多
元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ放送に
ついて同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当
であるとされたところです。
このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原則

に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏まえ、同
一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとしても抑制的
なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。
なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活用

を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する観点
から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的な方法
等については、各放送事業者において主体的に判断されるべきもので
あると考えます。

無

○ マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送について、同一
放送対象地域内にて、広域放送を除いて２系統までの兼営・支配
を可能とするよう規定を改正することは、民間放送事業における
将来の選択肢を増やし、経営基盤の強化に繋がり、その趣旨に賛
同いたします。
いっぽうで、実際にその制度を使うかどうかは、民間放送事業者
が経営判断として主体的に決めることが大切だと考えています。
さらに、今後の経営環境の変化に迅速に対応できるように本制度
を運用していくなかで、民間放送事業者側の要請があれば、見直
しや改正など、柔軟な制度整備を要望させて頂きます。

【日本テレビ放送網株式会社】

賛同の御意見として承ります。
なお、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原則に関

する制度改正については、各放送事業者に対して制度の活用を強制す
るものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する観点から行う
ものであるところ、経営基盤を強化するための具体的な方法等につい
ては、各放送事業者において主体的に判断されるべきものであると考
えます。
総務省においても 、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。

無

５



意見公募結果の概要（基幹放送普及計画）

主な意見 総務省の考え方
修正の
有無

放送系の数の目標に関する意見

○ 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取
りまとめ（第４次）」の意見募集結果により、この指針の削除・修
正は、同一放送対象地域内のテレビ１局２波の容認と直接リンクす
るものではなく、現状の各地域の放送系の数の実態に即して行うも
のであることが明確になりました。
基幹放送普及計画の第３において「放送系の数の目標」を存置し
つつ、当該指針を現状追認型とすることについては若干の違和感が
ありますが、直ちに民放事業に影響を及ぼすものではないため異議
はありません。

【一般社団法人日本民間放送連盟】

○ 省令改正（同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配の容認）も
あり、やむを得ない現実的な政策転換として理解いたします。

【株式会社中国放送】

御理解 のとおり、基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまと
めにおいて「全国各地域における放送系の数の拡大を目指して規定し
たものと考えられるが、人口減少などの制定当初からの環境変化を踏
まえて、（１）の同一放送対象地域内におけるテレビの複数局の兼
営・支配の容認に併せて、現状の各地域の放送系の数の実態に即した
修正を行うことが適当」と示されたことを踏まえて実施するものです。

無

「自らが制作する放送番組を有する」「積極的に配信するなど当該地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組」に係る努力義務規定に関する意見

○ 「基幹放送普及計画」において、「地上基幹放送（全国放送を除
く。）を行う民間基幹放送事業者」については、「国内放送の普
及」を「持続的に達成するため、その経営基盤の強化を図る」と
の表現は、民間放送事業者に経営基盤強化を促す表現だと考えま
す。しかし、経営に関しては、民間放送事業者が主体的に取り組
むべき事柄であり、新たに盛り込むことには違和感があります。
また、「自らが制作する放送番組を有するように努めること」や
「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地上基
幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努めるこ
と」との表現に関して、民間放送事業者がどのような番組を制作
し配信に取り組むかについては、個社の経営判断によって決める
ものであり、義務を課すような表現で「基幹放送普及計画」にて
規定すべきではないと考えます。放送法で民間放送事業者の配信
義務について規定がないことや、特にローカル局にとっては採算
性などの課題も多いことから、推進を支援する制度設計を要望さ
せて頂きます。

【日本テレビ放送網株式会社】

基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまとめにおいて「今後、
放送に係る広告収入が頭打ちになっていくことが想定される放送事業
者にとって、テレビ番組のインターネット配信は、放送対象地域外へ
の自社制作番組の発信や収益源の拡大・多様化に繋がることが期待さ
れる。その際、特にローカル局については、インターネットに配信で
きる自社制作番組の拡大に資する取組を進めることが適当」と示され
たことも踏まえて実施するもので、若者を中心とした「テレビ離れ」
や広告費の減少など放送を取り巻く環境が大きく変化し、国民・視聴
者における情報の入手及び視聴の対象が、放送からインターネットへ
と移行しつつある現状において、今後の基幹放送の計画的な普及及び
健全な発達（その維持を含む。）を図るためには、記載のような事項
について全ての民間地上基幹放送事業者がこれまで以上に意識して取
り組んでいただくことが肝要であると考え、今回規定するものです。
総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の放
送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。

無

６



７ 

「放送法施行規則及び 

基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令 

の一部を改正する省令案等に関する意見募集」の結果 

■ 意見募集期間 ： 令和８年５月 30日（土）から同年６月 29日（月）まで

■ 提出意見件数 ： 55件（法人：35件、個人：20件）

※ 提出意見数は、意見提出者数としています。

■意見提出者：

○放送関係事業者等 【35件】 （意見提出順）

株式会社中国放送、一般社団法人日本民間放送連盟、株式会社テレビ朝日ホールディングス、日本テレビ

放送網株式会社、株式会社テレビ金沢、株式会社フジ・メディア・ホールディングス、読売テレビ放送株

式会社、株式会社福岡放送、株式会社テレビ信州、札幌テレビ放送株式会社、株式会社山梨放送、青森放

送株式会社、西日本放送株式会社、株式会社テレビ岩手、株式会社 TBSテレビ、中京テレビ放送株式会社、

山口放送株式会社、株式会社テレビ新潟放送網、株式会社宮城テレビ放送、株式会社福島中央テレビ、株

式会社長崎国際テレビ、関西テレビ放送株式会社、株式会社高知放送、広島テレビ放送株式会社、株式会

社熊本県民テレビ、株式会社テレビ東京、中部日本放送株式会社、株式会社 CBC テレビ、北日本放送株式

会社、株式会社テレビ宮崎、四国放送株式会社、株式会社テレビ大分、株式会社鹿児島讀賣テレビ、東海

テレビ株式会社、日本海テレビジョン放送株式会社

○個人 【20件】
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No 提出された意見【意見提出者名】 総務省の考え方 

提出意見を 

踏まえた案の

修正の有無 

１ 放送法施行規則及び基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令の一部を改正する

省令案について 

1 ○ マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送について、同

一放送対象地域内にて、広域放送を除いて２系統までの兼営・支

配を可能とするよう規定を改正することは、民間放送事業にお

ける将来の選択肢を増やし、経営基盤の強化に繋がり、その趣旨

に賛同いたします。 

いっぽうで、実際にその制度を使うかどうかは、民間放送事業

者が経営判断として主体的に決めることが大切だと考えていま

す。 

さらに、今後の経営環境の変化に迅速に対応できるように本

制度を運用していくなかで、民間放送事業者側の要請があれば、

見直しや改正など、柔軟な制度整備を要望させて頂きます。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

賛同の御意見として承ります。 

なお、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原則に

関する制度改正については、各放送事業者に対して制度の活用を強

制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する観点か

ら行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的な方法

等については、各放送事業者において主体的に判断されるべきもの

であると考えます。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 

2 ○ マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送について、同

一放送対象地域内にて、広域放送を除いて２系統までの兼営・支

配を可能とするよう規定を改正することについて、弊社はロー

カル局の経営の選択肢が増えることには賛同します。新たな制

度を活用するかどうかは、個社の経営判断に委ねられるべきと

考えます。更に今後経営環境の変化に速やかに対応できるよう

に、ローカル局側から要請があれば、見直しや改正など、柔軟な

制度整備を進めていただくことを要望させていただきます。 

【株式会社福島中央テレビ】 

3 ○ テレビ放送に関して、同一放送対象地域内にて広域放送を除

いて２系統までの兼営・支配を可能とするよう規定を改正する



９ 
ことは、将来の選択肢が増えることにつながり、ローカル局の経

営基盤を強化する観点から賛同いたします。その一方で、放送・

経営の自律性の観点から、実際にその制度を選択するかどうか

については、民間放送事業者が自らの経営判断で、主体的に決め

ることが重要だと考えます。そのうえで、この制度を運用してい

くにあたっては、民間放送事業者から要請があれば、見直しや改

正を行っていただくよう要望いたします。 

【日本海テレビジョン放送株式会社】 

4 ○ テレビ放送の同一放送対象地域内にて、広域放送を除いて 2系

統までの兼営・支配を可能とするよう規定を改正することは、ロ

ーカル局の経営基盤を強化する観点から経営の選択肢が増える

ことに賛同します。 

一方で、実際にその制度を使うかどうかは、民間放送事業者が

経営判断として主体的に決めることが大切だと考えています。 

さらに、今後の経営環境の変化に迅速に対応できるよう、民間

放送事業者側の要請があれば、見直しや改正など、柔軟な制度整

備を要望させて頂きます。 

【山口放送株式会社】 

5 ○ マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送について、同

一放送対象地域内にて、広域放送を除いて２系統までの兼営・支

配を可能とするよう規定を改正することは、民間放送事業にお

ける将来の選択肢を増やし、経営基盤の強化に繋がると考えま

すので、その趣旨には賛同いたします。 

一方で、実際にその制度を使うかどうかは、民間放送事業者が

経営判断として主体的に決めることが大切と考えています。 

さらに、今後の経営環境の変化に迅速に対応できるように本

制度を運用していくなかで、民間放送事業者側の要請があれば、

見直しや改正、さらに適切な範囲での事業費補助など、柔軟な制
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度整備を要望させて頂きます。 

【株式会社テレビ岩手】 

6 ○ ローカルテレビ局である当社は、民間放送事業者の経営上の

選択肢が広がることが望ましいと考えております。このような

観点から、マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送につ

いて、同一放送対象地域内において広域放送を除き２系統まで

の兼営・支配を可能とする今回の制度見直しの趣旨に賛同いた

します。本見直しは、民間放送事業における経営の自由度を高め

るとともに、経営基盤の強化に資するものと考えます。 

一方で、本制度の活用については、各民間放送事業者がそれぞ

れの経営状況や地域の特性を踏まえ、自らの経営判断により主

体的に決定できることが重要であると考えます。 

さらに、放送事業を取り巻く環境は今後も変化していくこと

が想定されます。このため、本制度の運用にあたっては、民間放

送事業者の要請や実情を踏まえ、必要に応じて見直しや改正を

行うなど、柔軟な制度整備をお願いしたいと考えます。 

【株式会社テレビ新潟放送網】 

7 ○ 地上基幹放送において、同一放送対象地域内で２系統までの

兼営・支配を可能とする規定改正は、当社を含めた民間放送事業

者にとって、経営の選択肢が増えることになり賛同します。ただ

し、あくまでも経営の選択肢の一つであり、本制度を利用するか

は、個社の経営判断であるべきだと考えています。また、国内放

送を持続させていくという方針を達成するためにも、今後の民

間放送事業の環境変化に対応できるよう、本制度の見直しや改

正など、柔軟な制度整備を要望します。 

【株式会社宮城テレビ放送】 

8 ○ 経営の選択肢を広げる本緩和案は、地域の放送インフラを守

るための現実的な一手として賛同します。しかし、本制度はあく
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まで「地域の放送ネットワークを持続させるための経営手段」の

一つに過ぎません。その選択や運用は、地域の特性や視聴者のニ

ーズを最もよく知る地元の放送事業者自身が、自律的な経営判

断のもとで主体的に決めるべきものです。民間放送事業者の意

思に反した再編・統合が誘発されることがない制度運用を強く

求めます。 

【株式会社福岡放送】 

9 ○ マスメディア集中排除原則の緩和により、同一地域内で２系

統までの兼営・支配を可能とする見直しは、将来の選択肢の拡大

と経営基盤強化に資するものとして賛同します。  

一方で、多様性・地域性の確保は基本であり、制度の活用は各

地域の放送局が合意のうえ主体的に判断すべきで、再編の強制

はあってはなりません。また、必要に応じ制度の柔軟な見直しを

求めます。 

【広島テレビ放送株式会社】 

10 ○ マスメディア集中排除原則を緩和して、テレビ放送について

同一放送対象地域内において２系統までの兼営・支配を可能と

するよう規定を改正することは、経営基盤の強化の観点から、民

間放送事業における将来の選択肢を広げるものとして賛同しま

す。ただし、実際にこの制度を適用するかどうかは、民間放送事

業者の経営判断として主体的に行うものであると理解していま

す。 

【株式会社テレビ信州】 

11 ○ マスメディア集中排除原則を見直し、テレビにおいても同一

放送対象地域において広域放送を除き 2 系統まで兼営・支配を

可能とすることについては、ローカル局経営の選択肢を増やす

意味で規定を設けることに賛同致します。ただ 1 局 2 波により

地域情報の多元性・多様性に影響を与える懸念は拭えず、制度の
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運用は当該放送局同士の慎重な判断によってのみ実施されるべ

きと考えます。 

【四国放送株式会社】 

12 ○ 同一放送対象地域内における複数のテレビ局の兼営・支配を

認めることは、多様性や地域性の棄損を最小限にとどめ視聴者

の多様な番組の視聴機会を確保しながら、経営の効率化につな

がる選択肢を広げる施策であるため、同規制緩和に賛同する。 

今後も、放送を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、経営の選択

肢を広げる規制緩和や制度の見直しが行われることを要望す

る。 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

13 ○ テレビ放送について、同一放送対象地域内において複数の放

送系の兼営・支配（いわゆる「1 局 2 波」）を可能とする制度改

正については、厳しい経営環境に直面するローカル局としては、

将来の選択肢を拡大するものとして、基本的に賛同いたします。 

制度運用にあたっては、各事業者の主体性を尊重し、現場の実

態に即した柔軟性を保持していただくよう希望します。 

【株式会社テレビ金沢】 

14 ○ マスメディア集中排除原則を見直して、テレビ放送について、

同一放送対象地域内において広域放送を除き２系統までの兼

営・支配を可能とする改正案については、経営基盤の強化や持続

的なサービスの提供といった民間放送事業者共通の課題解決に

資する選択肢を増やすものであり、その趣旨に賛同いたします。 

一方で人口、地域経済、視聴者ニーズ、事業者の規模といった

経営環境は、放送対象地域によって大きく異なります。本制度の

設計にあたっては、民間放送事業者が主体的な経営判断に基づ

き選択できることを前提とし、その運用にあたっては、地域の実

情や経営環境を十分に踏まえたうえで適切な検証と柔軟な見直
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しが行われることを要望いたします。 

【株式会社長崎国際テレビ】 

15 ○ マスメディア集中排除原則の緩和により、同一放送対象地域

内において 2 系統までの兼営・支配を可能とすることは、経営

環境が厳しさを増す地方放送局にとって、将来的な経営基盤強

化のための重要な選択肢の一つになると前向きに受け止めてい

ます。 

地方局においては、業務効率の向上や放送設備の共有化など

によるコスト削減が急務となっております。一方で、実際にこの

制度を活用するか否かは、各地域の市場環境や各社の経営戦略

に基づき、民間放送事業者が主体的に判断すべき事項であると

考えます。また１局２波を選択肢として検討する場合には、放送

設備の共同利用や集約化に対する財政的・税制的な支援など、経

営の経済合理性を高めるための実効性のある支援措置を併せて

講じることも必要だと考えます。 

今後も、地方の多様な経営実態に即した柔軟な制度運用と、必

要に応じたさらなる規制緩和の検討を要望いたします。 

【株式会社山梨放送】 

16 ○ マスメディア集中排除原則を緩和して、地上テレビ放送につ

いて、同一放送対象地域において２局まで兼営・支配を可能とす

ることは、民間放送事業者の経営維持に向けた将来の選択肢が

増え、経営基盤強化に繋がるものとして賛同いたします。 

一方で、 基幹放送において情報の多元的な提供による多様性

の確保と地域性の確保は、基本的かつ重要な概念として変わり

ません。地域の実情をよく理解し、地域社会に貢献してきたロー

カル放送事業者同士が合意の上で再編・統合を選択することが

大原則であり、民間放送事業者が個々の経営判断として主体的

に決めることが大切と考えます。 

賛同の御意見として承ります。 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、御理解のとおり「デジタル時代における放送

制度の在り方に関する検討会」第４次取りまとめ（以下「第４次取

りまとめ」といいます。）において、ローカル局の経営基盤の強化に

向けた経営の選択肢の拡大と放送の多元性・多様性・地域性の確保

の両方に配慮しつつ、地上テレビ放送について同一放送対象地域内

無 
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ローカル放送事業者それぞれが地域情報を取材・発信するこ

とで、多元性・多様性が確保され、権力の監視の役割も担えます。

同一放送対象地域において２局まで兼営・支配が可能となって

も、情報の多元性・多様性が担保されることが前提としてあるべ

きです。 

【札幌テレビ放送株式会社】 

の複数局の兼営・支配を認めることが適当であるとされたところで

す。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配については広域放送を除

き２局までとするものです。 

なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活

用を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する

観点から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的

な方法等については、各放送事業者において主体的に判断されるべ

きものであると考えます。 

17 ○ ローカル局の経営基盤を強化する観点から経営の選択肢が増

えることには賛同します。 

しかしながら、新たな制度を活用するかどうかは、個社もしく

は同一エリア内の局同士の経営判断に委ねられるべきであり、

国や行政から強制されるべきではなく、その選択肢が有効であ

るかの検討が必要であると考えます。 

総務省においては、このスタンスを引き続き堅持し、局の意に

沿わない形での経営統合・兼営等を推進したり働きかけたりし

ないよう希望します。 

取りまとめ文中、「同一放送対象地域内において複数局の兼

営・支配を可能とすることにより、組織や拠点の共通化によるコ

スト削減が可能となり、効率化によって得られたリソースをコ

ンテンツ製作や地域における新たなビジネス展開に割り振るこ

とも期待されるほか、仮に柔軟な番組編成が可能となれば、より

魅力あるコンテンツ製作につながる可能性もあると考えられ

る。以上を踏まえ、ローカル局の経営基盤を強化する観点から、

今後は経営の選択肢の拡大のため、地上テレビ放送についても、

賛同の御意見として承ります。 

なお、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原則に

関する制度改正については、各放送事業者に対して制度の活用を強

制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する観点か

ら行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的な方法

等については、各放送事業者において主体的に判断されるべきもの

であると考えます。 

 

無 
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同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当

である」とありますが、実際問題として、経営統合してもチャン

ネル数を維持するのであれば、制作費の削減は難しく（番組数は

変わりませんから）、営業収入も現在と同等の額が必要となりま

す。 

バックオフィス（総務・人事・経理など）は統合できるかもし

れませんが、もともと地方局はこの部門の要員が少ないので、人

件費削減効果はあまり期待できません。 

【株式会社熊本県民テレビ】 

18 ○ テレビ放送について同一放送対象地域内において 2 系統まで

の兼営・支配を可能とすることは、民放事業者の将来の選択肢と

して用意するという意味で、理解できるものです。 

今回の省令改正を経ても、各地域において民放事業者が多様

性を確保し多元的な情報提供を継続していくことは、何ら変わ

ることなく重要であると考えています。 

【株式会社 TBSテレビ】 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送

の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ

放送について同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めるこ

とが適当であるとされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

無 

19 ○ インターネットメディアの普及により情報の多様化・多元化

が飛躍的に進むなか、今後も急速な変化が予想されるメディア

環境において、放送事業者が持続可能な経営を実現するために

は、自由な経営判断ができる環境を整えることが欠かせません。

同一県内におけるマス排緩和（一局二波等）は、経営効率の向上、

新規事業への投資、コンテンツ制作力の強化（良質な地域情報の

提供）など、事業展開における多様な選択肢を生み出す可能性が

期待されると考えます。 

その一方で、市民の知る権利を守り、権力を監視し、社会課題

を提起する地域報道の視点が兼営・支配によって画一化しかね

ない懸念は無視できません。また、設備や業務の集約・統合に伴

う事業コスト削減などについては、現時点では具体的な成果や
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効果が必ずしも明確ではないため、それらの趣旨を踏まえた慎

重な検討をお願いします。以上を踏まえると、懸念はあるものの

総じていえば、今回の改正案の方向性については理解いたしま

す。 

【北日本放送株式会社】 

20 ○ 本改正において単一の事業者が複数局を兼営・支配できるよ

うになることは，人口減少とそれに伴う経済的疲弊を経験する

地域社会にとって有効な施策と考えられる。一方で，そうした制

度改正にあたっては「地域性確保策」を講じるべきことがこれま

でに繰り返し指摘されてきたが，本改正においてはそうした要

素は盛り込まれておらず，「第 4次取りまとめ」でも「今後の方

向性」として附帯的に論じられているに過ぎない。このことは将

来にわたって地域における地域情報の不足と「ニュース砂漠化」

をもたらしうるものであるから，マス排の緩和と「確保策」が同

時に実装されないことに強い懸念を表する。そもそもマスメデ

ィア集中排除原則の趣旨たる 3要素（多様性・多元性・地域性）

の定義が曖昧であることはこれまでにも多くの論者から指摘さ

れてきたし，（主に法学者以外の）研究者にはその画定に向けて

議論を蓄積してきた者も多くみられる。そうした視点が本改正

の議論の過程においてほとんど言及されていないことには合理

的な説明が求められるのではないか。 

【個人 02】 

21 ○ 本省令の改正案は『デジタル時代における放送制度の在り方

に関する検討会』の第 4 次取りまとめを踏まえ、地上波テレビ

放送の“同一県域 1局 2波”を可能とする内容となっています。

取りまとめで示された「地方局の経営基盤強化のため、なるべく

多くの選択肢を準備しておくことが重要」という考え方につい

ては賛同しますが、“1局 2波”についてはマスメディア集中排

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送

無 
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除原則の理念である放送の「多元性・多様性・地域性」を損ない、

情報の画一化や情報量の減少を招くことが懸念されます。経済

合理性についても地域によって、効果は限定的で、逆に弱体化に

つながらないかと危惧しております。 

放送局は系列によって、また同一地域内でも、局ごとに企業文

化が異なることからニュース取材や番組制作、セールス手法に

違いが見られ、地域社会との関係性にも差異があります。競い合

うことによって、それぞれに地域の民主主義の発達や地元経済

の発展、地域文化の振興に寄与してきたと考えます。 

仮に統合しても、企業統治や法令遵守に関する考え方を合一

し、社員に浸透させ、新しい企業文化を築くには数十年単位の長

い時間がかかると思われます。“1局 2波”が制度的に可能にな

っても、統合後の道のりを考えた場合、地域によっては、経営基

盤の強化にならないのではないかと思います。これまでのキー

局、準キー局との関係を重視しながら地域との信頼関係を深化

させ、地域づくりに参画していくことが、経営基盤強化につなが

ると考えます。 

【青森放送株式会社】 

の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ

放送について同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めるこ

とが適当であるとされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活

用を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する

観点から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的

な方法等については、各放送事業者において主体的に判断されるべ

きものであると考えます。 

22 ○ マスメディア集中排除原則の例外として、ラジオ放送の既存

規定を下敷きに、テレビ放送についても同一放送対象地域内に

おいて２系統までの兼営・支配を可能とする規定を追加するこ

とは、民放事業における将来の選択肢のひとつとして理解でき

るものです。 

基幹放送において、情報の多元的な提供による多様性の確保

と、地域性の確保は基本的かつ重要な概念であり、今回の規定追

加にあたっても、基幹放送普及計画の当該規定に何ら変更はあ

りません。その重要性に鑑みれば、地域の実情をよく理解し地域

社会に貢献してきた地元テレビ局同士が合意のうえで、これを
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選択することが大原則であり、意に反した再編・統合を強要され

ることがあってはなりません。 

【一般社団法人日本民間放送連盟】 

23 ○ 地上テレビ放送においても同一放送対象地域内において広域

放送を除き、2系統までの兼営・支配を可能とする規定を追加す

ることは、民放事業者の経営の選択肢を拡大する観点から理解

できるものです。 

ただ、「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討

会」の第 4 次取りまとめ（案）に対する意見でも指摘したよう

に、ローカル局の中には「地域性を損なうおそれがある」「地域

メディアの役割を果たせなくなるおそれがある」といった意見

もあり、効率化について懐疑的な意見もあります。また、取りま

とめでも「多元性・多様性・地域性の確保に留意する必要がある」

と指摘しています。 

基幹放送普及計画では、「基幹放送を通じて地域住民の要望に

こたえることにより、基幹放送に関する当該地域社会の要望を

充足すること」と規定されていて、この規定に何ら変更はありま

せん。その重要性に鑑みれば、新たな制度を選択するかどうか

は、視聴者の視点に立って、その地域に根差した放送事業者同士

が合意のうえで判断することが前提だと考えます。 

【株式会社テレビ朝日ホールディングス】 

24 ○ 民間放送事業者の経営の柔軟性を確保し、持続可能な放送サ

ービスを維持するため、マスメディア集中排除原則について、一

定の緩和の必要性は理解する。 

放送局は地域に根ざした情報の発信、災害時の迅速な報道、地

域文化の継承・発信といった公共的役割を維持することが不可

欠であり、地域社会に密着した報道と文化的価値の共有を確保

しながら、制度の柔軟な運用が重要だ。 
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緩和策の利用は、地域の実情をよく理解したローカル局の自

主自律に基づく経営判断で行われるべきだ。 

【読売テレビ放送株式会社】 

25 ○ 総務省は本改正案において、地上テレビ放送事業者による同

一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を可能とし、放送事業者

の経営の選択肢を増やすことによって、将来においても放送サ

ービスが持続・確保できるよう法制度面から支援する考えと理

解しています。 

しかし、本案の具体的な活用は、地域や系列固有の事情、株主

等の意向も踏まえつつ、地上テレビ放送事業者自らが経営判断

すべき重要事項です。行政が制度の活用を強要したり、経営戦略

に介入することは決してあってはならないと考えます。 

【株式会社テレビ東京】 

26 ○ 同一放送対象地域内における複数局の兼営・支配について、２

系統までの兼営・支配を可能とする規定の追加は、将来の経営

上の選択肢として理解できるものです。また「デジタル時代に

おける放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第

４次）」では不明瞭だった広域放送に係る指針が、明確化され

たことを評価します。しかしながら、地域の実情や放送事業者

の判断が尊重される形で、これを選択することが大原則と考

えます。 

【東海テレビ放送株式会社】 

27 ○ 同一放送対象地域内における地上テレビジョン放送の兼営・

支配緩和、および、認定報道持株会社制度における地上テレビジ

ョン放送に係る兼営・支配緩和につきましては、将来の経営の選

択肢を広げるものとして理解いたします。 

一方で、その制度運用にあたっては、関係する地元テレビ局同

士の自律的な合意を原則とし、意に反した統合を強いられない
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仕組みを担保することが必要です。概要にある「多元性・多様性・

地域性の確保に留意する必要」という方針は極めて重要であり、

制作体制の一本化に伴う地域情報流通量の低下を防ぐことが不

可欠です。 

特に地域の防災・減災に果たすローカル局の役割は極めて重

要です。仮に複数局の兼営・支配が実現した場合でも、住民の生

命に関わる災害時には、各局が自主・自律を旨としてきめ細かな

情報発信を個別に果たすべきで、本来多層的に伝えられるべき

情報の充実度や多様性が損なわれることがあってはならないと

考えます。 

【中部日本放送株式会社、株式会社 CBCテレビ】 

28 ○ 同一地域において複数の放送局の兼営・支配を認める見直し

については、経営基盤の強化につながる可能性という点で一定

の理解ができます。 

しかし、高知のような３局地区で２局が兼営・支配となった場

合、残る１局は広告取引等で不利な立場となり、地域における情

報発信力の低下や、言論の多様性が損なわれることも懸念され

ます。 

制度見直しにあたっては、単なる規制緩和にとどまらず、兼

営・支配局および非兼営・支配局への影響を十分考慮した慎重な

対応が必要と考えます。 

【株式会社高知放送】 

29 ○ 本制度の適用は、経営維持が極めて困難となった放送事業者

が経営持続のための最終的な選択肢として、あくまで限定的に

位置づけられるべきです。実際の適用にあたっては、地域の特性

や経営悪化の度合い、兼営・支配後も従来の災害報道体制が維持

されるかといった、多角的な検証が可能なガイドラインの整備

を求めます。 
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【株式会社中国放送】 

30 ○ マスメディア集中排除原則を緩和し、テレビ放送について同

一放送地域内で２系統までの兼営・支配を可能とする改正は、ロ

ーカル局を取り巻く厳しい環境に鑑み、経営基盤の強化につな

がり得る選択肢を拡大する制度整備と理解します。地域におけ

る放送の多元性・多様性・地域性を損なわないよう、「２局まで」

と歯止めをかけたものと理解します。 

改正された制度を活用するかどうかは、民間放送事業者の自

主・自律の経営判断に委ねられるべきものであると考えます。今

後の制度運用では、放送の多元性など健全な情報空間が確保さ

れ、地元の視聴者が享受する利益を棄損することがないよう、民

間放送事業者の要請を踏まえた見直しや改正など柔軟な対応を

要望いたします。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送

の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ

放送について同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めるこ

とが適当であるとされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活

用を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する

観点から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的

な方法等については、各放送事業者において主体的に判断されるべ

きものであると考えます。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 

31 ○ １局２波によって経営の選択肢が増えること自体は否定する

ものではありません。ただし、制度の利用は各放送事業者の主体

的な選択肢であって、再編や統合を促す方向で運用されるべき

ではありません。 

また、これまでの有識者会議等で議論の核となっていた「多元

性・多様性・地域性」をどのように担保、配慮するのか今回の改

正案上で明示されていない点を懸念します。 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送

の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ

無 
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１局２波によって従来不足していた系列の番組を地域内で提

供し得る場合、これに係る区域外再放送の必要性については地

元放送による代替可能性も踏まえて改めて検討されるべきと考

えます。 

放送系数に関するルールについては、放送事業者が意図せず

に制度に抵触することがないよう、算定方式や適用関係を分か

りやすく明示していただきたいと考えます。 

【株式会社テレビ大分】 

放送について同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めるこ

とが適当であるとされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活

用を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する

観点から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的

な方法等については、各放送事業者において主体的に判断されるべ

きものであると考えます。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

また、区域外再放送に関する御意見については、放送行政に対す

る御意見として承ります。 

32 ○ マスメディア集中排除原則を緩和し、地上テレビ放送の兼営・

支配を 2 局まで可能とする今回の見直しについて、ローカル局

の経営環境が厳しさを増す中での選択肢拡大という趣旨は理解

いたします。  

しかしながら、本制度の運用にあたっては、放送対象地域にお

ける「1 局 2 波（複数局の兼営）」の議論と、弊社の「クロスネ

ット」という経営形態は性質が異なることを強く認識していた

だきたいと存じます。  

「1局 2波」の議論は、主に経営が困難な地域における放送局

の集約化を前提としておりますが、弊社のようなクロスネット

局は、単独の放送局として複数の系列番組を編成することで、広

範な視聴者ニーズに応え、地域における情報的多様性を長年担

保してまいりました。  

御指摘のとおり、いわゆる「クロスネット局」は、今回の制度改

正によるマスメディア集中排除原則の緩和により可能となるいわ

ゆる「１局２波」とは別のものであると承知しております。 

なお、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原則に

関する制度改正については、各放送事業者に対して制度の活用を強

制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する観点か

ら行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的な方法

等については、各放送事業者において主体的に判断されるべきもの

であると考えます。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 
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今後、本制度が施行された場合においても、クロスネット局が

果たす公共的価値を損なうことのないよう、制度の運用にあた

っては個別の放送局の経営判断や地域特性を十分に尊重し、画

一的な集約化を促すような運用とならないことを強く求めま

す。 

【株式会社テレビ宮崎】 

33 ○ マスメディア集中排除原則の緩和に反対する。 

日本のメディアは、現在でも「報道の自由度」の低下が問題視

されている。 

その原因は、主要メディア大手の支配による所が大きい。 

また、地方局においては マスメディア集中排除原則に違反す

る反社会団体が ラジオ局を経営し、外国人差別・LGBT差別・戦

争扇動など 異常な放送を行っている実態がある (唐津市 FM 

からつ、浦添市 FM21、下関市 カモン FM など)。 

公共の電波が 特定の企業に独占され 公益から外れる事を防

止するのが、マスメディア集中排除原則ではないのか。 

「安定した放送」というのなら、一社の経営に委ねず 参入資

本を分割・分散する事こそ、安定化だろう。 

独占・寡占を促す改定案を見直し、資本の分散を図るべきだ。 

【個人 04】 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、「デジタル時代における放送制度の在り方に

関する検討会」第４次取りまとめにおいて、ローカル局の経営基盤

の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送の多元性・多様性・地域

性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ放送について同一放送対

象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当であるとされた

ところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 

34 ○ 断固反対します。少規模であろうと複数の独立したメディア

を守る方向に政府は力を注ぐべきです。 

少数大企業メディアのみが生き残っても健全な表現の自由、

報道の自由、批判性のある報道は保てず、むしろ廃れていくのは

間違いないです。日本を昔のような、大本営発表ばかりが流れる

国に戻したいのですか？大反対です。 

【個人 06】 

35 ○ マスメディア集中排除原則は、独占を禁止して、放送・報道の
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偏重を防ぎ、限られたチャンネル数の中で参加企業に機会を与

える為のもののはず。 

その意義に全く反する今回の改定に、全面的に反対します。 

一社が複数局を支配する状態が、健全とは到底思えませんし、

それをやらせようとする政府も、おかしいのではないかと思い

ます。 

人口減少を緩和の理由にしていますが、それならば、テレビ局

だけが肥大するのはおかしいのではないでしょうか。 

むしろ、1つのチャンネルを小規模の複数社により運営させ、

多様化を計り冗長性を持たせるべきです。 

法案とは真逆に、マスメディア集中排除原則を厳格化し、メデ

ィア各社の技術的な標準化を計り、ひとつの電波帯域の相乗り

を行える様、整備するべきです。 

【個人 07】 

36 ○ テレビチャンネルに関する今回の省令ですが、偏った情報発

信にならないように一つの会社が複数のチャンネルの経営権を

持つべきでないと思います。 

番組を見ると、左翼がかった番組ばかりで保守的な番組がな

く、偏った情報を多くのチャンネルから国民に押し付けるみた

いになっております。 

情報の多様化の為にも、複数の会社による情報発信という形

にすべきだと思います。 

【個人 12】 

37 ○ 最近感じるのは、どのテレビ局のニュース番組を見ても、扱う

話題や論調、出演者が似通っており、チャンネルごとの特色が薄

れていることです。視聴者としては、複数の局を視聴しても新た

な情報や多様な視点に触れる機会が少なく、物足りなさを感じ

ています。 
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昭和の時代には、各局がそれぞれ独自の番組作りや編成を行

い、ニュースや娯楽に多様性があったように記憶しています。 

テレビの役割は、単に同じ情報を繰り返し伝えることではな

く、各局が独自の視点や地域性、創意工夫を生かした情報や娯楽

を提供することにあるのではないでしょうか。今回の制度改正

においても、経営効率だけでなく、放送の多元性・多様性が維持

されるよう十分な配慮を求めます。 

【個人 11】 

38 ○【意見の概要】 

認定放送持株会社による複数放送局の支配関係の緩和、およ

び特定役員の定義見直し等の一連の規制緩和案に対し、日本の

放送・メディア制度の健全性と民主主義を根底から揺るがす重

大な欠陥があるため、全面的に反対いたします。 

 

【具体的な理由】 

1. 新聞等による系列問題（クロスオーナーシップ）の悪化と「言

論の独占」 

諸外国では民主主義を守るため、同じ資本が新聞とテレビを

同時に所有・支配することを厳しく制限するルール（クロスオー

ナーシップ規制）が一般的です。 

しかし我が国では、大手の新聞社がキー局を子会社化し、さら

にそのキー局（認定放送持株会社）が地方のテレビ局やラジオ局

を系列化するという、「新聞・テレビ・ラジオの一体支配（系列

化問題）」が長年放置されてきました。 

ただでさえ新聞とテレビが同じ情報源・同じ論調で世論を誘

導しやすい構造にある中、今回の改正案によって持株会社によ

る地方局の「複数支配」や「人事的支配（特定役員の送り込み）」

まで緩和すれば、この系列化の歪みは極めて致命的なレベルに
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達します。特定の大手新聞・テレビの巨大複合メディアグループ

が、地方の言論空間まで完全に画一化・独占する道を拓くもので

あり、断じて容認できません。 

 

2. 深刻化する偏向報道問題と「辺野古重大事故」を巡る報道不

信 

現在、テレビ・新聞等の既存メディアに対しては「都合の良い

事実のみを切り取る偏向報道」であるとして、国民から極めて厳

しい不信の目が向けられています。 

その象徴的な例が、近年沖縄県名護市辺野古周辺で発生した

一連の重大事故（安和桟橋でのダンプカーによる警備員死亡事

故や、辺野古沖での平和学習ボート転覆による高校生らの死亡

事故）を巡る報道です。 

これらの事故において、抗議活動の過激化や安全管理の破綻

といった「不都合な真実」を系列化された大手メディアが一斉に

黙殺、あるいは特定の政治的立場に配慮して矮小化したのでは

ないかという批判が国民から噴出しました。 

新聞・テレビが系列化されている現状でさえ、このような報道

の偏りが問題視されている中、持株会社による地方局への支配

がさらに強まれば、地方独自の視点は完全に抹殺されます。 

結果として、系列本社の意向に沿った偏った報道だけが日本

全国の新聞・テレビへ一斉に配信・刷り込まれることになり、メ

ディアの信頼性は完全に失墜します。 

 

3. 放送法第 4条（政治的公平）の形骸化に対する逆行 

放送法第 4条は「政治的公平」「意見が対立している問題につ

いてはできるだけ多くの角度から論点を明らかにすること」を

義務付けています。 
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前述の辺野古の事故のように、世論が大きく割れるテーマに

おいて、多角的な論点を提示することはテレビ局の義務です。 

しかし、新聞とテレビが系列化され、さらにその支配が強化さ

れれば、グループ全体の政治的スタンスがそのまま地方局まで

押し付けられ、放送法第 4条は完全に死文化します。 

現行のテレビ報道がこの義務を十分に果たしているとは言い

難い状況において、逆に巨大化を認める規制緩和を行うことは

論理的破綻です。 

 

4. 電波利用の公平性の著しい侵害 

電波は「国民共有の有限希少な財産（電波法第 1条）」であり、

特定の既得権益者が独占して良いものではありません。 

新聞社をバックに持つ特定の放送事業者にだけさらなる「支

配権の拡大（買い占め）」を認めることは、電波利用の公平性を

著しく損なうものです。 

経営が立ち行かないのであれば、他業種や新たな参入希望者

に広く電波を開放し、電波利用の流動性と公平性を高めるべき

であり、既存の系列事業者だけでパイを分け合うような救済措

置は不当です。 

 

5. 不当に安い電波使用料という特権の温存 

日本のテレビ局が支払っている電波使用料は、携帯電話事業

者などに比べて「不当に安い」ことが長年批判されてきました。 

新聞社とのクロスオーナーシップや格安の電波使用料という

重多な特権に甘んじ、守られてきたにもかかわらず、「経営が厳

しいからルールを緩めろ」という主張はあまりにも身勝手です。

国民の財産を不当に安い価格で利用しながら、義務である「多様

性の確保」や「公平・正確な報道」すら放棄して支配拡大を求め
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【結論】 

本改正案は、放送法第 4 条の遵守や電波の公平な利用という

「国民への義務」を棚上げにしたまま、新聞・テレビの系列化と

いう特権構造に守られた既存メディアの延命と支配力拡大だけ

を容認するものです。 

辺野古の事故報道に見られるような特定のイデオロギーに偏

った巨大メディアの独占を防ぎ、民主主義の健全性を守るため、

本省令案等には強く反対し、撤回を求めます。 

【個人 13】 

39 ○ 本省令案等は、ローカル局の経営基盤強化を目的として、地上

テレビジョン放送について、同一放送対象地域内で広域放送を

除き二局まで兼営または支配を可能とするものと理解します。

人口減少、広告収入の伸び悩み、インターネット配信への視聴移

行により、地方の放送事業者の経営環境が厳しくなっているこ

とは否定できず、地域放送の維持という政策目的には一定の合

理性があります。 

しかし、放送は有限な電波を用いる公共性の高い事業であり、

単なる経営合理化と同じ基準で所有関係及び支配関係を緩和す

べきではありません。今回の見直しは、設備投資、営業、ネット

配信、番組制作の効率化には資する一方で、報道判断、番組構成、

取材対象、論点設定、訂正及び検証のあり方が同質化するリスク

を伴います。 

客観的な試算として、仮にある地域に民放地上テレビ四局が

あり、各局の情報影響力を便宜上二十五パーセントずつと仮定

した場合、二局が同一支配となると、同一経営判断の影響を受け

得る範囲は五十パーセントになります。集中度を示す簡易指標
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として HHI を用いると、四局均等の場合は二十五の二乗を四局

分合計して二千五百ですが、二局が同一支配となり五十パーセ

ント、二十五パーセント、二十五パーセントとなる場合は、五十

の二乗に二十五の二乗を二つ加えて三千七百五十となります。

集中度は千二百五十ポイント、率にして五十パーセント上昇し

ます。三局地域で各局が三分の一ずつと仮定した場合、二局が同

一支配となると影響範囲は約六十六・七パーセントとなり、HHI

は約三千三百三十三から約五千五百五十六へ上昇します。これ

は経営面の効率化だけでなく、地域住民が接する報道、論点、非

報道の集中にも影響し得る水準です。 

特に地方では、放送局、新聞社、広告主、行政、経済団体、地

域有力者、政治的立場の関係が近くなりやすく、複数局が存在し

ていても、実質的に同じ論調、同じ取材範囲、同じ番組構成、同

じ非報道が生じれば、多元性、多様性、地域性は形式的なものに

なります。報道の自由は当然尊重されるべきですが、それは、視

聴者から見た説明責任や検証可能性を不要にするものではあり

ません。放送法上も、政治的公平、事実を曲げない報道、意見が

対立する問題についてできるだけ多くの角度から論点を明らか

にすることが求められています。 

近時、事件、事故、政治的対立を含む報道について、報道量、

論点の切り取り、出演者や専門家の選定、番組構成、継続検証の

有無に対し、視聴者側から強い不信が生じています。沖縄県名護

市辺野古沖の船舶転覆事故に関しても、BPOの放送倫理検証委員

会において、放送局全体で報道する回数が少ないのではないか

という趣旨の指摘が扱われています。ここで重要なのは、個別報

道の当否を行政が判断することではなく、視聴者が、なぜ報じら

れないのか、なぜその構成なのかを検証できない状態が、放送制

度への信頼を損なっている点です。 
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また、BPOは放送局を監督する行政機関ではなく、各放送局の

自主的、自律的な取り組みを支援する関係にあるとされていま

す。したがって、所有関係及び支配関係の緩和によって地域内の

放送主体が実質的に集約される場合、従来どおり BPO や各局の

番組審議会に任せるだけでは、制度的な担保として不十分です。

自主性と自律性を尊重することと、視聴者から見た透明性を確

保することは矛盾しません。むしろ、兼営または支配の緩和を認

めるほど、透明性と説明責任は強化されるべきです。 

以上を踏まえ、本省令案等を進める場合には、単に二局までの

兼営または支配を認めるのではなく、制度的担保を併せて整備

すべきです。兼営または支配関係にある放送局について、重大事

件、行政監視、選挙、基地問題、災害、安全事故、消費者被害な

ど公共性の高いテーマに関する報道量、訂正及び補足、取材対象

の範囲、反対意見及び少数意見の扱い、継続報道の有無を、一定

期間ごとに視聴者が確認できる形で公表することが必要です。

番組審議会については、議事概要だけでなく、指摘事項、放送局

側の回答、改善状況を継続的に見える化する必要があります。BPO

に多数の視聴者意見が寄せられた案件や、地域社会に重大な影

響を及ぼす案件については、放送局側が報道量、番組構成、取材

判断の考え方を説明する仕組みを設けるべきです。さらに、同一

地域内で複数局を支配する事業者には、報道部門の独立性、編集

判断の分離、地域課題の多角的取材について、通常より高い透明

性義務を課すことが必要です。 

ローカル局の経営維持は重要ですが、経営維持を優先するあ

まり、地域住民の知る権利、行政監視、災害時の安全確保、民主

的意思形成が弱まれば、本末転倒です。仮に四局地域で二局が同

一支配となれば、形式上は複数局が残っていても、情報影響力の

半分が同一経営判断の影響下に置かれ得ます。三局地域では、そ
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の割合は約三分の二に達し得ます。このような制度変更を行う

以上、経営合理化による便益だけでなく、報道同質化、非報道の

固定化、地域内の論点形成の偏りという外部不経済も、制度設計

上明確に評価すべきです。 

よって、本省令案等については、ローカル局の経営基盤強化と

いう方向性自体は理解しつつも、多元性、多様性、地域性を実質

的に確保するため、兼営または支配の緩和と同時に、報道の透明

性、説明責任、番組審議会の実効性、BPO意見への応答性、報道

部門の独立性、地域課題に関する多角的検証の仕組みを整備す

ることを求めます。放送局の経営を守ることは重要ですが、それ

以上に、地域住民が偏りなく情報を得られる環境を守ることが、

放送制度の根幹です。今回の改正は、放送局の救済から始めるの

ではなく、視聴者及び地域住民から見た公正性、透明性、検証可

能性を再構築する制度改正として位置付けるべきです。 

【個人 16】 

40 ○ 経営合理化を理由に同一地域内の複数局支配を認めてしまえ

ばお金を持っている巨大企業が世論誘導する為に、本来あるべ

き報道を歪める事に繋がります。ただでさえ今の報道には偏り

があり、それによって視聴者離れが進んでいるのではないでし

ょうか。 

この省令案には断固反対します。 

【個人 18】 

41 ○ マスメディア集中排除原則の緩和に反対する。 

独占禁止法に触れる規制緩和など、有ってはならない。 

「同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが

適当」と理由付けているが、それではローカル局の経営基盤強化

ではなく、ローカル局潰しにしかならないだろう。 

「多元性・多様性・地域性の確保に留意する必要(がある)」と

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、「デジタル時代における放送制度の在り方に

関する検討会」第４次取りまとめにおいて、ローカル局の経営基盤

無 



      ３２ 

 

している通り、問題が有るのは明らかだ。 

むしろ、違反罰則の無いマスメディア集中排除原則では、独占

禁止、放送内容の偏向防止に効果が無い。 

罰則規定を設け、BPOなどの監査を義務付け、公正な放送を目

指すべきだ。 

【個人 05】 

の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送の多元性・多様性・地域

性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ放送について同一放送対

象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当であるとされた

ところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

また、放送内容の偏向防止に関する御意見については、放送行政

に対する一つの見解として承ります。 

42 ○ マスメディア集中排除原則の見直しに反対します。 

放送局の経営が苦しい事情は察しますが、それとこれとは話

が別です。放送局の経営の問題に乗じてメディアに必要な規制

を緩和するのは国民の利益にはなりません。 

どうしても必要なのであれば、「兼営」ではなく「合併」にす

べきです。 

その理由は、社名が異なる事で同一の経営者と認識されない

恐れがあるからです。 

A 社の言っている事が正しいか検証するために B 社の報道を

見たら同じ事を言っていたとします。視聴者としてはセカンド

オピニオンをとったつもりが、実は同一の経営体だったとなれ

ば、同じ事を言うのは当然で、セカンドオピニオンにはなりませ

ん。なのに視聴者はセカンドオピニオンをとったつもりで、その

報道は正しいものと誘導されてしまう危険が高まります。それ

を防ぐためには、対外的にも同一放送局である事が一目瞭然で

ある事が有効と考えます。飲食店であれば、店名が違うグループ

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、ローカル局の経営状況は

厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地域情報発信の役

割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定が重要となりま

す。 

こうしたことから、第４次取りまとめにおいて、ローカル局の経

営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送の多元性・多様

性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ放送について同

一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めることが適当である

とされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

なお、放送法関連法令の規定により、地上基幹放送事業者の議決

権を１０分の１を超えて有する者等について、総務省のホームペー

ジで公表しています。 

無 

https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/media/index/index.htm
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/media/index/index.htm
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企業でも良いのかもしれませんが、メディアの意義や影響力を

考えれば、マスメディア集中排除原則は至極まっとうな規制で

あり、守られるべき原則です。特に、国民投票や選挙において、

資金力に物言わせて世論誘導されてはいけないので、その様な

邪な人物が現れた場合でも野望の実現にブレーキをかける制度

は守っていただきたく存じます。 

【個人 15】 

43 ○ 現在 与党が提案している「憲法改正手続きに関する法律案」

に、「FM ラジオでも改憲広報を行う」との案が盛り込まれてい

る。 

FM ラジオで その様な重大な広報を行うのであれば、絶対に

偏向・嘘・誤りが有ってはならない。 

今 放送法改定法案には、「マスメディア集中排除原則」の緩和

が含まれているが、ラジオの経営が単独企業に独占されてしま

っては、国民の権利に直結する広報を行うなど絶対に許されな

い。 

マスメディア集中排除原則の緩和に、断固反対する。 

また、現在 日本のメディアには、国外メディアに見られる様

な ファクトチェック (裏取り) の義務が無い。 

これでは、情報を正しく伝えるという放送局の役目が果たさ

れない。 

すべてのテレビ・ラジオ (および新聞) に対し、ファクトチ

ェックを義務付けるべきだ。 

【個人 10】 

今回のマスメディア集中排除原則に関する制度改正は、第４次取

りまとめにおいて、ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選

択肢の拡大と放送の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮し

つつ、地上テレビ放送について同一放送対象地域内の複数局の兼

営・支配を認めることが適当であるとされたことを踏まえて実施す

るものであるところ、ラジオ放送は対象ではありません。 

なお、ファクトチェックに関する御意見については、放送行政に

対する一つの見解として承りますが、放送法（昭和 25年法律第 132

号）においては、放送事業者の自主自律を基本とする枠組みの下、

放送事業者は「報道は事実をまげないですること」等の番組準則に

従い放送番組の編集を行うこととされているところです（同法第４

条第１項）。 

無 

２ 基幹放送普及計画の一部を変更する告示案について 

（１）基幹放送を国民に最大限に普及させるための指針における地上テレビジョン放送の放送系の数の目標に係る修正案 

44 ○ 改正案では「あまねく受信できること」とされる民間テレビ放

送の系統数が削除され、「現に受信できる系統数の総合放送が受

賛同の御意見として承ります。 無 
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信できることを基本とし」と変更され、基幹放送普及計画におい

て現状の実態に即した修正が行われたものと受け止めており、

変更に賛同致します。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

【札幌テレビ放送株式会社】 

【株式会社テレビ岩手】 

45 ○ 改正案において、「あまねく受信できること」とされる民間テ

レビ放送の系統数の規定が見直され、「現に受信できる系統数の

総合放送が受信できることを基本とし」と変更された点につい

ては、現状の受信実態を踏まえた合理的な見直しであると受け

止めており、本変更に賛同いたします。 

【株式会社長崎国際テレビ】 

46 ○ 改正案では「あまねく受信できること」とされる民間テレビ放

送の系統数が削除され、「全国各地域において現に受信できる系

統数の総合放送が受信できることを基本とし」と変更され、現状

の実態に即した修正が行われており、変更に賛同致します。 

【株式会社福島中央テレビ】 

47 ○ 改正案で民間放送の系統数が削除され、「現に受信できる系統

数の総合放送が受信できることを基本とし」と変更されたこと

は、現状の実態に即した修正と受け止め、賛同いたします。 

【株式会社テレビ信州】 

48 ○ 放送系統数を実際の受信状況に即して見直す方向について

は、地方の実情を踏まえた合理的対応であり、基本的に賛同しま

す。 

【株式会社高知放送】 

49 ○ 民放のテレビに関して「現に受信できる系統数」を基本とする

べく改正されることは、民間放送事業者を取り巻く実態に即し
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た変更であり、賛同致します。 

【四国放送株式会社】 

50 ○ 現状に即した修正が行われているものと受け止めており、改

正案に賛同いたします。 

【日本海テレビジョン放送株式会社】 

51 ○ 現行の基幹放送普及計画において「民間放送事業者について

は、4系統の放送があまねく受信できること」とされている規定

は、宮崎県のような地域の実情と乖離が生じておりました。  

今回の改正案において、当該系統数の記述が削除され、「現に

受信できる系統数の総合放送が受信できることを基本とし」と

いう実態に即した表現へ修正されることは、現状の放送環境を

正しく反映するものであり、この変更に賛同いたします。 

【株式会社テレビ宮崎】 

52 ○ 今回の指針見直しは、１局２波の容認と直接結び付くもので

はなく、地域の実態に即した整理と理解し、「現に受信できる系

統数」を基本とする考え方への変更にも賛同します。  

一方で、「放送系の数の目標」との関係には若干の違和感はあ

るものの、直ちに事業へ影響するものではないため異議はあり

ません。 

【広島テレビ放送株式会社】 

53 ○ メディア環境の急速な変化を鑑みれば、従来の「一律の系統数

目標」から「現状の実態に即した基準」へと舵を切る修正案は、

妥当な現実路線であると受け止め、賛同いたします。一方で「現

に受信できる系統数の総合放送が受信できることを基本と」す

ることがかえって、命を守る災害報道や地域コミュニティの基

盤となっている地上波テレビの役割を損うことにならないよ

う、十分な配慮が求められるものと考えます。 

【株式会社福岡放送】 

賛同の御意見として承ります。 

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 
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54 ○ 省令改正（同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配の容認）

もあり、やむを得ない現実的な政策転換として理解いたします。 

【株式会社中国放送】 

御理解のとおり、基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りま

とめにおいて「全国各地域における放送系の数の拡大を目指して規

定したものと考えられるが、人口減少などの制定当初からの環境変

化を踏まえて、（１）の同一放送対象地域内におけるテレビの複数局

の兼営・支配の容認に併せて、現状の各地域の放送系の数の実態に

即した修正を行うことが適当」と示されたことを踏まえて実施する

ものです。 

無 

55 ○ 今回、基幹放送普及計画について当該規定を「全国各地域にお

いて現に受信できる系統数の総合放送が受信できることを基本

とし」と修正することは、放送系の数の拡大を目指していた制定

当初からの環境変化を踏まえれば、実態に即した修正として理

解できます。 

【株式会社テレビ朝日ホールディングス】 

56 ○ 民間放送事業者の放送について系統数が削除され、「現に受信

できる系統数の総合放送が受信できることを基本とし」と変更

されたことについて、各地域の実態に即した修正が行われたも

のと理解します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

57 ○ 「全国 4 系統」としてきた指針を現状の各地域の放送系の数

の実態に即して修正するということは、放送政策・制度を、変化

していく現状に合わせて柔軟に転換していくものと受け止めて

います。 

【株式会社 TBSテレビ】 

58 ○ 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関す

る取りまとめ（第４次）」の意見募集結果により、この指針の削

除・修正は、同一放送対象地域内のテレビ１局２波の容認と直接

リンクするものではなく、現状の各地域の放送系の数の実態に

即して行うものであることが明確になりました。 

基幹放送普及計画の第３において「放送系の数の目標」を存置

しつつ、当該指針を現状追認型とすることについては若干の違

和感がありますが、直ちに民放事業に影響を及ぼすものではな

いため異議はありません。 
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【一般社団法人日本民間放送連盟】 

59 ○ 従来目標に掲げていた、各放送対象地域の４系統化を取り下

げる一方で、現状の波数（系統数）を追認する本告示案は、つま

るところ、放送を取り巻く環境の変化を踏まえ、今後は少なくと

も各地域における波数の増加を想定しないとの方針を示したも

のと認識している。そうであるならば、本告示案は大きな政策転

換となるため、総務省はその本旨を様々な機会をとらえて、わか

りやすく丁寧に説明することが求められる。 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまとめにおいて「全

国各地域における放送系の数の拡大を目指して規定したものと考

えられるが、人口減少などの制定当初からの環境変化を踏まえて、

（１）の同一放送対象地域内におけるテレビの複数局の兼営・支配

の容認に併せて、現状の各地域 の放送系の数の実態に即した修正

を行うことが適当」と示されたことを踏まえて実施するものです。 

このような状況の下、総務省においても、放送を取り巻く環境の

変化を踏まえた今後の放送事業の在り方について、引き続き検討し

てまいります。 

無 

60 ○ 全国各地域で４系統の民放テレビ放送があまねく受信できる

との指針に対し、「制定当初からの環境変化を踏まえ、現状に即

した修正を行うことが適当」とする提言については、単なる「数

値目標」の削減ありきで進めるのではなく、地域情報の維持・拡

充や災害放送体制の確保といった放送の本質的機能をいかに維

持するかという観点から、拙速に結論を出すことなく多角的な

議論を尽くすべきです。 

【中部日本放送株式会社、株式会社 CBCテレビ】 

（２）その他基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るための基本事項の追加案 

61 ○ 配信などによって地上基幹放送の価値向上につなげることは

重要とは思いますが、事業者毎に様々な事情を抱えていると考

えます。当社としては、制作体制や権利処理等の実情を踏まえた

うえで、これに取り組んでいく所存です。 

【東海テレビ放送株式会社】 

基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまとめにおいて「今

後、放送に係る広告収入が頭打ちになっていくことが想定される放

送事業者にとって、テレビ番組のインターネット配信は、放送対象

地域外への自社制作番組の発信や収益源の拡大・多様化に繋がるこ

とが期待される。その際、特にローカル局については、インターネ

ットに配信できる自社制作番組の拡大に資する取組を進めること

が適当」と示されたことも踏まえて実施するもので、若者を中心と

した「テレビ離れ」や広告費の減少など放送を取り巻く環境が大き

く変化し、国民・視聴者における情報の入手及び視聴の対象が、放

無 

62 ○ 収益多様化の観点からネット展開の必要性は認識していま

す。放送局によりコンテンツ制作力に差があることを考慮し、過

度なネット配信展開の義務付けにならないような施策の検討を

お願いします。 



３８ 
【株式会社中国放送】 送からインターネットへと移行しつつある現状において、今後の基

幹放送の計画的な普及及び健全な発達（その維持を含む。）を図るた

めには、記載のような事項について全ての民間地上基幹放送事業者

がこれまで以上に意識して取り組んでいただくことが肝要である

と考え、今回規定するものです。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

63 ○ 「民間基幹放送事業者については、国内放送の普及を持続的に

達成するため、その経営基盤の強化を図る」ことは民間放送事業

者として、当然取り組まなければならないことですが、経営基盤

強化に関しては、各放送事業者が主体的に取り組むべきであり、

告示案に新たに盛り込む必要まではないと考えます。

また、「自らが制作する放送番組を有するように努めるこ

と」、「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該

地上基幹放送の価値の向上に資する多用な取組を行うよう努め

ること」の表現でも、自社制作番組を制作し、配信にも取り組む

ことは、各事業者の経営判断によって成されるものであり、「努

める」という義務を課すような表現で規定すべきではないと考

えます。 

【株式会社宮城テレビ放送】 

64 ○ 番組制作や配信への取り組みは、放送事業者の人員体制や設

備、事業規模等により大きく異なります。小規模な事業者はマン

パワーや採算性の観点から課題も多く、その具体的な内容や実

施のあり方は、各社の経営判断に委ねられるべきものと考えま

す。 

告示案は「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するな

ど当該地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うよ

うに努めること」としていますが、本来放送事業者が自ら決定し

取り組むべき事項について、一律に義務を課すかのような表現

を基幹放送普及計画で規定することについては慎重であるべき

と考えます。 

【株式会社長崎国際テレビ】 

65 ○ 「経営基盤の強化を図る」「自らが制作する放送番組を有する

ように努めること」「当該番組その他の情報を積極的に配信する
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など当該地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行う

よう努めること」とされた改正案については、いずれも民間放送

事業者が主体的に取り組むべき事案であり、違和感があります。 

当社は地域スポーツや地域社会の魅力・課題をテーマにした

番組の放送や配信、事業イベントによるリアルなコミュニケー

ション等に取り組んでおり、収益性などを踏まえて段階的に拡

充していく方針です。地域における放送事業者の価値を評価す

るにあたっては、自社制作番組比率のような数値的な指標に偏

らず、タイムテーブルには反映されない多様な役割を地域で担

っていることを尊重していただきたく存じます。 

放送番組コンテンツを主とした地域情報の発信を加速させる

にあたって、著作権などの権利を処理しやすい環境が整えられ

ることを希望します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

66 ○ 地上基幹放送（全国放送を除く。）を行う民間基幹放送事業者

については「国内放送の普及」を「持続的に達成するため、その

経営基盤の強化を図る」と表現していますが、経営に関しては民

間放送事業者が主体的に取り組むべきことがらであり、新たに

加えることには違和感があります。 

民間放送事業者がどのような番組を制作して配信するかは、

それぞれの経営判断によるべきものでしょう。「自らが制作する

放送番組を有するように努めること」や「当該地上基幹放送の価

値向上に資する多様な取組を行うよう努めること」との文言に

関しては、義務を課すような表現と受け止めざるを得ず、基幹放

送普及計画には規定すべきではないと考えます。 

自社制作番組を制作することや、積極的に配信することがで

きるような環境が整うことは望ましいことです。しかし、ローカ

ル局にとっては採算性などの課題も多く、推進を支援する制度
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設計を要望いたします。 

【日本海テレビジョン放送株式会社】 

67 ○ 「基幹放送普及計画」において、「経営基盤の強化を図る」、「自

らが制作する放送番組を有するように努めること」と一律に努

力義務として規定することには行政側の過度な介入と受け取ら

れかねず、かつ「基幹放送普及計画」の性格上、なじまないもの

と考えます。また、どのようなコンテンツを作り、どう届けるか

は、個々の民間放送事業者が自ら決定すべき経営戦略であり、

「基幹放送普及計画」に新たに盛り込むべきでないと考えます。

特に、地方において、採算性の見通せない配信業務の拡大は、経

営を圧迫しかねない重い課題です。必要なのは、法令による一律

の動機付けではなく、ローカル局が独自の判断でデジタル展開

や地域貢献に挑戦できるよう、コストや技術面でのハードルを

下げるための具体的な「バックアップ（推進支援）制度」の構築

であると考えます。 

【株式会社福岡放送】 

68 ○ 「地上基幹放送（全国放送を除く）」を行う事業者に対し、「経

営基盤強化を促す」という趣旨については理解いたします。しか

しながら、「自らが制作する放送番組を有するように努めるこ

と」や「当該番組を積極的に配信すること」といった表現を、基

幹放送普及計画に新たに盛り込むことには懸念があります。 

地方局にとって、質の高い自社番組の制作や配信インフラの

整備は、経営上の大きな負担を伴うものであり、これらを「努力

義務」に近い形で規定することは、個別の経営判断に対する過度

な制約につながる恐れがあります。どの程度の番組を制作し、ど

のプラットフォームで配信するかは、各局が採算性や地域ニー

ズを考慮して主体的に決定すべき事項だと考えます。また、経営

資源の限られたローカル局に対して、コンテンツ制作支援や配
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信コストの低減に資する具体的な支援措置（税制優遇、補助金、

著作権処理の円滑化等）を併せて講じることを強く要望いたし

ます。 

【株式会社山梨放送】 

69 ○ 新たに規定される「地上基幹放送（全国放送を除く。）を行う

民間基幹放送事業者」に関する記述のうち、自社制作番組の保

有、放送番組その他の情報の積極的配信等について、「努めるこ

と」とする規定が設けられている点については、その趣旨は理解

できるものの、コンテンツ制作の方針、配信の実施有無や手法

は、各事業者が主体的に決定するべき事柄であり、一律に努力義

務とすることには違和感を覚えます。 

特にローカル局は、制作費や人員体制の制約、配信事業の採算

性などに課題を抱えており、実情に応じた支援策が講じられる

ことを期待します。 

【株式会社テレビ金沢】 

70 ○ ローカル局が自社制作番組等のコンテンツを積極的に配信し

放送外において地域内外へ情報を発信することは、収益源の拡

大・多様化はもちろん、地域の認知度向上および地域全体の価値

向上に資する重要な取り組みであると認識しております。  

しかしながら、基幹放送普及計画において「努めること」と表

現・規定することは、民間放送事業者に対して事実上の義務や強

制感を連想させる恐れがあります。コンテンツの制作や配信の

可否、およびその手法は、各社の経営判断や地域特性に基づくべ

き事柄です。  

また、ローカル局にとって配信業務への参入には採算性やリ

ソース確保等の多大な課題が存在します。単に努力義務を課す

のではなく、ローカル局が配信業務を推進することで、放送局の

運営負担が軽減されるような具体的な支援策を併せて検討いた
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だくことを要望いたします。 

【株式会社テレビ宮崎】 

71 ○ 経営基盤強化や自社制作・配信等の取組を基幹放送普及計画

に規定することには違和感があります。これらは各社の経営判

断に委ねられるべき事項であり、一律に求めるべきではありま

せん。  

特に配信は法的位置付けも限定的であり、ローカル局では採

算面の課題もあるため、義務付けではなく支援や柔軟な制度整

備を求めます。 

【広島テレビ放送株式会社】 

72 ○ 経営基盤の強化や自社制作番組のあり方については各事業者

が地域事情、経営資源、組織体制、収支見通し等を踏まえて判断

すべき事項であり、本計画に一律の方向性として盛り込むこと

には疑問があります。少なくとも、特定の経営判断や投資判断を

促すものとして運用されることがないよう求めます。 

ローカル局の立場としては本計画に「積極的な配信」を盛り込

むことには慎重であるべきだと考えます。前提として、ローカル

局にとって積極的な配信が放送の価値向上や経営基盤の強化に

つながることが示されていません。  

また、ローカル局のコンテンツは防災、事件事故、暮らしに密

着した即時性・同時性の高い生活情報が中心であり、全国規模で

大型 IPを保有する事業者のコンテンツと同列に採算性を論じる

ことはできません。  

そのため、配信を推進する方向性を示すのであれば、その前提

として、ローカル局の IPコンテンツ展開、権利処理、人材及び

技術基盤への支援策もあわせて検討していただくよう求めま

す。 

【株式会社テレビ大分】 
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73 ○ 民間基幹放送事業者に対する「経営基盤の強化を図るととも

に、自らが制作する放送番組を有するように努めること」「当該

放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地上基幹放

送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努めること」

との規定の追加は、基幹放送普及計画には馴染まない。番組制作

やインターネット配信などは、自らの経営判断によって行われ

るべきものだからだ。 

また、地域にとって必要な放送をすることが放送局の責務で

あり、自社制作なのか他社制作なのかを区別したり、自社制作番

組の多寡を、放送局の存在意義の尺度とするべきではないと考

える。 

一方、ＳＮＳ空間で偽情報・誤情報が大量に拡散されている状

況がある。放送局のコンテンツは国民にとって真実性・信頼性の

高い情報源であり、国民の知る権利に応えるためにも、放送局の

放送とネット配信が相乗的に、より広く視聴される仕組みづく

りを後押ししていただきたい。例えば、コネクテッドテレビやス

マートフォンなど多様なデバイスで、地域の放送局のＩＰ同時

配信を見ることができるようにするもので条件不利地域、災害

時においては放送の補完になる。 

ただ、地上波で放送した番組をネット配信するためには様々

な権利処理が必要で、ローカル局にとってはリソースの確保が

難しい。配信を促進するためには、「放送の再定義」の議論を深

め、「簡素で一元的な権利処理システム」の構築を進めることが

必要不可欠だ。 

【読売テレビ放送株式会社】 

74 ○ 「基幹放送普及計画」において、「地上基幹放送（全国放送を

除く。）を行う民間基幹放送事業者」については、「国内放送の普

及」を「持続的に達成するため、その経営基盤の強化を図る」と



      ４４ 

 

の表現は、民間放送事業者に経営基盤強化を促す表現だと考え

ます。しかし、経営に関しては、民間放送事業者が主体的に取り

組むべき事柄であり、新たに盛り込むことには違和感がありま

す。 

また、「自らが制作する放送番組を有するように努めること」

や「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地

上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努め

ること」との表現に関して、民間放送事業者がどのような番組を

制作し配信に取り組むかについては、個社の経営判断によって

決めるものであり、義務を課すような表現で「基幹放送普及計

画」にて規定すべきではないと考えます。放送法で民間放送事業

者の配信義務について規定がないことや、特にローカル局にと

っては採算性などの課題も多いことから、推進を支援する制度

設計を要望させて頂きます。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

【札幌テレビ放送株式会社】 

【株式会社テレビ岩手】 

75 ○ 「基幹放送普及計画」において、「地上基幹放送（全国放送を

除く。）を行う民間基幹放送事業者」については、「国内放送の普

及」を「持続的に達成するため、その経営基盤の強化を図る」と

の表現は、ローカル局に経営基盤強化を促す表現だと弊社は考

えます。しかし、経営に関しては、民間放送事業者が主体的に取

り組むべきものであり、新たに盛り込むことには違和感があり

ます。 

また、「自らが制作する放送番組を有するように努めること」

や「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地

上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努め

ること」との表現に関して、民間放送事業者がどのような番組を
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制作し配信に取り組むかについては、個社の経営判断によって

決めるものであり、努力義務を課すような表現で「基幹放送普及

計画」にて規定すべきではないと考えます。放送法で民間放送事

業者の配信義務について規定がないことや、実際に弊社も配信

に取り組んでいますが、特にローカル局にとっては採算性など

の課題も多いことから、弊社としては推進を支援する制度の検

討を要望させて頂きます。 

【株式会社福島中央テレビ】 

76 ○ 「地上基幹放送（全国放送を除く。）を行う民間基幹放送事業

者」について、「国内放送の普及」を「持続的に達成するため、

経営基盤の強化を図る」旨が新たに示されています。 

しかし、経営については本来、民間放送事業者が主体的に取り

組むべき事項であり、基幹放送普及計画において経営基盤の強

化を促すような表現を盛り込むことについては、なお検討の余

地があると考えます。 

また、「自らが制作する放送番組を有するように努めること」

や、「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地

上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努め

ること」との記載についても、どのような番組を制作し、どのよ

うに配信に取り組むかは、それぞれの事業者が経営判断によっ

て決定すべき事項であると考えます。 

そのため、こうした取組を事業者に促す表現を基幹放送普及

計画に規定することについては慎重に検討すべきであると考え

ます。放送法において民間放送事業者の配信に関する義務規定

が設けられていないことや、ローカル局は採算性などの課題も

抱えていることを踏まえ、自主的な取組を支援する制度設計を

要望いたします。 

【株式会社テレビ新潟放送網】 
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77 ○ 民間放送事業者が番組を制作し配信に取り組むかについては

個社の経営判断によって決めるものであると考えます。 

放送法で民間放送事業者の配信義務について規定がないこと

や、特にローカル局にとっては採算性や権利処理などの課題も

多いことから、推進を支援する制度設計を要望させて頂きます。 

【山口放送株式会社】 

78 ○ 基幹放送普及計画において民放事業者について「経営基盤の

強化を図るとともに・・放送番組その他の情報を積極的に配信す

るなど」の取組について追加で規定していますが、配信事業につ

いて、放送法には規定されていません。経営基盤の強化を実効性

のあるものにするためには、配信に限定することなく民放事業

者にとってビジネスとして成立する事業を幅広く後押ししてい

くという観点を、今後の放送政策の運用にあたって重要視して

いただくよう改めて要望します。 

【株式会社 TBSテレビ】 

79 ○ 今般の改正案において、経営基盤の強化や自社制作番組の保

有、インターネット配信等の取組を努力義務として規定するこ

とについては、以下の観点から慎重な検討を求めます。 

経営基盤の強化や番組制作、配信への取り組みは、各事業者が

その時々の市場環境や経営状況に照らして判断すべき実務的な

事項です。 

また、放送法において、民間放送事業者のインターネット配信

に関する義務付けがない中で、下位の告示である本計画におい

て配信等の取組を努力義務化することは、適当ではないと考え

ます。 

一律に努力義務を課すのではなく、事業者が自発的に価値向

上に取り組めるよう、推進に向けた支援策や環境整備を要望い

たします。 
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【中京テレビ放送株式会社】 

80 ○ 「当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地

上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うよう努める

こと」との表現は、民放事業者の配信業務が放送法に規定されて

いないことから見ても違和感があります。経営基盤強化や放送

価値の向上に努めるのは各局の判断によるべきと考えます。 

一方、すでに不可避となっている配信業務において、特にロー

カル局にとっての採算性や著作権処理など解決すべき課題も多

く、推進を支援するための適切な制度設計の検討を要望させて

いただきます。 

【四国放送株式会社】 

81 ○ 「自らが制作する放送番組を有するように努めること。また、

当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地上基

幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うように努めるこ

と」といった表現については、番組の制作や配信をどう行うか

は、それぞれの放送事業者が判断すべき事柄だと考えます。一律

に義務を課しているように受け取れる表現は、放送の自主自律

という原則に照らして、改めて検討することを要望します。特に

地方の放送局にとっては、配信事業の採算面などで大きな課題

があるため、実態に合わせた柔軟な運用を強く要望いたします。 

【北日本放送株式会社】 

82 ○ 民間放送事業者が「経営基盤の強化を図るとともに、自らが制

作する放送番組を有するように努めること」や「当該放送番組そ

の他の情報を積極的に配信するなど当該地上基幹放送の価値向

上に資する多様な番組を行うよう努めること」は、民間放送事業

者が自主的に取り組むべき事であり、基幹放送普及計画に新た

に盛り込むことは違和感があります。経営基盤の強化は各放送

事業者が独自に多様な方法で図るものであり、ことさら番組配
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信のみを取り上げて記述することは、放送事業者の自主性、自律

性を損ないかねないと危惧します。番組配信は、ローカル局にお

いては採算面等の課題もあり、放送事業者が個社の判断で取り

組むことで、「また」以下の記述は削除を要望します。 

【株式会社テレビ信州】 

83 ○ 地上基幹放送の民放事業者全体について、▽経営基盤の強化

を図るとともに、自らが制作する放送番組を有するように努め

ること、▽当該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど

当該地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行うよう

に努めること――とする規定の追加は、放送法の下位法令であ

る基幹放送普及計画にはなじまず、違和感があります。前者は認

定放送持株会社の関係会社を対象とした放送法第 163 条の同旨

の規定を地上基幹放送全体に拡大するものであり、後者は多様

な取組の一例ではあっても、放送法には民放事業者の配信業務

が規定されていないためです。 

民放事業者の事業環境は一律ではなく、それぞれの経営判断

のもとでインターネット配信をめぐる諸課題と向き合っている

ことは、第４次取りまとめの意見募集において述べたとおりで

す。 

【一般社団法人日本民間放送連盟】 

84 ○ 地上基幹放送を行う民間放送事業者について、「当該放送番組

その他の情報を積極的に配信するなど当該地上基幹放送の価

値の向上に資する多様な取組を行うように努めること」とす

る規定が新たに設けられたことに違和感があります。「基幹放

送普及計画」はあくまで基幹放送の計画的な普及のために設

けられたものであり、地上基幹放送の価値の向上に資する多

様な取組の一例として、放送法に規定のない民放事業者の配

信業務に関して記載することはなじまないと考えます。 



４９ 
また、ローカル局にとって、自社制作番組の配信業務を進める

ことは、製作や人員のコストの増大という課題もあり、必ずしも

経営基盤の強化に繋がるものではありません。 

地上基幹放送の価値の向上に資する取組は、事業環境を踏ま

えて、それぞれの放送事業者の経営判断で進めるべきものだと

考えます。 

【株式会社テレビ朝日ホールディングス】 

85 ○ 地上基幹放送を行う全民間事業者について、「経営基盤の強化

を図る」との表現は、事業者が主体的に取り組む事柄であり、改

めて明記する必要性には違和感があります 

また、「自らが制作する放送番組を有するように努めるこ

と」、「当該放送番組その他の情報を積極的に配信する」という文

言を含む規定は、義務を課すような表現になっており、「基幹放

送普及計画」にはなじまないと思われます。 

放送法には「民間放送事業者の配信義務」の規定はないと認識

しています。番組制作の一層の充実と積極的配信に関しては、

「地上基幹放送の価値の向上に資する取組の一つ」であり、事業

者はそれぞれの事業環境を踏まえ、主体的に選択するものだと

考えます。 

【西日本放送株式会社】 

86 ○ 変更告示案では、「当該放送番組その他の情報を積極的に配信

するなど」とされていますが、取組の一例であっても配信を奨励

する記載を盛り込むことは、民放事業者の配信業務が規定され

ていない放送法の下位法令である基幹放送普及計画として違和

感があります。 

なぜならば、地上基幹放送事業者は、地域に根差したイベント

展開、新たな IP開発等、様々な手法により経営基盤の強化及び

価値向上に取り組んでおり、具体例の一つとしてあえて配信の
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みを記載する必要があったのかどうか非常に違和感を持ってい

ます。経営基盤強化のための施策は、各地上基幹放送事業者が

様々な選択肢の中から主体的に決めるものであると考えます。 

【関西テレビ放送株式会社】 

87 ○ 本変更案では「当該放送番組その他の情報を積極的に配信す

るなど当該地上基幹放送の価値の向上に資する多様な取組を行

うように努めること」と規定しました。しかし、例示とはいえ、

基幹放送普及計画の中に放送法の規制の対象外である「配信」へ

の取組について記されたことに強い違和感があります。 

さらに、配信への積極的な取組がなぜ「地上基幹放送の価値の

向上に資する」のかも不明です。地上テレビ放送事業者の配信戦

略は個々に異なるうえ、配信事業単体での採算性が厳しいのが

実情です。法制度として画一的に積極的な取組を求めることは

不適切と考えます。 

【株式会社テレビ東京】 

88 ○ 地上基幹放送の価値の向上のため、事業の多角化が必要であ

ることについては賛同する一方で、改正後の基幹放送普及計画

において配信のみを特記することについては、合理的な説明が

必要と考える。 

なお、本規定の趣旨を踏まえ、各放送事業者が多様な取組をよ

り一層進められるよう、各種制度の整備・改正に向けた取組が、

総務省において進められるものと理解する。 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

89 ○ インターネット配信を強化することは妥当だと思う。 

むしろ、テレビ放送を全面的にインターネット配信に移行の

うえ、テレビ放送を廃止すべきだ。そうすれば、放送事業者を特

別扱いする必要がなくなり、基幹放送普及計画は不要になる。あ

いた周波数帯域を通信に転用して電波オークションを実施すれ

基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまとめにおいて「今

後、放送に係る広告収入が頭打ちになっていくことが想定される放

送事業者にとって、テレビ番組のインターネット配信は、放送対象

地域外への自社制作番組の発信や収益源の拡大・多様化に繋がるこ

とが期待される。その際、特にローカル局については、インターネ

無 
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ば、電波を有効活用できる。 

テレビ放送はその役割を果たさず、テレビ離れが進んでいる。

将来に向けて、テレビ放送の廃止といった改革を実行してほし

い。 

【個人 14】 

ットに配信できる自社制作番組の拡大に資する取組を進めること

が適当」と示されたことも踏まえて実施するもので、若者を中心と

した「テレビ離れ」や広告費の減少など放送を取り巻く環境が大き

く変化し、国民・視聴者における情報の入手及び視聴の対象が、放

送からインターネットへと移行しつつある現状において、今後の基

幹放送の計画的な普及及び健全な発達（その維持を含む。）を図るた

めには、記載のような事項について全ての民間地上基幹放送事業者

がこれまで以上に意識して取り組んでいただくことが肝要である

と考え、今回規定するものです。 

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

90 ○ また，同時に実装される「自社制作番組のインターネット配信

等を努力義務として示すこと」については，放送事業者の実情を

どの程度踏まえたものなのか疑問がある。すなわち，管見のかぎ

りそうした取り組みは多くの事業者が既に行っており，かつそ

れらが必ずしも十分な収益につながり得ないものであることも

広く認識されているのではないか。「放送に係る広告収入が頭打

ちに」なっていくことへの対策をするのであれば，たとえば先進

的な放送事業者が行っているような取り組み（放送事業者総体

として，放送事業にとどまらない多様な方法を用いて地域に貢

献する取り組み）を支援するような政策パッケージを用意すれ

ばよいのであって，基幹放送普及計画にこれを盛り込むことに

いかなる意味や効果があるのか，詳細な説明を求めたい。 

【個人 02】 

基幹放送普及計画の本件変更は、第４次取りまとめにおいて「今

後、放送に係る広告収入が頭打ちになっていくことが想定される放

送事業者にとって、テレビ番組のインターネット配信は、放送対象

地域外への自社制作番組の発信や収益源の拡大・多様化に繋がるこ

とが期待される。その際、特にローカル局については、インターネ

ットに配信できる自社制作番組の拡大に資する取組を進めること

が適当」と示されたことも踏まえて実施するもので、若者を中心と

した「テレビ離れ」や広告費の減少など放送を取り巻く環境が大き

く変化し、国民・視聴者における情報の入手及び視聴の対象が、放

送からインターネットへと移行しつつある現状において、今後の基

幹放送の計画的な普及及び健全な発達（その維持を含む。）を図るた

めには、記載のような事項について全ての民間地上基幹放送事業者

がこれまで以上に意識して取り組んでいただくことが肝要である

と考え、今回規定するものです。 

無 

91 ○ また、デジタル配信拡充についても重要性は認識しています

が、現状の経営資源では各社単独での対応に限界があります。実

効性ある取り組みとするため、番組制作支援や人材確保・育成、

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 
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配信基盤整備など、地域の実情に寄り添った支援策の検討が不

可欠と考えます。 

【株式会社高知放送】 

92 ○ テレビ番組のインターネット配信や自社制作番組の拡大を促

す取り組みは、ローカルコンテンツがより多くの人に届く機会

となるため同意いたしますが、それをいかに広域かつ持続的に

発信・拡散していくかという点こそが、ローカル局にとって極め

て重要な課題であると認識しています。一方で、放送対象地域内

の視聴者への情報伝達の利便性の向上も重要な課題と認識して

おり、単なる広域発信の追求によってエリア内向けの配信や情

報提供が軽視されることがあってはなりません。 

仮にコンテンツ展開を進める場合であっても、希望する事業

者が円滑に権利処理を行える環境づくりや、技術面・財政面にお

ける国の継続的な支援体制が前提となります。あわせて、補助事

業の手続き簡素化やメニューの可視化、採択評価の公表を進め、

各局が創意工夫のもとで自立的な事業展開に繋げられるよう、

適切な環境整備を要望します。 

【中部日本放送株式会社、株式会社 CBCテレビ】 

93 ○ 自社制作番組を有することの意義は十分に理解しています

が、そのあり方や水準は各事業者の事情によって異なります。画

一的な数値基準や形式的な評価のみでその価値が判断されるこ

とがないよう求めます。 

【株式会社テレビ大分】 

４次取りまとめにおいては自社制作比率に関して「地域性を表す

指標の一つとして自社制作番組比率が考えられるが、その拡大と人

員や制作に係るコストはトレードオフの関係にあり、地域性の向上

が経営基盤を棄損するおそれもあることから、同比率のみをもって

地域性を判断することは、必ずしも適当ではない」との意見があっ

たところです。 

総務省においては、このような意見を踏まえながら、放送を取り

巻く環境の変化を踏まえた今後の放送事業の在り方について、引き

続き検討してまいります。 

無 
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３ 改正・変更案全体に関する意見及びその他の意見 

94 ○ 人口減少や高齢化の進展、広告市場の縮小が続く中、ローカル

放送局の経営環境は厳しさを増しています。高知県のように市

場規模の小さいエリアでは、広告収入の減少が直接経営に影響

し、人的体制や番組制作に制約が生じているのが実情です。 

一方で、ローカル放送局は日々のきめ細やかな情報提供に加

え、災害時には住民の命と生活を守る重要な情報源として欠か

せない役割を担っています。 

こうした役割を維持するためにも、経営基盤の強化と安定的

な情報発信が両立できるよう、地域の実情に配慮した制度改正

を強く要望します。 

【株式会社高知放送】 

放送を取り巻く社会環境の変化を受け、御指摘のとおりローカル

局の経営状況は厳しさを増しているところ、ローカル局が今後も地

域情報発信の役割を果たし続けるためには、まずは経営基盤の安定

が重要となります。 

こうしたことから、御理解のとおり第４次取りまとめにおいて、

ローカル局の経営基盤の強化に向けた経営の選択肢の拡大と放送

の多元性・多様性・地域性の確保の両方に配慮しつつ、地上テレビ

放送について同一放送対象地域内の複数局の兼営・支配を認めるこ

とが適当であるとされたところです。 

このため、今回の地上テレビ放送に係るマスメディア集中排除原

則に関する制度改正に当たっては、この取りまとめの内容を踏ま

え、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和するとして

も抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするものです。 

なお、当該制度改正については、各放送事業者に対して制度の活

用を強制するものではなく、放送事業者の経営の選択肢を拡大する

観点から行うものであるところ、経営基盤を強化するための具体的

な方法等については、各放送事業者において主体的に判断されるべ

きものであると考えます。 

総務省においても、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 

95 ○ 地上テレビジョン放送におけるマスメディア集中排除原則の

見直しは、ローカル局の経営基盤強化という観点から一定の必

要性があるものと考えます。一方で、同一地域内における兼営・

支配の緩和は、放送事業者数や報道・編成主体の実質的な多元性

に影響を及ぼし得るため、経営基盤の強化とあわせて、番組制作

主体、情報発信主体、地域コンテンツの担い手の多様性を確保す

る視点を明確にする必要があります。 

今回のマスメディア集中排除原則に関する制度改正については、

放送事業者の経営強化の観点と放送の多元性・多様性・地域性の両

方に配慮し、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和す

るとしても抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするもの

です。 

また、基幹放送普及計画の本件変更の規定中の「配信」について

はあくまでも例示であり、各放送事業者には、配信に限らず放送番

無 
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特に、今後のローカル局においては、単に放送免許・送信設備・

系列ネットワークを維持するだけでなく、地域発の番組、文化、

観光、アニメ、漫画、VTuber、ゲーム、地域産業、教育・防災情

報等を、放送とインターネット配信の双方で展開できる体制が

重要になります。そのため、基幹放送普及計画における「自らが

制作する放送番組」や「放送番組その他の情報の積極的な配信」

については、放送事業者の内部制作に限定して狭く捉えるので

はなく、地域の制作会社、アニメ会社、ネット配信事業者、VTuber

事業者、個人クリエイター、大学、自治体、観光・文化団体等と

の共同制作・委託制作・権利処理・二次利用を含む広い取組とし

て位置付けることが望ましいと考えます。 

鉄道分野において線路、運行、駅、沿線開発、観光商品造成等

の役割が区別されるように、放送分野においても、周波数・送信

インフラ、編成・報道責任、番組制作、IP展開、インターネット

配信、海外発信の役割を整理し、それぞれの担い手が連携できる

制度設計が重要です。ローカル局の経営統合・支配緩和だけで

は、地域情報や地域コンテンツの多様性が自動的に確保される

わけではありません。むしろ、兼営・支配の緩和によって経営効

率化が進む場合こそ、地域の番組制作力、外部制作主体との連

携、ネット配信による地域外への発信、字幕・多言語化・アーカ

イブ化等を促すことが必要です。 

したがって、本改正に賛成する場合であっても、今後の運用及

び次期制度見直しにおいては、ローカル局が外部の多様なコン

テンツ事業者と連携し、地域発の番組・情報・文化コンテンツを

制作・配信・再利用できる環境整備を進めることを、基幹放送の

価値向上策として明確に位置付けるべきです。 

また、地域情報の多様性は平時の文化・観光・産業振興だけで

なく、災害時の生命・安全に関わる情報伝達とも密接に関係しま

組を中心とした様々な取組に励んでいただくことで、放送の価値向

上に繋がることを期待するものです。 

なお、放送事業者の情報発信に係る体制整備等に関する御意見に

ついては、放送事業者において検討されるべきものと考えますが、

今後の放送行政に対する御意見として承ります。 
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す。特に、茨城県のように県域の民間テレビ局を持たず、実質的

に在京広域局の視聴圏に組み込まれている地域では、県内各地

域の被害状況、避難情報、ライフライン、交通、医療、学校、福

祉施設等の情報が、全国ニュースや広域ニュースの中で十分に

可視化されにくいおそれがあります。 

このような地域では、新たな県域民放テレビ局の開設だけを

前提とするのではなく、既存の基幹放送、NHK県域放送、ラジオ、

ケーブルテレビ、自治体広報、インターネット配信、地域メディ

ア、地域の制作会社・クリエイター等を組み合わせ、平時から地

域情報を制作・蓄積・配信できる体制を整えることが重要です。

災害時には、停電、通信障害、高齢者・障害者・外国人等への情

報到達、広域放送圏内での地域情報の埋没といった課題が生じ

得るため、放送と通信の双方を活用した多層的な地域情報発信

体制を、基幹放送の価値向上策として位置付けるべきです。 

したがって、地上テレビジョン放送の兼営・支配緩和を行う場

合にも、単なる経営効率化にとどまらず、災害時における地域情

報の確保、県域情報の発信、自治体・地域メディア・ネット配信

主体との連携、アーカイブ化・字幕化・多言語化等を促す方向で

運用されることが望ましいと考えます。 

なお、放送対象地域と地域情報の在り方は、平時の地域文化・

観光・産業情報や災害情報だけでなく、選挙時の公的情報へのア

クセスとも関係します。例えば、広域放送圏が複数の都県・生活

圏・選挙区を包含する地域では、候補者数や対象地域が大きくな

り、有権者が自らの地域・選挙区に関係する政見放送や選挙関連

情報へアクセスしにくくなる場合があります。 

政見放送そのものは公職選挙法等に基づく制度であり、本件

改正案の直接の対象ではないと理解しますが、基幹放送の価値

向上や放送番組その他の情報の積極的配信を検討する際には、



      ５６ 

 

災害情報、自治体情報、選挙関連情報など、地域住民の判断と生

活に不可欠な公的情報についても、放送とインターネット配信

を組み合わせ、地域別・選挙区別にアクセスしやすくする視点を

今後の課題として位置付けるべきです。 

【個人 08】 

96 ○ 今回の省令改正案は、ローカル局の経営環境の悪化に対応す

るため、地上テレビジョン放送の兼営・支配規制を緩和するもの

として一定の合理性を認める。しかし、地域によって放送構造が

大きく異なる現状を十分に踏まえないまま制度を緩和すると、

放送の公共性・多元性が損なわれる危険性が高い。 

特に、関東圏では広域放送局が集約され、資本力・制作力とも

に地方局を大きく上回る構造が既に形成されている。この構造

のまま兼営・支配を緩和すれば、地方ローカル局が買収・統合さ

れ、広域局主導の番組編成が全国へ広がる可能性が高い。結果と

して、地域ニュースや地域文化の発信量が減少し、放送番組が画

一化することが懸念される。 

放送は公共財であり、地域の多様性を守る役割を担っている。

資本力の強い事業者が放送内容を左右する構造を拡大させるこ

とは、放送法が掲げる「多元性」「地域性」の理念に反する。市

場原理をそのまま放送に持ち込めば、地域住民が必要とする情

報が削られ、地域社会の文化的基盤が弱体化する。制度改正はロ

ーカル局の経営基盤強化を目的としているが、結果として地域

放送の独自性を奪う方向へ進んでは本末転倒である。 

また、改正案では「多元性・多様性・地域性の確保に留意する」

とされているものの、具体的な担保措置が示されていない。編集

権の独立性、地域報道の最低基準、番組編成の多様性など、視聴

者の知る権利に直結する要素を制度的に守る仕組みが必要であ

る。さらに、広域局・準広域局の定義や兼営・支配の可否基準が

今回のマスメディア集中排除原則に関する制度改正については、

放送事業者の経営強化の観点と放送の多元性・多様性・地域性の両

方に配慮し、同一放送対象地域における兼営・支配について緩和す

るとしても抑制的なものとし、広域放送を除き２局までとするもの

です。 

また、基幹放送普及計画のテレビの放送系の数に係る変更は、第

４次取りまとめにおいて「全国各地域における放送系の数の拡大を

目指して規定したものと考えられるが、人口減少などの制定当初か

らの環境変化を踏まえて、（１）の同一放送対象地域内におけるテレ

ビの複数局の兼営・支配の容認に併せて、現状の各地域の放送系の

数の実態に即した修正を行うことが適当」と示されたことを踏まえ

て実施するものです。 

総務省においては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

放送事業の在り方について、引き続き検討してまいります。 

無 
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曖昧であり、地域差を踏まえた制度設計が不十分である点も懸

念される。 

放送系数（民放 4系統）の見直しについても、地域ごとの判断

基準が示されておらず、視聴者の受信環境の公平性をどのよう

に確保するのかが不透明である。ローカル局のネット配信強化

を促す方針は理解できるが、著作権処理や地域制限、広域局との

権利調整など制度的課題が未整理のままである。 

以上の点から、今回の規制緩和は地域差を踏まえた慎重な制

度設計が不可欠であり、放送の公共性・多元性を守るための具体

的な担保措置を明確にした上で進めるべきである。地域の放送

が資本力によって画一化されることのないよう、制度運用にお

いて十分な配慮を求める。 

【個人 19】 

97 ○ 今回の省令案および告示案の改正案に関して、地上テレビジ

ョン放送におけるマスメディア集中排除原則の見直し及び基幹

放送普及計画の変更について、メディア状況の変化に即した適

切なアップデートを図る方向性には賛意を表します。 

現在、新時代のメディアである YouTube や X（旧 Twitter）、

Instagramといった多様なプラットフォームが台頭し、情報の発

信源が多様化する中で、伝統的なテレビ局には経営基盤の立て

直しと強化や、注目を浴びた SNS 情報をただ焼き直して二番煎

じの陳腐な放送を流すといった手法に頼らない、独自性の発揮

が強く求められています。 

しかしながら、多く指摘されている偏向性を是正し、報道の公

平性と独立性を保つうえで、特定の大手広告代理店や特定のス

ポンサー企業、さらには経団連の意向への配慮が影響を及ぼし

ているのではないかとの懸念が根強く存在します。さらに、放送

局の経営が、特定の宗教団体や中国共産党、朝鮮半島などの外国

賛同の御意見として承ります。 

放送局に関する御意見につきましては、放送行政及び放送事業者

に対する一つの見解として承ります。 

なお、スパイ防止法に関する御意見は、本件意見募集の対象外で

す。 

無 
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勢力、あるいは過剰なグローバリスト企業の介入を受ける事態

を防ぎ、日本の伝統や文化を守り維持するためには、より慎重に

議論を深める必要性があると思います。 

つきましては、現状の規制の緩和を推進したり、電波オークシ

ョンの導入を進める前に、外国勢力による買収のリスクや不当

な影響力を排除できるような「スパイ防止法」などの法整備こそ

が必須項目です。これらを事前に確実に整備していただくこと

が、何にも増して重要であると確信しております。 

【個人 09】 

98 ○ 取りまとめ文中、「ローカル局の存在意義を踏まえた地域性を

表す指標の一つとして、自社制作番組比率が考えられるが、その

拡大と人員や制作に係るコストはトレードオフの関係にあり、

地域性の向上が経営基盤を棄損するおそれもあることから、同

比率のみをもって地域性を判断することは、必ずしも適当では

ない」という意見に同意いたします。 

【株式会社熊本県民テレビ】 

第４次取りまとめに関する御意見は、本意見募集の対象外です

が、第４次取りまとめにおいては御指摘のとおりの意見があったと

ころです。なお、同取りまとめにおいては「インターネット配信を

含めた地域情報の発信に関する取組について積極的に情報開示し

ていくことにより、地域で活動する事業主体としての信頼性の確保

に繋がるのではないか」との意見もあったところ、各放送事業者に

おいては、自社制作番組比率といった指標等の形に捕らわれること

なく、各放送事業者が行う地域情報の発信に関する取組について積

極的な公表等に努めることが適当であると考えます。 

無 

99 ○ また、番組のネット配信は NHKが既に行っているが、ペイウ

ォール (有料制限) により 万人がアクセスできない状態だ。 

受信料を受け取らない民放が同じ状態になってしまっては、

市民が無料で情報を得る事が出来なくなってしまう。 

NHKも含めて、ネット配信を無料化すべきだ。 

(英米の様に) 運営費用は、自主制作番組数などにより、自動

的に国費からの補助を出すようにすべきだろう。 

【個人 05】 

ＮＨＫに関する制度に関する御意見は、本件意見募集の対象外で

すが、ＮＨＫ及び放送行政に対する一つの見解として承ります。 

無 

100 ○**意見** 

NHK のスクランブル化及び受信料制度の抜本的見直しを検討
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項目から除外したまま本改正案を進めることには反対する。 

 

**理由** 

本改正案は、放送・通信融合の推進や事業規制の緩和を通じ

て、新規参入の促進や競争環境の整備を目指すものである。しか

しながら、その一方で NHKについては、受信料制度を前提とした

従来の制度的保護を維持したまま事業領域の拡大を認める内容

となっており、規制緩和の理念との整合性が十分に説明されて

いない。 

総務省及び NHK はこれまで、災害報道、緊急情報の提供、教

育・福祉番組の制作、全国一律サービスの維持等を理由として、

受信料制度の必要性を主張してきた。しかし、本改正案により放

送事業を取り巻く競争環境を大きく変化させるのであれば、そ

れらの説明が引き続き妥当であるかについても同時に検証され

るべきである。 

特に災害情報の分野においては、自治体、防災アプリ、地域放

送事業者、インターネット配信事業者等による情報提供が発達

しており、地域特性に応じたきめ細かな情報提供という観点で

は、地域密着型事業者の方が優位性を発揮する場合もある。公共

放送のみが災害情報提供を担うという従来の前提は、現在の情

報環境を踏まえて再検討されるべきである。 

また、規制緩和によって新規参入事業者との競争を促進する

のであれば、受信料制度による安定的財源を有する事業者と、市

場競争の中で収益を確保しなければならない事業者との間に生

じる競争条件の差についても検討が不可欠である。公正な競争

環境の確保という観点からも、NHKのスクランブル化を含む受信

料制度の見直しは避けて通れない論点である。 

さらに、NHKが保有する剰余金、積立金及び各種資産の規模に
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ついても、その必要性及び受信料負担との関係を国民に対して

十分説明する必要がある。公共放送としての特別な地位を維持

するのであれば、それに見合う説明責任が求められる。 

以上のことから、NHKのスクランブル化及び受信料制度の抜本

的見直しを検討対象から除外したまま放送事業制度の規制緩和

を進めることは、制度全体の整合性及び競争の公平性の観点か

ら問題があるため、本改正案には反対する。 

以上、芯の通った再考を求める 

【個人 01】 

101 ○【意見の概要】 

本省令改正案に関し、放送事業者に対する外国資本の支配・影

響力について、以下の観点から意見を提出する。 

 

【意見 1：TBS ホールディングスと韓国 CJ ENM の合弁会社

「StudioMonowa」における支配関係の認定】 

2026年 4月 10日、TBSホールディングスは韓国総合コンテン

ツ大手 CJ ENMおよび U-NEXT HOLDINGSと合弁会社「StudioMonowa

株式会社」を設立した。出資比率は CJ ENM51%・TBS40%・U-NEXT9%

であり、CJ ENMがコンテンツ企画・制作の主導権を握る構造と

なっている。 

放送法第 52条の 8は放送事業者に対する外国人等の議決権保

有制限（5分の 1未満）を定めているが、TBSの放送免許を持つ

基幹放送事業者としての中核コンテンツ業務を、外国企業が 51%

を保有する合弁会社に委ねる行為が、放送法が外資規制を設け

た趣旨と整合するかについて、本省令改正の「支配関係の定義」

の観点から明確な基準を設けるべきである。 

 

【意見 2：スポンサー・広告主を通じた外国資本の放送内容への

放送分野における外資規制等に関する御意見は、本件意見募集の

対象外ですが、放送行政に対する一つの見解として承ります。 

 

無 
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間接的影響力の規制】 

現行の放送法外資規制は株式・議決権の直接保有を規制対象

としているが、スポンサー（広告主）として外国資本・外国政府

系企業が放送事業者に対して多額の広告費を支出することによ

り、番組内容に間接的な影響力を及ぼすことは規制対象外とな

っている。 

特に以下の問題を指摘する。 

(1) 韓国政府のコンテンツ輸出機関 KOCCA（年間約 485億円規模

の補助金）の支援を受けた韓国エンターテインメント企業が、

民放・NHKの番組においてスポンサー・タイアップの形で参入

し、番組内容の韓国向け編集や韓国文化の宣伝に影響力を行

使することは、スポンサーを通じた「支配関係」の一形態とし

て規制の対象とすべきである。 

(2) NHK は受信料という公的財源で運営される公共放送である

にもかかわらず、韓国政府補助金を受けたアーティストを音

楽番組「Venue101」等に継続的に起用し、韓国の食文化の紹介

まで行っている。受信料で運営される公共放送の番組編成に

外国政府のコンテンツ輸出戦略が影響を及ぼすことは、公共

放送の中立性・公正性の観点から問題であり、NHKの番組編成

における外国政府補助金受領コンテンツの起用に関する基準

を整備すべきである。 

 

【意見 3：フジテレビ・TBSの外資比率の実態と法的措置の必要

性】 

報告によれば、フジテレビは外資比率が約 42%、TBS は約 41%

に達しており、放送法の外資規制（20%未満）を超えていると指

摘されているにもかかわらず、行政措置が取られていない。本省

令改正において、外資比率の算定方法・調査方法・違反時の行政
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措置について明確な基準を設け、厳格な運用を確保すべきであ

る。 

【意見 4：外国政府・外国政府系機関との資本関係を持つ企業に

よる放送事業者への参入規制】 

香港系ファンド「オアシス・マネジメント」による KADOKAWA

（議決権 11.89%）および花王（議決権 12.52%）への参入に見ら

れるように、2020 年国家安全維持法施行以降に中国共産党の実

質的影響下に入った香港を拠点とする資本が、日本のコンテン

ツ・メディア関連企業の主要株主となるケースが増加している。

放送事業者またはその関連会社・コンテンツ子会社への出資に

おける「支配関係」の定義において、外国政府・外国政府系機関

との資本関係を持つ企業については、より厳格な審査基準を設

けるべきである。 

【意見 5：外国人スタッフ・外国籍外部ディレクターを通じた番

組編集への影響】 

総務省の行政指導実績にもあるように、NHKを含む放送事業者

の番組制作に関与する外部スタッフ・外注ディレクターの中に

は外国籍保有者が含まれており、その国籍構成は非公表となっ

ている。特定役員の定義のみならず、番組編集に実質的な影響力

を持つ外部制作スタッフについても、外国政府の影響力遮断の

観点から情報開示義務を整備すべきである。 

【まとめ・要求事項】 

(1) 合弁会社・子会社を通じた外国資本の放送事業者コンテン

ツ部門への実質的支配を「支配関係」として明確に定義し規制

対象とすること 
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(2) スポンサー・広告主を通じた外国政府系資本の番組内容へ

の間接的影響力を規制する基準を設けること 

(3) NHK の番組編成における外国政府補助金受領コンテンツの

起用基準を整備すること 

(4) フジテレビ・TBSの外資比率超過問題に対し、本省令改正を

機に厳格な是正措置を実施すること 

(5) 外国政府・外国政府系機関との資本関係を持つ企業による

放送関連企業への参入に対し、より厳格な審査基準を設ける

こと 

(6) 番組制作に関与する外部スタッフの外国籍比率・国籍構成

の定期公表を義務付けること 

以上 

○ 放送法施行規則における支配関係の定義の改正にあたり、以

下の点について意見を申し上げます。 

 

1.LINEヤフーへの韓国 NAVERの支配関係 

LINE ヤフー株式会社は日本人の 8 割以上が使用する通信・情

報インフラです。しかし親会社 A ホールディングスを通じてソ

フトバンクと韓国 NAVER（ネイバー）がそれぞれ 50%の議決権を

保有しており、実質的に韓国資本が日本最大の通信・情報プラッ

トフォームを支配しています。 

2023 年には日本人ユーザーの個人情報が韓国サーバーに漏洩

する問題が発生し、総務省の行政指導後もデータ移管対応が大

幅に遅延しました。 

 

2.FASTプラットフォームを通じた外国コンテンツの支配 

韓国サムスン電子・LG 電子が自社スマートテレビに搭載した

FASTプラットフォーム（Samsung TV Plus・LG Channels）を通



６４ 
じて K コンテンツを無料配信し日本市場に浸透する戦略を推進

しています。FAST は放送法の規制対象外という法的空白を利用

しており、実質的な放送サービスが外国資本によって規制なし

に提供される状況が生まれています。 

3.支配関係の定義に関する具体的な意見

現行の支配関係の定義は議決権比率・役員兼任比率に基づい

ていますが、以下の観点からの強化を求めます。 

ア）外国資本が議決権の 3 分の 1 以上を保有する場合を支配関

係とみなす基準の明確化 

イ）インターネット経由の FASTプラットフォーム等の実質的放

送サービスへの支配関係規定の適用拡大 

ウ）外国資本による支配関係が認められる事業者に対するデー

タ管理・情報セキュリティ基準の強化

エ）外国政府と密接な関係を持つ資本による支配関係への追加

規制の検討 

4.表現の自由享有基準の特例について

外国資本が支配する通信・放送プラットフォームにおいてア

ルゴリズムによる特定コンテンツの優先表示が行われている実

態があります。LINE マンガにおける韓国発コンテンツの優先表

示はその典型例です。表現の自由享有基準の特例を設ける際に

は、このようなアルゴリズムによる情報操作の観点も含めた検

討を求めます。 

日本の放送・通信インフラが外国資本の支配下に置かれるこ

とは、国民の情報環境・安全保障上の重大な問題です。今回の省

令改正において、外国資本による支配関係の規制を実効性ある

形で強化されることを強く求めます。 
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【個人 03】 

102 ○ 公共の財産であるはずの電波を利用する地上波放送を視聴す

るために、なぜ国民は多重の経済的負担を強いられなければな

らないのか。ラジオの聴取が受信機購入のみで完結するように、

テレビ放送もまた公共財としての適正な還元がなされるべきで

ある。本改正案は、こうした「公共財の私物化・搾取構造」を放

置し、かつ政府によるメディア支配を強化する恐れがあるため、

断固反対する。 

 

公共財の不当な私物化（ラジオとテレビの矛盾） 

ラジオは受信機を購入すれば聴取する権利が保障される。な

ぜテレビ放送は、テレビ本体を購入するだけでは足りず、強制的

な受信料徴収に加え、アンテナ、ケーブル、光回線等の多重のイ

ンフラ維持費用を国民が負担しなければならないのか。公共の

財産である「電波」を使いながら、国民から過度な経済的搾取を

続ける現行の仕組みは、憲法が保障する「知る権利」の実質的な

行使を阻害しており、制度上の重大な矛盾である。 

 

「表現の自由」を人質にした情報統制の強化 

改正案が「表現の自由」を冠しながら、支配関係の定義を政府

の恣意的な運用が可能な形へと書き換えようとしている点に強

い疑念を抱く。この定義の改悪は、政権の意向に反するメディア

に対し、「役員構成」を理由として免許取り消し等の圧力をかけ

るための「監視ツール」として悪用されるリスクが高い。これは、

公共の電波を政府の意のままに操る検閲と等しい。 

 

国民への背信行為と民主主義の危機 

国民に経済的負担を課し続けながら、その放送内容までを政

今回のマスメディア集中排除原則に関する制度改正については、

基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の

自由享有基準の特例に関する省令（平成２７年総務省令第２６号）

第３章「基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例」を改正

するものであって、第２章「基幹放送の業務に係る特定役員及び支

配関係の定義」を改正するものではありません。 

なお、公共財産である電波の私物化等に関する御意見は、放送行

政に対する一つの見解として承ります。 

無 
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府の監視下に置こうとするやり方は、民主主義への背信行為で

ある。「支配関係の透明化」という大義名分のもとで、実質的に

は「政権への忠誠度」を測るスクリーニング制度を構築しようと

しているのなら、断固として容認できない。 

 

真の放送改革への転換を求める 

真に表現の自由を重んじ、国民のための放送制度を確立する

ならば、以下の改革こそが行われるべきである。 

公共財としての電波の還元：受信料の強制徴収を廃止し、電波本

来の公共性に立ち返った視聴のあり方を再構築すること。 

政府からの独立性担保：役員定義の小手先操作ではなく、政府が

放送内容へ介入することを法律で明確に禁じること。 

 

現状の改正案は、既得権益の保護と情報統制の強化を目的と

したものであり、国民の利益を著しく損なう。携帯電話料金にも

言えることだが、行政は既得権益の保護ではなく公共財である

電波を国民の手に取り戻す抜本的な制度改革を優先せよ。 

【個人 17】 

103 ○ 公共の財産であるはずの電波を利用する地上波放送を視聴す

るために、なぜ国民は多重の経済的負担を強いられなければな

らないのか。ラジオの聴取が受信機購入のみで完結するように、

テレビ放送もまた公共財としての適正な還元がなされるべきで

ある。本改正案は、こうした「公共財の私物化・搾取構造」を放

置し、かつ政府によるメディア支配を強化する恐れがあるため、

断固反対する。 

 

公共財の不当な私物化（ラジオとテレビの矛盾） 

ラジオは受信機を購入すれば聴取する権利が保障される。な
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ぜテレビ放送は、テレビ本体を購入するだけでは足りず、強制的

な受信料徴収に加え、アンテナ、ケーブル、光回線等の多重のイ

ンフラ維持費用を国民が負担しなければならないのか。公共の

財産である「電波」を使いながら、国民から過度な経済的搾取を

続ける現行の仕組みは、憲法が保障する「知る権利」の実質的な

行使を阻害しており、制度上の重大な矛盾である。 

 

「表現の自由」を人質にした情報統制の強化 

改正案が「表現の自由」を冠しながら、支配関係の定義を政府

の恣意的な運用が可能な形へと書き換えようとしている点に強

い疑念を抱く。この定義の改悪は、政権の意向に反するメディア

に対し、「役員構成」や「支配関係」を理由として免許取り消し

等の圧力をかけるための「監視ツール」として悪用されるリスク

が高い。これは、公共の電波を政府の意のままに操る検閲と等し

い。 

 

国民への背信行為と民主主義の危機 

国民に経済的負担を課し続けながら、その放送内容までを政

府の監視下に置こうとするやり方は、民主主義への背信行為で

ある。「支配関係の透明化」という大義名分のもとで、実質的に

は「政権への忠誠度」を測るスクリーニング制度を構築しようと

しているのなら、断固として容認できない。 

 

真の放送改革への転換を求める 

真に表現の自由を重んじ、国民のための放送制度を確立する

ならば、以下の改革こそが行われるべきである。 

・公共財としての電波の還元：受信料の強制徴収を廃止し、電

波本来の公共性に立ち返った視聴のあり方を再構築すること。 
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・政府からの独立性担保：役員定義の小手先操作ではなく、政

府が放送内容へ介入することを法律で明確に禁じること。 

 

現状の改正案は、既得権益の保護と情報統制の強化を目的と

したものであり、国民の利益を著しく損なう。行政は既得権益の

保護ではなく、公共財である電波を国民の手に取り戻す抜本的

な制度改革を優先せよ。また、本改正案のような小手先の規制変

更を論じる前に、なぜ通信インフラの事実上の寡占による不当

な値上げには行政が介入しないのか。交通インフラの運賃値上

げには厳格な審査を行う一方で、通信インフラには競争を口実

に介入を避ける行政のダブルスタンダードこそが、国民の不信

感の源泉であることを指摘しておく。 

【個人 20】  
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参照条文 

【必要的諮問事項関係】 

○放送法（昭和25年法律第132号）（抄）

（電波監理審議会への諮問）

第百七十七条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。 

一 第二十条の二第一項第一号の規定による指定地上基幹放送地域の指定、第九十一条第一項若しくは第

四項の規定による基幹放送普及計画の制定若しくは変更、第百十六条の三第一項の規定による指定放送

対象地域の指定又は第百五十条の三第一項各号の規定による有料放送の役務の指定 

二～四 （略） 

五 第二条第二十四号（基幹放送局設備）、同条第三十三号（特定役員）、同条第三十四号（支配関係）、第

二十条第一項第四号（放送番組の配信を行う期間）、第二十条の三第一項（配信用設備等の基準）、同条第

四項（報告を要する重大事故の基準）、同条第十項（配信の品質の制限その他の措置）、第六十四条第六項

（割増金の額に係る倍数）、第九十三条第一項第四号（衛星基幹放送に係る周波数の使用に関する基準）、

同項第五号ただし書（基幹放送による表現の自由享有基準）、同条第四項（基幹放送の業務の認定の申請期

間）、第九十七条第一項ただし書（基幹放送に係る軽微な変更）、第百三条第二項第三号（基幹放送の業務

に関する認定の取消し猶予に係る勘案事項）、第百十条の二第二項（放送番組の視聴のための措置の公

表）、第百十一条第一項（基幹放送設備等の基準）、第百十三条、第百二十二条若しくは第百三十七条（報

告を要する重大事故の基準）、第百二十一条第一項（基幹放送局設備等の基準）、第百二十六条第一項ただ

し書（登録を要しない一般放送）、第百三十六条第一項（一般放送の業務の登録に係る電気通信設備の技術

基準）、第百五十条（有料放送の役務の提供条件の説明）、第百五十条の二第一項（書面の交付）、第百五

十条の三第一項若しくは第四項ただし書（書面による解除）、第百五十一条の二第二号（有料放送事業者等

の禁止行為）、第百六十二条第一項の規定により読み替えて適用する第九十三条第一項第五号ただし書（基

幹放送による表現の自由享有基準の特例）、第百六十二条第一項の規定により読み替えて適用する第九十三

条第一項第五号ハ（認定放送持株会社に係る特例）、第百六十四条第二項（保有基準割合）又は第百六十六

条第二項第三号（認定放送持株会社に関する認定の取消し猶予に係る勘案事項）の規定による総務省令の制

定又は改廃 

２ （略） 

【委任元条項関係】 

○放送法（昭和25年法律第132号）（抄）

（基幹放送普及計画）

第九十一条 総務大臣は、基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、基幹放送普及計画を定め、こ

れに基づき必要な措置を講ずるものとする。 

２・３ （略） 

４ 総務大臣は、前項の事情の変動により必要があると認めるときは、基幹放送普及計画を変更することがで

きる。 

５ （略） 

（認定） 

第九十三条 基幹放送の業務を行おうとする者は、次に掲げる要件のいずれにも該当することについて、総務

大臣の認定を受けなければならない。 

一～四 （略） 

五 当該業務を行おうとする者が次のいずれにも該当しないこと。ただし、当該業務に係る放送の種類、放

送対象地域その他の事項に照らして基幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によつて享有される

ことが妨げられないと認められる場合として総務省令で定める場合は、この限りでない。 

イ・ロ （略）

ハ イ又はロに掲げる者がある者に対して支配関係を有する場合におけるその者
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（基幹放送の業務の認定等の特例） 

第百六十二条 総務大臣が認定放送持株会社の関係会社について第九十三条第一項の規定による認定の審査を

行う場合における同項第五号の規定の適用については、同号ただし書中「当該業務に係る」とあるのは「認

定放送持株会社の関係会社であることの特性を勘案しつつ、当該業務に係る」と、同号ハ中「ロに掲げる

者」とあるのは「ロに掲げる者（申請をした者がその関係会社である場合における認定放送持株会社であつ

て総務省令で定めるものを除く。）」とする。 

２～４ （略） 

（議決権の保有制限） 

第百六十四条 （略） 

２ 前項の保有基準割合は、第九十一条第二項各号に掲げる事項を勘案して十分の一以上三分の一以下の範囲

内で総務省令で定める割合をいう。 

○行政手続法（平成５年法律第88号）（抄）

（定義)

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一～七 （略） 

八 命令等 内閣又は行政機関が定める次に掲げるものをいう。 

イ （略）

ロ 審査基準（申請により求められた許認可等をするかどうかをその法令の定めに従って判断するために必要と

される基準をいう。以下同じ。）

ハ・二 （略）

（意見公募手続） 

第三十九条 命令等制定機関は、命令等を定めようとする場合には、当該命令等の案（命令等で定めようとす

る内容を示すものをいう。以下同じ。）及びこれに関連する資料をあらかじめ公示し、意見（情報を含む。以

下同じ。）の提出先及び意見の提出のための期間（以下「意見提出期間」という。）を定めて広く一般の意見

を求めなければならない。 

２～４ （略） 

 （結果の公示等） 

第四十三条 命令等制定機関は、意見公募手続を実施して命令等を定めた場合には、当該命令等の公布（公布

をしないものにあっては、公にする行為。第五項において同じ。）と同時期に、次に掲げる事項を公示しな

ければならない。 

一 命令等の題名 

二 命令等の案の公示の日 

三 提出意見（提出意見がなかった場合にあっては、その旨） 

四 提出意見を考慮した結果（意見公募手続を実施した命令等の案と定めた命令等との差異を含む。）及び

その理由 

２～５ （略） 



（写） 

（公印・契印省略） 
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諮 問 第 ２ ７ 号 

令和８年８月 31 日 

電波監理審議会 

会長 笹瀬 巌 殿 

総務大臣 林 芳正 

諮 問 書 

放送法施行規則及び基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並び

に表現の自由享有基準の特例に関する省令の一部を改正する省令案及び基幹放

送普及計画の一部を変更する告示案について、放送法（昭和25年法律第132号）

第177条第１項第１号及び第５号の規定に基づき、別紙により諮問する。 
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に
お
け
る
予
算
書
上
の
一
般
勘
定
の
事
業
支
出
の

額
に
百
分
の
八
を
乗
じ
て
得
た
額
の
範
囲
内
で
協
会
が
必
要
と
認
め
た
額
を
減
じ
て
得
た
額
が
零
を
上
回
る
額

で
あ
る
場
合
は
、
法
第
七
十
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額

は
、
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
、
前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
額
か
ら
前
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
じ
て
得
た

額
及
び
当
該
上
回
る
額
の
合
計
額
と
す
る
。

（
還
元
目
的
積
立
金
の
計
算
方
法
） 

第
三
十
二
条
の
二 

［
同
上
］ 

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
別
表
第
四
号
の
注
４
の
規
定
に
基
づ
き
対
象
事
業
年
度
の
収
入
支
出
決
算
表

の
欄
外
に
記
載
し
た
前
期
繰
越
金
の
額
か
ら
当
該
収
入
支
出
決
算
表
上
の
一
般
勘
定
の
前
期
繰
越
金
受
入
れ
の

額
を
減
じ
て
得
た
額
か
ら
、
対
象
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
に
お
け
る
予
算
書
上
の
一
般
勘
定
の
事
業
支
出
の

額
に
百
分
の
八
を
乗
じ
て
得
た
額
の
範
囲
内
で
協
会
が
必
要
と
認
め
た
額
を
減
じ
て
得
た
額
が
零
を
上
回
る
額

で
あ
る
場
合
は
、
法
第
七
十
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額

は
、
対
象
事
業
年
度
に
つ
い
て
、
前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
額
か
ら
前
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
じ
て
得
た

額
及
び
当
該
上
回
る
額
の
合
計
額
と
す
る
。

（
保
有
基
準
割
合
） 

第
二
百
七
条 

［
略
］ 

［
２

略
］

３

一
の
者
に
係
る
特
定
集
団
が
一
の
特
定
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に

よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
い
ず
れ
の
特
定
放
送
対
象
地
域
に
お
い

て
も
二
を
超
え
な
い
場
合
（
当
該
合
計
に
含
ま
れ
る
広
域
放
送
に
係
る
放
送
系
の
数
が
一
を
超
え
な
い
場
合
に

限
る
。
）
に
お
け
る
当
該
一
の
者
に
係
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地

上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な

す
。 

［
４
・
５

略
］

（
保
有
基
準
割
合
） 

第
二
百
七
条 

［
同
上
］ 

［
２

同
上
］ 

３

一
の
者
に
係
る
特
定
集
団
が
一
の
特
定
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に

よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
い
ず
れ
の
特
定
放
送
対
象
地
域
に
お
い

て
も
一
を
超
え
な
い
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
に
係
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
該
当
し
な

い
も
の
と
み
な
す
。 

［
４
・
５ 

同
上
］ 

別
表
第
六
十
四
号
（
第
201

条
関
係
）
 

外
国
人
等
に
よ
る
議
決
権
の
保
有
制
限
等
に
係
る
規
定
の
遵
守
状
況
の
報
告
書
 

［
略
］
 

［
表
略
］
 

［
（
注
１
）
・
（
注
２
）

 
略
］
 

（
注
３
）

 
記
載
の
事
業
年
度
に
係
る
第

203
条
第
１
号
に
規
定
す
る
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
又
は

外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
に
変
更
が
な
い
も
の
で
あ
つ
て
、
別
表
第
六
十
号
の
１
の
（
注
３
）
に

規
定
す
る
様
式
の
内
容
に
変
更
が
あ
つ
た
も
の
の
全
て
に
つ
い
て
記
載
し
、
変
更
内
容
を
証
す
る
も

の
と
し
て
同
様
式
を
添
付
す
る
こ
と
。
こ
の
と
き
、
変
更
箇
所
に
※
印
を
付
し
、
備
考
欄
又
は
余
白

に
変
更
年
月
日
を
記
載
し
、
当
該
注
に
お
い
て
当
該
様
式
の
内
容
を
証
す
る
書
類
と
し
て
添
付
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。
 

［
（
注
４
）
・
（
注
５
）

 
略
］
 

別
表
第
六
十
四
号
（
第
201

条
関
係
）
 

外
国
人
等
に
よ
る
議
決
権
の
保
有
制
限
等
に
係
る
規
定
の
遵
守
状
況
の
報
告
書
 

［
同
左
］
 

［
表
同
左
］
 

［
（
注
１
）
・
（
注
２
）

 
同
左
］
 

（
注
３
）

 
記
載
の
事
業
年
度
に
係
る
第

203
条
の
４
第
１
号
に
規
定
す
る
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合

又
は
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
に
変
更
が
な
い
も
の
で
あ
つ
て
、
別
表
第
六
十
号
の
１
の
（
注
３

）
に
規
定
す
る
様
式
の
内
容
に
変
更
が
あ
つ
た
も
の
の
全
て
に
つ
い
て
記
載
し
、
変
更
内
容
を
証
す

る
も
の
と
し
て
同
様
式
を
添
付
す
る
こ
と
。
こ
の
と
き
、
変
更
箇
所
に
※
印
を
付
し
、
備
考
欄
又
は

余
白
に
変
更
年
月
日
を
記
載
し
、
当
該
注
に
お
い
て
当
該
様
式
の
内
容
を
証
す
る
書
類
と
し
て
添
付

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。
 

［
（
注
４
）
・
（
注
５
）

 
同
左
］
 

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。 

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
） 
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（
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
特
定
役
員
及
び
支
配
関
係
の
定
義
並
び
に
表
現
の
自
由
享
有
基
準
の
特
例
に
関
す
る
省

令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
特
定
役
員
及
び
支
配
関
係
の
定
義
並
び
に
表
現
の
自
由
享
有
基
準
の
特
例
に
関
す

る
省
令
（
平
成
二
十
七
年
総
務
省
令
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

（
通
則
）

第
八
条

法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
た
だ
し
書
（
法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
申
請
者
等
（
二
以
上
の
者
が
申
請
者
に
対
し
て
支

配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
二
以
上
の
者
ご
と
の
申
請
者
等
）
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適

合
す
る
場
合
（
当
該
申
請
者
等
が
認
定
放
送
持
株
会
社
等
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会

社
等
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
又
は
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会

社
が
次
条
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
基
幹
放
送
の
普
及
及
び
健
全
な
発
達
の

た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ
の
他
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

一

申
請
者
等
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計

が
一
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。

イ

当
該
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
一
の
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一

部
に
お
い
て
申
請
者
等
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系

の
数
の
合
計
（
ロ
の
放
送
系
の
数
の
合
計
に
含
ま
れ
る
も
の
を
除
く
。
）
に
ロ
の
放
送
系
の
数
の
合
計
を

加
え
た
数
が
、
い
ず
れ
の
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
も
九
を
超
え
な
い
こ
と
。 

［
ロ

略
］ 

ハ

当
該
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
一
の
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一

部
に
お
い
て
申
請
者
等
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系

の
数
の
合
計
が
、
い
ず
れ
の
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
も
二
を
超
え
な
い
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
合
計
に

含
ま
れ
る
広
域
放
送
に
係
る
放
送
系
の
数
は
一
を
超
え
な
い
こ
と
。 

［
二
～
十

略
］

（
通
則
）

第
八
条

［
同
上
］ 

一

［
同
上
］

イ

当
該
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
が
重
複
し
な
い
こ
と

。
［
ロ

同
上
］

［
新
設
］ 

［
二
～
十

同
上
］ 

（
認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
）

第
九
条

法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
ハ
の

認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
認
定
放
送

持
株
会
社
と
す
る
。
た
だ
し
、
基
幹
放
送
の
普
及
及
び
健
全
な
発
達
の
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合

そ
の
他
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

一

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
各
号
（
第
一
号
イ
及
び
ロ
、
第
二
号
イ

及
び
ロ
、
第
三
号
、
第
四
号
ロ
並
び
に
第
七
号
を
除
く
。
）
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
こ
と
。 

二

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。
た
だ
し

、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
第
一
号
イ
及
び
ロ
、
第
二
号
イ
及
び
ロ
、
第
三
号
並
び
に
第
四
号
ロ

の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

［
イ
～
ハ

略
］

［
三
～
五

略
］

（
認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
）

第
九
条

［
同
上
］ 

一

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
各
号
（
第
一
号
ロ
、
第
二
号
イ
及
び
ロ

、
第
三
号
、
第
四
号
ロ
並
び
に
第
七
号
を
除
く
。
）
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
こ
と
。 

二

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。
た
だ
し

、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
第
一
号
ロ
、
第
二
号
イ
及
び
ロ
、
第
三
号
並
び
に
第
四
号
ロ
の
い
ず

れ
に
も
適
合
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

［
イ
～
ハ

同
上
］ 

［
三
～
五

同
上
］ 

（
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
係
る
特
例
）

第
十
二
条

［
略
］ 

２

認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
第
八
条
第
一
号
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
対

す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、

「
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
が
い
ず
れ
も
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の

（
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
係
る
特
例
）

第
十
二
条

［
同
上
］

２

認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
第
八
条
第
一
号
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
対

す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
及
び
ハ
の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ

と
。
た
だ
し
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
が
い
ず
れ
も
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
） 
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業
務
で
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
す
る
。 

［
３
・
４

略
］

で
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
す
る
。 

［
３
・
４

同
上
］ 

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。
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附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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○
総
務
省
告
示
第

号

放
送
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
九
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
基
幹
放
送
普
及
計
画
（

昭
和
六
十
三
年
郵
政
省
告
示
第
六
百
六
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
変
更
し
た
の
で
、
同
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ

き
公
示
す
る
。

令
和
八
年

月

日

総
務
大
臣

林

芳
正

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
下
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
下
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
変
更
前
欄
及
び
変
更
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
下
線

を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
対
象

規
定
と
し
て
移
動
し
、
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
変
更
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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変

更

後

変

更

前

第
１

 
基
幹
放
送
の
計
画
的
な
普
及
及
び
健
全
な
発
達
を
図
る
た
め
の
基
本
的
事
項
 

［
略
］
 

１
 
基
幹
放
送
を
国
民
に
最
大
限
に
普
及
さ
せ
る
た
め
の
指
針
 

(1
)

国
内
放
送
の
普
及

ア
地
上
基
幹
放
送

地
上
基
幹
放
送
に
つ
い
て
は
、
地
上
基
幹
放
送
局
(
地
上
基
幹
放
送
を
す
る
無
線
局
を
い
う
。

)を
用

い
て
行
わ
れ
る
当
該
放
送
を
国
民
に
最
大
限
に
普
及
さ
せ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
次
の
と
お
り
と
す

る
。
 

［
(ｱ)

～
(ｳ)

 
略
］
 

(
ｴ)

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

協
会
の
放
送
に
つ
い
て
は
総
合
放
送
及
び
教
育
放
送
各
１
系
統
の
放
送
が
全
国
各
地
域
に
お
い

て
あ
ま
ね
く
受
信
で
き
る
こ
と
。
ま
た
、
民
間
基
幹
放
送
事
業
者
の
放
送
に
つ
い
て
は
、
全
国
各

地
域
に
お
い
て
現
に
受
信
で
き
る
系
統
数
の
総
合
放
送
が
受
信
で
き
る
こ
と
を
基
本
と
し
、
そ
の

放
送
が
当
該
地
域
に
お
い
て
あ
ま
ね
く
受
信
で
き
る
こ
と
。
 

［
(ｵ)

 
略
］
 

［
イ
・
ウ

 
略
］
 

［
(2)

～
(4)

 
略
］
 

第
１

 
［
同
左
］
 

［
同
左
］
 

１
 
［
同
左
］
 

(1
)

［
同
左
］

ア
［
同
左
］

［
(ｱ)

～
(ｳ)

 
同
左
］
 

(
ｴ)

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

協
会
の
放
送
に
つ
い
て
は
総
合
放
送
及
び
教
育
放
送
各
１
系
統
の
放
送
並
び
に
民
間
基
幹
放
送

事
業
者
の
放
送
に
つ
い
て
は
総
合
放
送
４
系
統
の
放
送
が
、
全
国
各
地
域
に
お
い
て
あ
ま
ね
く
受

信
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
全
国
の
主
要
地
域
に
お
い
て
行
う
民
間
基
幹
放
送
事
業
者
の
放
送
に

つ
い
て
は
、
５
系
統
以
上
の
放
送
が
各
主
要
地
域
に
お
い
て
あ
ま
ね
く
受
信
で
き
る
こ
と
。
 

［
(ｵ)

 
同
左
］
 

［
イ
・
ウ

 
同
左
］
 

［
(2)

～
(4)

 
同
左
］
 

［
２

 
略
］
 

［
２

 
同
左
］
 

３
 
そ
の
他
基
幹
放
送
の
計
画
的
な
普
及
及
び
健
全
な
発
達
を
図
る
た
め
の
基
本
的
事
項
 

［
(1)

 
略
］
 

(
2)

地
上
基
幹
放
送
（
全
国
放
送
を
除
く
。
）
を
行
う
民
間
基
幹
放
送
事
業
者
に
つ
い
て
は
、

(
1)
を
持

続
的
に
達
成
す
る
た
め
、
そ
の
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
自
ら
が
制
作
す
る
放
送
番
組
を

有
す
る
よ
う
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
当
該
放
送
番
組
そ
の
他
の
情
報
を
積
極
的
に
配
信
す
る
な
ど
当

該
地
上
基
幹
放
送
の
価
値
の
向
上
に
資
す
る
多
様
な
取
組
を
行
う
よ
う
に
努
め
る
こ
と
。
 

(
3)

［
略
］

３
 
［
同
左
］
 

［
(1)

 
同
左
］
 

［
新
設
］
 

(
2)

［
同
左
］

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
下
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
下
線
は
注
記
で
あ
る
。 

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
） 
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資料２

電波監理審議会審議資料 

令和８年８月３１日 

基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案

（令和８年８月３１日 諮問第２８号）

［AM中継局廃止の際の聴取者保護等に係る制度整備］ 

（連絡先） 

電波監理審議会について 

総務省総合通信基盤局総務課 

（松下課長補佐、後藤官、宮内官） 

電話：０３－５２５３－５８２９ 

諮問内容について 

総務省情報流通行政局放送技術課 

（戸部課長補佐、小林係長、荒巻官） 

電話：０３－５２５３－５７８６ 



 

 

１ 

諮問第２８号説明資料 

基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案 

（AM中継局廃止の際の聴取者保護等に係る制度整備） 
 

１ 諮問の概要  

特定地上基幹放送事業者等は、放送法（昭和 25年法律第 132号）第 92条第２項に基づき、地域の人口の著しい減少その他の理

由により中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止するときは、当該中継地上基幹放送局を用いた基幹放送を受信することができなく

なる地域において、当該基幹放送に係る放送番組を引き続き視聴することができるようにするための措置（以下「視聴継続措置」

という。）を講ずるように努めるものとされている。また、放送法施行規則（昭和 25年電波監理委員会規則第 10号）第 86条の３

第３項のとおり、ラジオ放送においては、原則として FM補完放送により当該地域における放送を確保することとされている。 

今般、民間ラジオ放送事業者がやむを得ず廃止する AMラジオ放送の中継局に係るその他の補完中継局が 76.1MHzから 90.0MHz

までを使用している場合に聴取者保護の観点等から引き続き当該周波数を使用できるようにするため、及び FMラジオ放送におけ

る放送波中継の放送波と同一周波数による同期放送を導入できるようにするため、基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する。 

 

２ 改正概要  ※必要的諮問事項はゴシック体 

・ 放送確保対策を目的とする場合で真に必要なときは、76.1MHzから 90.0MHzまでの周波数をその他の FM補完中継局で使用を

可能とする。【基幹放送用周波数使用計画 第１の５】 

・ FMラジオ放送における放送波中継の放送波と同一周波数による同期放送を導入でき、今後新たな同期放送が登場した際に迅

速に導入ができるよう、品質を維持することのみを条件とする。【基幹放送用周波数使用計画 第１の 12】 

 

３ 施行期日  

答申を受けた場合は、速やかに制定予定。（公布日の施行を予定） 

 

４ 意見募集の結果  

本件に係る行政手続法（平成５年法律第 88号）第 39条第１項の規定に基づく意見公募の手続については、令和８年７月 14日

（火）から令和８年８月 17日（月）までの期間において実施済みであり、38件の意見の提出があった。 



放送確保対策のFM補完中継局として使用可能な周波数の拡充

○ 特定地上基幹放送事業者等は、地域の人口の著しい減少その他の理由により中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止
するときは、当該中継地上基幹放送局による基幹放送を受信することができなくなる地域において、当該基幹放送に
係る放送番組を引き続き視聴することができるようにするための措置（視聴継続措置）を講ずる努力義務がある（放送法第

92条第2項）。

○AMラジオ放送の中継局廃止に伴う視聴継続措置は、原則として放送確保対策を目的とするFM補完放送になるが、使
用できる周波数は90.1～98.9MHzに限られている。
そのため、聴取者保護等の観点では、次のような対応が必要だが、現行制度では講ずることができない。
・災害対策等を目的として76.1～90.0MHzを使用している既存のFM補完中継局の継続利用
・90.1～98.9MHzの周波数を割り当てることができない場合の76.1～90.0MHzを活用したFM補完中継局の開設
・同期放送を活用した補完中継局の開設

○ このため、放送確保対策を目的とする場合であっても、「真に必要なとき」は、76.1-90.0MHzの周波数を使用す
るFM補完中継局の使用を可能とするため基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する。

周波数使用計画改正イメージ

④放送確保対策： 90.1-98.9MHz
（ただし、放送確保対策のために真に必要なときは、76.1MHzから
90.0MHzまでの周波数を選定することができる。）

改正案

①災害対策：90.1-98.9MHz
（ただし、90.1-98.9MHzの周波数が使用できず真に必要な場合は
76.1-90.0MHzの周波数を使用できる。）

②都市型難聴対策： 90.1-98.9MHz

③外国波混信対策及び地理的・地形的難聴対策： 76.1-98.9MHz

放送確保対策の「真に必要なとき」の事例

１ 告示の施行の際に開設している、76.1MHzから90.0MHz
までの周波数を使用するFM補完中継局に係るAMラジオ放
送の中継局をやむを得ず廃止するとき。

２ 告示の施行の後に開設した、76.1MHzから90.0MHzまで
の周波数を使用するFM補完中継局に係るAMラジオ放送の
中継局が、災害等不可抗力によってやむを得ず廃止すると
き。

３ 放送確保対策として90.1MHzから98.9MHzまでの周波数
を割り当てることができないとき。

４ １から３までに該当するFM補完中継局と同一の周波数に
よる同期放送を行うFM補完中継局を開設するとき。

2



（参考）FM補完中継局の開設目的 3

FM補完中継局

ＡＭ局

④ 放送確保対策

ＡＭ局
（廃止予定）

FM補完中継局

ＡＭ局の
放送区域

FM補完中継局
の放送区域

ＡＭ局を正当な理由をもって６か月以上休止しようとする場合若しくは休止している場合
又は廃止しようとする場合若しくは廃止した場合に、そのＡＭ局の放送区域における放送
を確保することを開設目的とするもの

外国波との混信による難聴対策、地形的原因で生じる遮へいによる受信障害対策又
は地理的原因による受信障害対策を開設目的とするもの

③ 外国波混信対策、地理的・地形的難聴対策

ＡＭ波

ＦＭ波建築物による遮へいによる電界強度の低下又は電気雑音の
影響等の要因による受信障害対策を開設目的とするもの

② 都市型難聴対策① 災害対策

ＡＭ局

FM補完中継局

ＡＭ局

FM補完中継局

ＡＭ局

FM補完中継局

ＡＭ局

FM補完中継局

中波放送の放送設備が災害発生時に被害を受け、放送の継
続が困難となる事態への対策を開設目的とするもの



FM同一周波数放送波中継による同期放送の導入 4

①通常 ②放送波中継 ③同期放送
今回導入の同期方式
④放送波中継＋同期放送

演奏所→親局：ｆ１(STL)
親局→中継局：ｆ２(TTL)

親局：Ｆ１
中継局：Ｆ２

→放送波２波、放送事業用２波

演奏所→親局：ｆ１(STL)
親局→中継局：Ｆ１(放送波中継)

親局：Ｆ１
中継局：Ｆ２

→放送波２波、放送事業用１波

演奏所→親局：ｆ１(STL)
親局→中継局：ｆ２(TTL)

親局：Ｆ１（同期放送）
中継局：Ｆ１（同期放送）

→放送波１波、放送事業用２波

演奏所→親局：ｆ１(STL)
親局→中継局：Ｆ１(放送波中継)

親局：Ｆ１（同期放送）
中継局：Ｆ１（同期放送）

→放送波１波、放送事業用１波

演奏所

親局
F1

中継局
F2STL

f1

TTL
f2

演奏所

親局
F1

中継局
F2

放送波中継

F1

STL
f1

演奏所

親局
F1

中継局
F1STL

f1

TTL
f2

演奏所

親局
F1

中継局
F1

放送波中継

F1

STL
f1

○ FM放送における放送波中継の放送波（Ｆ１）と同一周波数による同期放送の実用化の目途※が立った。
※令和６年度から令和７年度に中国総合通信局の技術試験事務で実施

○ 現行の基幹放送用周波数使用計画では、同期放送の関係にあるFMラジオ放送局同士の条件を定めている。

○ 今回実用化の目途が立った同期放送等、新たな同期放送が登場した際に迅速に導入ができるよう、品質を維持する
ことのみを条件とするよう、基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する。



 

５ 

 

５ 

 

 

 

 

Ⅰ 意見募集期間 令和８年７月14日（火）から同年８月17日（月）まで 

 

Ⅱ 提出された意見の件数 38件（放送事業者等：33件、個人：３件、匿名：２件） 

 

Ⅲ 意見提出者 

○ 放送事業者等【33件】（意見提出順） 

株式会社山陰放送、南海放送株式会社、株式会社MBSラジオ、北陸放送株式会社、一般社団法人日本民間放送連

盟、株式会社中国放送、株式会社ニッポン放送、株式会社TBSラジオ、株式会社ラジオ大阪、青森放送株式会社、

株式会社文化放送、株式会社エフエム東京、株式会社熊本放送、長崎放送株式会社、朝日放送ラジオ株式会社、東

海ラジオ放送株式会社、株式会社大分放送、株式会社山梨放送、株式会社高知放送、北海道放送株式会社、株式会

社TBSホールディングス、静岡放送株式会社、株式会社宮崎放送、株式会社南日本放送、中部日本放送株式会社・

株式会社CBCラジオ、株式会社STVラジオ、琉球放送株式会社、四国放送株式会社、信越放送株式会社、株式会社フ

ジ・メディア・ホールディングス、株式会社radiko、山口放送株式会社、福井放送株式会社 

 

○ 個人【３件】 

○ 匿名【２件】 

Ⅳ 提出された意見と総務省の考え方 

「基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案等に関する意見募集」に対して提出された意見及びそれに

対する総務省の考え方は、次に掲げる表のとおりです。 

 

「基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案等に関する意見募集」の結果 



 

６ 

 

６ 

No 意見【意見提出者名】 総務省の考え方 
提出意見を踏
まえた案の修
正の有無 

１ 全体について 

１ ○ 親局以外のＡＭ中継局について、2028年の再免許を待たずに廃止手続が可能とな
る制度改正は、放送事業者が中長期的な設備更新や経営計画、資金計画を検討する
上で選択肢が広がるものであり、賛同します。 
一方、ＡＭ送信アンテナ等の撤去に当たっては、50～100mという大型構造物であ

ることに加え、塗料に含まれるＰＣＢの有無を確認するための検査が必要で、その
結果によっては撤去費用が大幅に増加する可能性があります。また、山間部や丘陵
部に設置されているＡＭ中継局は重機の臨局が困難な場所もあり、撤去工事には相
当の費用と期間を要します。 
このため、ＡＭ中継局の廃止後について、設備撤去まで一定の猶予期間を設ける

こと、撤去費用に対する補助制度や税制上の支援措置について検討いただくよう要
望します。 
 

【南海放送株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。御
要望については、今後の制度整備の
検討を進めていく上での参考として
承ります。 

 

無 
 

２ ○ 本改正案等は、2024年度から2025年度にかけて、中国総合通信局の技術試験事務
において実施されたFM放送の放送波中継による同一周波数同期放送について、実用
化に向けた技術的な見通しが得られたことを踏まえ、必要な制度整備を行うものと
理解しており、賛成いたします。 
本方式は、光ファイバー等による有線中継回線の整備が困難又は著しく不経済と

なる山間部等において、FM中継局の整備および維持に係る選択肢を拡大するもので
す。また、同一周波数の利用によって使用周波数を削減し、電波の有効利用を図る
とともに、放送ネットワークの効率的かつ持続可能な構築に資するものと考えま
す。 
一方、本方式は、主として有線中継回線の確保が困難な地域への導入が想定され

ることから、運用に当たっては、過度な冗長構成や設備要件を一律に求めることな
く、地域の実情に応じた合理的かつ実現可能な信頼性確保策を認めるなど、柔軟な
制度運用を要望します。 
 

【株式会社TBSラジオ】 

３ ○ 改正案自体は問題ないと考えるため、賛成する。 
もっとも、聴取者としては、ワイドFM対応受信機の普及促進及びAM局休止・廃止

等に関しての周知広報の徹底を総務省、各放送事業者及び対象市町村に引き続きお
願いしたい。 



 

７ 

 

７ 

 
【匿名B】 

４ ○ 基本的に、本改正案に賛成いたします。 
放送設備の維持更新費の増大やラジオへの広告費が縮小する中、地方ラジオ事業

者にとって、AM と FM の二重設備を維持・運用し続ける経営負担の解消は切実な課
題です。2028年の一斉再免許に向け、地域の文化や防災情報を伝えるメディアの責
務を将来にわたり果たすため、ラジオ事業を持続可能な形で継続する方策を模索し
ています。 
こうした経営上の予見可能性を高め、将来の選択肢を確保するため、再免許申請

の約 1 年前となる 2027年秋までに、①FM 転換に係る審査基準、②AM 親局廃止に係
る判断基準、③radiko 等のインターネット配信を中継局廃止時の「代替的視聴手段
（視聴継続措置）」として位置付ける関係法令等の整備、の 3点について制度確定と
手続きの明確化を要望いたします。 
特に radiko 等のインターネット配信は、スマホの普及や災害時の情報収集行動の

変化を踏まえれば、放送波を補完し、難聴取地域においては重要な役割を担います。
また若年層との接点確保やデジタル広告等を通じて経営基盤を支える重要インフラ
でもあります。 
道路トンネル内設備の縮減等により放送波のみでの維持が困難になりつつある実

態も踏まえ、ネット配信を単なる付加的サービスとせず、放送波を補完する正規の
手段として制度上明確に位置付け、聴取機会の確保と経営の持続可能性を両立させ
る制度整備を要望します。 
 

【信越放送株式会社】 

５ ○ ・「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」を適用し、運用を休止したＡＭ中継局につ
いて早期廃止を可能とする改定は、当該民放ラジオ社の実情を考慮したものであり
賛同する。 
・ガイドラインにおいて「ラジオ番組のインターネット配信」が独立した項目と

して位置づけられたことは、時代に即した対応であり賛同する。 
・今後、radiko について、ＡＭ・ＦＭを問わず、放送の補完・代替手段として明

確に位置付け、ラジオ親局・中継局を廃止する際の視聴継続手段として認めること
を強く要望する。 
 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

６ ○ FM同期放送は、従来、別途中継回線を確保する必要がある放送方式として認識さ
れてまいりましたが、本方式の導入により、同期放送ネットワークを円滑かつ効率
的に構築できるようになるものと考えています。こうした新たな仕組みの制度化に
向けたご検討に敬意を表するとともに、その趣旨に賛同いたします。 



 

８ 

 

８ 

 
【山口放送株式会社】 

２ 基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案について 

７ ○ 災害対策等を目的として例外的に90MHz以下を割り当てられているＦＭ補完中継
局が、ＡＭ中継局の廃止・休止後も同じ周波数を継続使用できるようにすることは、
当該の民放ラジオ社にとって必要不可欠であり、リスナー保護にも適うものです。 

 
【一般社団法人日本民間放送連盟】 

○ 賛同の御意見として承ります。御
要望については、今後の制度整備の
検討を進めていく上での参考として
承ります。 

無 

８ ○ 90.1MHzから98.9MHzまでの周波数に加え、災害対策及び放送確保対策のために真
に必要なときは、76.1MHzから90.0MHzまでを選定できることは、当該の民放ラジオ
社にとって必要なことであります。 

 
【株式会社文化放送】 

９ ○ 「基幹放送周波数使用計画の一部を変更する告示案」について基本的に賛成しま
す。当該計画第1の５(４)で「放送確保対策の為に真に必要なときは、76.1MHzから
90.0MHzまでの0.1MHz間隔の周波数を選定することができる」とあります。定義され
る条件は付きますが使用周波数の選定余地が増え、条件緩和されたものと捉えてい
ます。ワイドFMの周波数（90.0～98.9MHz）においては特に逼迫する周波数帯域であ
るとともに未だ受信機の普及が課題となっております。90.0MHz未満の周波数につい
ては既に利用されている周波数との干渉等も考慮した上で、放送事業者のニーズも
踏まえ有効的に割り当てされるよう要望します。 

 
【株式会社山梨放送】 

３ 電波法関係審査基準の一部を改正する訓令案について 

10 ○ 放送波中継によるＦＭ同期放送の制度化は、技術方式の選択肢を拡大し、周波数
有効利用に資するものであるため、賛成します。 

 
【一般社団法人日本民間放送連盟】 

○ 賛同の御意見として承ります。 
 

無 

11 ○ ＦＭ同一周波数放送波中継による同期放送の導入は、ＴＴＬ回線が不要になる等
の経済的効率に優れ、周波数の有効活用もでき、放送ネットワークの構築における
選択肢を広げられる点などから、賛同します。 

 
【株式会社文化放送】 

12 ○ 電波法関係審査基準(平成13年総務省訓令67号)の一部を改正する訓令案について



 

９ 

 

９ 

基本的に賛成いたします 
 

【株式会社山梨放送】 

13 ○ FM同期放送局の利用促進及び新たな周波数割当てに当たっては、既設放送局の放
送エリア及び受信環境への影響を十分に考慮した制度運用をお願いしたい。今回の
制度改正では周波数有効利用の観点が重視されているが、沿岸部等においては海上
伝搬の影響により遠距離の既設FM放送局の電波が良好に受信される地域が存在する
ことから、単純な机上検討だけでは把握できない混信リスクに十分配慮する必要が
ある。 
そのため、周波数の選定に際しては、海上伝搬等による遠距離受信の実態を踏ま

えた検討を行い、既設局との混信が想定される地域においては、既設局の使用周波
数と同一周波数のみならず、受信機の特性等も考慮し、既設局の使用周波数の前後
200kHzの範囲内の周波数についても原則として割当てを避けるべきである。 
また、やむを得ず既設局の放送に影響を及ぼすおそれのある周波数を割り当てる

場合には、実地測定を含む十分な事前調査を実施し、既設局の受信環境に支障が生
じないことを確認した上で免許手続を進めるべきである。 
さらに、運用開始後に既設局の受信障害や混信等の影響が認められた場合には、

原因者負担の原則に基づき、新たな周波数の割当て又は運用に起因する事業者が必
要な技術的対策及び改善措置を速やかに実施することを制度上明確化していただき
たい。 
以上の観点から、既設放送局の受信環境及び聴取者利益の保護に十分配慮した周

波数割当て・運用を要望する。 
 

【個人B】 

○ 同期放送を使用するFM放送局であ
っても、通常のFM放送局の新設と同
様に、既設放送局の放送エリア及び
受信環境への影響を十分に考慮した
上で運用を開始することとしており
ます。 

無 

４ 基幹放送用周波数使用計画第１の５（４）ただし書に規定する真に必要なときについ
て（通達） 

  

14 ○ 基幹放送用周波数使用計画第１の５（４）ただし書に規定する「真に必要なとき」
の事例を明確化したことは有意義であり、適切です。 

 
【一般社団法人日本民間放送連盟】 

○ 賛同の御意見として承ります。 
 

無 

15 ○ また「真に必要なとき」についての該当事例を定めることも適切であると考えま
す。 

 
【株式会社文化放送】 

16 ○ 本告示の施行後に、当該計画第１の５（１）又は（３）に掲げる対策を開設目的
として76.1MHzから90.0MHzまでの周波数を使用するその他の補完中継局において、

○ 改正案の基幹放送用周波数計画第
１の５（１）又は（３）に掲げる対

無 



 

１０ 

 

１０ 

当該その他の補完中継局に係る中波放送を行う中継局が、特定地上基幹放送事業者
等の責めに帰する事由により廃止された場合、当該その他の補完中継局は、90.1MHz
から98.9MHzの周波数を使用することになると理解しております。 

 
【株式会社エフエム東京】 

策を開設目的として 76.1MHzから
90.0MHzまでの周波数を使用するそ
の他の補完中継局に係る中波放送を
行う中継局の廃止が、特定地上基幹
放送事業者等の責めに帰することが
できない事由によるものである場合
には、基幹放送用周波数使用計画第
１の５（４）ただし書に規定する「真
に必要なとき」に該当し得ます。な
お、「特定地上基幹放送事業者等の責
めに帰することができない事由」は、
個別具体の事情に応じて該当要否を
判断いたします。 

17 ○ 基幹放送用周波数使用計画第１の５(4)ただし書に規定する真に必要なときにつ
いて(通達)案について、「真に必要なとき」の判断については、民放ラジオ各社の意
見や個別の事情を汲み上げ、反映させることを要望します。 

 
【株式会社山梨放送】 

18 ○ 該当箇所: 
1ページ、記の1および2 「やむを得ず廃止しようとするとき又は廃止したとき」 
意見の理由: 

「やむを得ず」という表現のみでは、事業者の経営判断の恣意性を完全に排除し
きれず、行政審査における客観的な担保が不足する懸念があります。事業者による
置局維持の努力義務との整合性を保つためにも、基準の明確化が必要です。 

具体的な修正案(対案): 
当該箇所の本文または注記に、以下の文言を追加することを提案します。「なお、

やむを得ない事由の判断にあたっては、令和5年法律第40号に基づく中継局の共同利
用等のコスト削減策を講じてもなお維持が困難な場合など、事業者が維持のための
努力を尽くしたことを前提とする。」 

 
【個人A】 

○ 御指摘の「やむを得ず」とは、客
観的事情により中継局の継続が困難
であり、廃止以外の現実的な選択肢
がない場合を想定しているものであ
り、個別の事案ごとに具体的事情を
踏まえて判断することから、原案の
とおりとします。 

 

無 

５ AM局の運用休止に係る特例措置に関する基本方針の改定案   

（１）賛同の意見   

19 ○ 改定案で示されている通り、第2回特例措置の実施後、早期のAM局廃止が可能とな
るよう、制度整備を行うことを希望します。 

 
【青森放送株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 無 

20 ○ 「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」を適用して運用を休止したＡＭ中継局につ
いて、早期廃止を可能とする措置を講じることは、当該民放ラジオ社の設備事情等
に配慮した合理的な対応であるため、賛成します。 

 



 

１１ 

 

１１ 

【一般社団法人日本民間放送連盟】 

（２）AM親局廃止・FM転換に係る今後の制度整備に関する要望   

21 ○ ガイドライン改定案は、中継局の廃止及びその前段階としての運用休止期間の延
長を対象としており、親局の廃止については明示的な言及がありません。一方で、
基本方針の改定案末尾の参考図では、ＡＭ親局を廃止するＦＭ転換の類型が示され
ています。親局の廃止は、中継局の廃止以上に聴取者への影響が大きいことから、
今後予定されている制度検討において、親局廃止に関する取扱い及び必要な制度整
備について早期に整理・検討を進め、その方向性を可能な限り具体的にお示しいた
だくよう要望いたします。 
あわせて、適切な視聴継続措置の要件とされている「運用休止前の世帯・エリア

カバー率が最大限維持された場合」及び「地方自治体との合意及び住民理解」の該
当性については、地域特性や各事業者の置かれた状況が異なることを踏まえ、画一
的な数値基準によることなく、総務省と事業者との協議を通じて、柔軟なご判断を
いただきたく存じます。 
 

【株式会社ニッポン放送】 

○ 今後、FM転換を可能とする制度整
備の検討を進めていく上での参考と
して承ります。 

 

無 

22 ○ ＡＭ広域局がＦＭ転換を行う場合、現行制度ではＦＭ放送に「広域放送」に相当
する放送対象地域の制度がなく、県域免許を前提とした枠組みとなっております。
ＦＭ転換を円滑に進めるため、ＡＭ広域局から転換したＦＭ局の制度上の位置付け
を整理し、早期に制度設計の方向性をお示しいただくよう要望いたします。 
 

【株式会社ニッポン放送】 

23 ○ 基本的に、本改正案に賛成します。 
特例措置の適用期間を2028年10月31日まで延長するための手続を整備するととも

に、運用休止中のAM中継局について、検証結果を踏まえた廃止を可能とする方向性
を明示することは、設備の維持・更新費や電力費等が上昇する中、民放ラジオ事業
の持続可能性を確保するために必要な措置です。 
一方、今回の改正はAM中継局を対象とする先行的な措置であり、AM親局を維持す

る事業者にとっては、FM転換およびAM親局の廃止に係る制度整備が実現しない限り、
AM・FMの二重設備を維持する負担は解消されません。 
2028年の再免許申請に向けて、一部の地域では、複数のラジオ事業者がFM転換と

並行して事業統合も視野に入れながら、地域の文化や生活に密着した情報を伝える
メディアとしての責務を将来にわたり果たすため、ラジオ事業を持続可能な形で継
続する方策を懸命に模索しています。 
民放ラジオ事業者の経営上の予見可能性を高め、将来の選択肢を確保するため、

再免許申請の約1年前となる2027年秋までに、 



 

１２ 

 

１２ 

① FM転換に係る審査基準 
② AM親局の廃止に係る判断基準 
③ radiko等のインターネット配信を、ラジオ中継局を廃止する際の視聴継続措置
として位置付けるための、関係法令等の整備 
について制度を確定し、申請手続および標準処理期間を明確化することを要望しま
す。 
 

【株式会社TBSラジオ】 

24 ○ 「AM局の運用休止に係る特別措置」の適用期間を2028年10月31日まで延長可能と
し、運用休止中のAM中継局について検証結果を踏まえた早期廃止を可能とする方向
性が明示されたことに賛成いたします。設備維持費・更新費や電力費等の高騰が経
営を圧迫する中、弊社ラジオ事業の持続可能性を確保するために非常に合理的かつ
必要な措置であると考えます。 
一方、今回の改正は中継局を対象とした先行的な措置にとどまり、AM親局を維持

する弊社にとっては、FM転換およびAM親局の廃止に係る制度整備が実現しない限り、
AM・FMの二重設備維持による経営負担は解消されません。休止期間中であっても設
備維持費や追加投資が発生している実態も踏まえ、運用休止をしていないAM局およ
び親局においても、速やかな制度整備を講じていただくよう要望いたします。 
将来の選択肢を確実に確保するため、2028年の再免許申請の約1年前となる2027年

秋までに、以下の制度を確定し、申請手続および標準処理期間を明確化することを
強く要望します。 
① FM転換に係る審査基準 
② AM親局（およびradiko等で代替するAM局）の廃止に係る判断基準 
③ radiko等のインターネット配信をラジオ中継局・親局廃止時の聴取継続措置とし

て位置付ける関係法令等の整備 
 

【株式会社熊本放送】 

25 ○ 特例適用局でのカバーが地理的・地形的特性等の観点から困難な場合に、radiko
等のインターネット配信サービスによるカバーを考慮できるとする点は、当社が従
来より要望してきた方向性と合致するものであり、高く評価します。今後、この考
慮の対象を、中継局の休止・廃止の場面に限らず、当社のような広域AM局によるFM
転換への移行の場面にも広げていただきたい。 

 
【株式会社ラジオ大阪】 

26 ○ 現在、AM局の運用休止に係る特例処置を受けている局での適用期間延長は歓迎い
たします。一方、特例処置を受けていない局で、AM親局を維持しており、将来FM転
換を希望している局に対しても、AM局の負荷軽減ができるような制度方針が早急に
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提示されることを望みます。 
 

【朝日放送ラジオ株式会社】 

27 ○ 「AM局の運用休止に係る特例措置」の適用期間を延長するとともに、早期にAM中
継局の廃止を可能にする案に賛成いたします。 
AM送信機については、現時点で更新や保守が困難な市場環境にあることを認識し

ています。つきましては、今回の特例措置の対象となっていないAM親局および中継
局についても廃局を可能にする制度整備を速やかに実現していただくよう要望いた
します。 
 

【株式会社大分放送】 

28 ○ 今回の基本方針の改定案では、放送事業者の意向を汲み緩和的な基本方針が示さ
れるとともにＡＭ中継局廃止を進めるための政策案を明確に示されていると評価し
ます。今後、放送事業者として社会的影響、特に聴取者への影響を最小限にする前
提においてFM転換及びAM局廃止の施策を迅速化させラジオ局の経営基盤強化につな
がるよう、廃止手続きの簡素化、審査基準の明確化、親局廃局に至るまでの規制緩
和、国の支援を強く要望します。また、中継局の空中線電力を原則100W以下とする
規定についてもAM放送波とFM放送波の伝搬特性の違いから地形的影響で局地的な難
聴も起こることが想定されるため、空中線電力を増力できる旨の改正を新たに要望
します。 
 

【株式会社山梨放送】 

29 ○ 当社は、AMラジオ放送を取り巻く環境が大きく変化する中、安定的なラジオ放送
サービスを提供していくためには、FM転換をより柔軟に進められる制度が必要と考
えます。 
今回の制度改正は、周波数の有効利用や放送事業の持続可能性の確保を目的とす

るものであり、方向性には賛同します。 
一方で、ラジオ放送事業者を取り巻く状況は地域によって異なり、AM設備の維持

コスト増加や人口減少、広告市場の縮小など、多くの課題を抱えています。そのた
め、FM転換を希望する事業者については、地域の実情を踏まえ、柔軟に選択・移行
できる制度設計を要望します。 
また、地域の情報インフラを担うローカルラジオ局が将来にわたり放送サービス

を維持できるよう、持続可能な事業運営に資する制度環境の整備についても検討さ
れることを要望します。 
 

【株式会社高知放送】 
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30 ○ ・民放ラジオの経営環境は、ますます厳しさを増しており、放送制度を迅速かつ
柔軟に見直していくことが、経営基盤強化に資すると考えております。 
・その意味でも「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」を適用して運用を休止した

ＡＭ中継局について、早期廃止を可能とする措置を講じることは、当該民放ラジオ
社の設備事情等に配慮した合理的な対応と考え、賛成いたします。 
・一方、今回の措置に加え、再免許時のFM転換に伴うAM親局の停波・廃局の制度

整備について、検討の加速を期待しているところです。 
・北海道のAM親局の放送区域は広いため、100近い自治体が含まれます。AM親局の

廃止については全ての自治体に対して、丁寧な事前周知、説明を行ったうえで、合
意形成を得る必要がありますが、相当の時間が必要になることは容易に想像できま
す。また、AM親局の設備は大規模であり、老朽化が著しい状況に加え長納期のため、
早期に将来を見据えた設備計画の立案が必要です。よって、現在、特例措置でAM親
局を停波していない社に対して、次の再免許で必要となるAM親局の廃止手続きにつ
いて、radikoを放送代替手段として認めることも併せ、早い段階で公表頂くことを
強く要望いたします。 
・加えて、総務省において、ＦＭ転換やラジオ中継局のradiko代替について制度

化を行う際は、ラジオ各社の個別の事情や意見を丁寧に汲み上げ、施策に反映して
いただくよう要望いたします。 
 

【北海道放送株式会社】 

31 ○ ・「AM局の運用休止に係る特例措置」の適用期間を2028年10月31日まで延長可能と
して、運用休止したAM中継局について早期廃止を可能とすることを明示したことは、
民放ラジオ事業者の設備維持に関する持続可能性を高めるために合理的かつ必要な
措置である、と考えております。 
・多くの民放AMラジオ事業者は、ラジオ事業を継続していくために、2028年の再

免許に向けてFM転換と並行して様々な方策を懸命に模索しています。 
民放ラジオ事業者にとって経営の予見可能性を高め選択肢を拡大するために、以

下を改めて強く要望します。 
・再免許の1年前となる2027年秋までに、radiko等のインターネット配信を、ラジ

オ中継局を廃止する際の代替手段・視聴継続措置として、関連する法令等に規定す
ることを含めて制度として確定すること。 

 
【株式会社TBSホールディングス】 

32 ○ ・「AM局の運用休止に係る特例措置」に関しては適用期間を2028年10月31日まで延
長可能としたこと、また運用を休止したAM中継局について早期廃止を可能とする方
向性を明示したことは、民放ラジオ事業者の設備維持及び運用について選択肢が増
え、またラジオ事業に係る持続可能性を高めるために必要な措置であると考えます。 
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・2028年の再免許及びFM転換に向け、民放ラジオ事業社の経営上の予見、判断を
する際の裏付けや根拠となるよう、2027年の秋までには、FM転換に係る審査基準な
どラジオ中継局の廃止に係る関係法令等の整備を希望します。 
 

【静岡放送株式会社】 

33 ○ 特例措置の適用期間について2028年10月31日までの延長を可能とし、運用休止中
のAM中継局について検証結果を踏まえた廃止を可能とする方向性が明示されたこと
は、設備更新費用や電気料金が高騰する中で、ラジオ事業の継続性を確保するため
に必要な措置と考えます。 
一方、今回の改正は中継局を対象とした先行的な措置にとどまっており、AM親局

を維持する事業者にとっては、FM転換およびAM親局の廃止に係る制度整備が実現し
ない限り、AMとFMの二重投資による経営的負担は解消されません。 
ラジオ事業者の将来の選択肢を確実に確保するため、次回の再免許申請の約1年前

となる2027年秋までに、以下の項目について制度を確定し、申請手続および標準処
理期間を明確化されるよう要望いたします。 
 
① FM転換に係る審査基準の策定 
② AM親局の廃止に係る判断基準の策定 
③ radiko等のインターネット配信を、ラジオ中継局廃止時の聴取継続措置として

位置付けるための関係法令等の整備 
 

【株式会社宮崎放送】 

34 ○ 今般の改正はFM転換に向けた第一段階と理解している。radiko等のインターネッ
ト配信は、現代のライフスタイルや災害時の情報収集において既に不可欠なインフ
ラである。インターネット配信を「放送波を補完する聴取手段」として制度上明確
に定義し、聴取機会確保とラジオ事業者の事業継続を両立させる総合的な制度整備
を要望する。 
今後の中継局・親局廃止等に係る第二段階の制度整備につきましても、周知期間

確保など聴取者保護の観点から、速やかな検討を求める。その際、ＦＭ補完局の設
置が困難なエリアを抱える事業者が将来の判断を円滑に行えるよう、radikoによる
代替を容認する制度とすることを重ねて要望する。 
 

【株式会社南日本放送】 

35 ○ 北海道のラジオ放送のカバーエリアは、他の地域と比較すると非常に広く、現状
のＡＭ局によるカバーをＦＭ局で実現する為には、ＡＭ局を上回る数の中継局が必
要となります。その設備投資は現状のラジオを取り巻く環境では、経営努力を超え
る負担となる為、非常に困難です。 
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また、将来的には、現状のＡＭ局の設備を維持できず、廃止せざるを得ない事も
考えられます。 
今後の「第２段階」の制度整備では地域ごとの事情や各社の経営体力に十分配慮

した上で、特例措置の適用を受けていないＡＭ親局やＡＭ中継局を廃止可能とする
他、radiko等のラジオ番組のインターネット配信も視聴継続措置として頂けるよう、
強く要望します。 
 

【株式会社STVラジオ】 

36 ○ 「AM局の運用休止に係る特例措置」の適用期間を延長し、早期にAM中継局の廃止
を可能にする案に賛成です。但し今回の改正は中継局が対象の為、AM親局の廃止に
ついて検討期間及び聴取者への周知期間確保の観点より、早期な制度整備を講じて
頂くようお願い致します。また親局廃止の際の聴取継続措置としてradikoなどイン
ターネット配信による聴取代替を容認する制度を要望致します。 
 

【琉球放送株式会社】 

37 ○ 特例措置の適用期間を延長するための制度を整備するとともに、運用休止中のAM
中継局について、休止期間中の検証結果を踏まえた廃止を可能とする方向性を示す
ことは、設備の維持・更新費や電力費等の上昇が続く中、ラジオ事業を維持するた
めに必要な措置であり、賛成します。 
AM中継局については今回の制度改正により先行的な措置が可能となる一方、FM転

換やAM親局の廃止に関する制度や手続は不透明なままです。地域情報の担い手とし
ての役割を永続的に果たすため、また将来に向けた経営判断や設備投資のためにも、
少なくとも2028年の再免許申請の1年前には、FM転換やAM親局の廃止についての制度
整備、radiko等のインターネット配信を聴取継続措置として明確に位置付けること
を要望します。 
特に、radiko等のインターネット配信は既に広く世の中に普及し、ラジオ放送と

共に生活や文化、災害情報などの取得ツールとしても一定の役割を果たしています。
こうした実態を踏まえ、今後のラジオ放送制度の見直しに当たっては、放送とイン
ターネット配信の双方を活用し、地域住民への情報提供機能を維持しつつ、事業者
が持続可能な形でサービスを提供できる制度整備を進めることを期待します。 
 

【四国放送株式会社】 

38 ○ 特例措置の適用を受けたAM中継局の廃止およびFM転換について、今後、必要な制
度整備が行われることに賛同します。 
なお、休止中の局については、送信設備の老朽化に伴う設備更新を回避する観点

から、一刻も早く廃止が実現するよう、手続きの円滑化にご配慮を強くお願いしま
す。 
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【山口放送株式会社】 

39 ○ 特例措置の適用期間の延長において、終了日及び具体的な措置が示されたことに
賛意を表します。 
当社では、特例措置の適用を受け、令和6年2月よりAM中継局の運用休止を実施して
おります。休止以降、ワイドFM等への聴取移行の周知・案内に一段と力を入れたと
ころ現在では問い合わせもほぼなくなり、中継局の廃止による地域住民への影響は
少ないものと考えております。 
一方で、AM中継局の廃止により回線費等の経費削減の見込みは立つものの、AM親

局の経費負担は依然として非常に大きい状況にあります。民間ラジオ事業を持続可
能なものとし、地域メディアとしての安定した情報発信機能を維持するためには、
経営の選択肢としての「FM転換」及び「AM・FM二重投資の一刻も早い解消」が不可
欠です。つきましては、中継局のみならず、AM親局につきましても速やかな廃止お
よびFM転換が実現できるよう、更なる制度整備と支援を求めたく存じます。 
 

【福井放送株式会社】 

（３）修正意見   

40 ○ 該当箇所: 
4ページ、3 特例措置の適用を受けるための要件、注記7の「延長後の適用期間終了日

が2027年1月31日までの間である場合」の要件緩和措置 
意見の理由: 

延長期間の長短にかかわらず、既存の聴取者に対して情報を届ける最も直接的か
つ効果的な手段である「ラジオ放送での周知」を一律で免除することは、聴取者保
護の観点から不適切です。スポットCMの放送などは事業者にとって比較的容易であ
り、既存の放送インフラを最後まで活用すべきです。 

具体的な修正案(対案): 
当該箇所の「ただし、ラジオ放送での周知は求めず」という文言を、以下のよう

に修正することを提案します。「ただし、ラジオ放送での周知については、技術的ま
たは運用上困難な場合を除き、原則としてこれを求めるものとし」 
 

【個人A】 

○ 御指摘は「AM局の運用休止に係る
特例措置に関する基本方針の改定
案」の４ページの脚注６の記載に係
るものと理解しております。 
本記載は、既に特例措置に基づく

AM局の運用休止を行っている放送事
業者が適用期間の延長を行う場合を
想定したものであるため、一度周知
広報及び検証等が実施されているこ
とを踏まえ、合理的な範囲で要件の
緩和する趣旨のものです。 
住民への周知広報については、ラ

ジオ放送、事務所への備置き及びホ
ームページの３媒体による周知広報
を求めておりますが、特例措置によ
り運用休止中のラジオ放送局を用い
て改めて周知を行う必要は認められ
ないことから、ラジオ放送による周
知は求めないこととしたものです。
したがって、原案のとおりとします。 

無 
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６ 地上基幹放送の中継局を廃止する際の視聴継続措置の実施及び公表義務に関する望ま
しい対応についてのガイドラインの改定案 

  

（１）radiko等のインターネット配信サービスに係る制度整備の要望についての意見   

41 ○ radiko等のインターネット配信サービスを、中継局廃止時の視聴継続措置におけ
る正式な「代替的視聴手段」として早期に認定すること、あるいは確実な制度化を
担保する形にする事を強く要望します。 
今回の「AM局の運用休止に係る特例措置に関する基本方針」の改定案において、

FM局等によるカバーが困難な地域における「radiko等のインターネット配信サービ
スによるカバーの考慮」が引き続き明記されたことは大いに評価しています。これ
を真に実効性のあるものとするためには、インターネット配信を特例措置の検証用
としてだけでなく、恒久的な「代替的視聴手段」として正式に認定して頂くことが
不可欠だと考えます。 
鳥取・島根という東西に約300kmと長く複雑な地形と広大なエリアを抱える地方局

にとって、老朽化したAM中継局のカバーエリアを、すべてFM補完中継局の新設で維
持することは経済合理性の観点から極めて困難です。 
また山陰地域は日本海をはさみ、直接海外に面している事から、FM補完中継局を

建設したとしても、中国、韓国、台湾の外国波混信の影響は排除できず、上空の電
離層（E層）の異常などにより、季節によっては深刻な混信を受けている実態があり
ます。 
インターネット配信の活用がAM廃局の視聴代替手段として認められないと、今後

の事業継続において死活問題となりかねません。 
現在のガイドライン改定案では、radiko等が代替的視聴手段となり得るかについ

て「特例措置の検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必要に応じ、FM転換
を可能とする制度整備の際に措置するものとする」と記載されるにとどまっていま
す。地方局がAM中継局廃止に向けた住民への丁寧な説明や経営判断をいち早く滞り
なく進められるよう、検証結果を待たずに早期に正式認定される、あるいは確実な
制度化を担保する文言へと修正されることを要望いたします。 
 

【株式会社山陰放送】 

○ 御要望については、今後の制度整
備の検討を進めていく上での参考と
して承ります。 

 
 
 

無 
 

42 ○ 「radiko等のラジオ番組のインターネット配信が本制度の視聴継続措置として提
供される代替的視聴手段となり得るかについては、２回目の特例措置において行わ
れる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必要に応じ、FM転換を可能とす
る制度整備の際に措置するものとする」考えについて賛同致します。 
また、FM転換や設備投資軽減を目的とした将来的な広域AM廃止に向けての必要な

制度整備でも、FMでの世帯・エリアカバー率の算出においては、新たに中継局を建
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てるのではなく、聴取の実態を反映してradiko等のラジオ番組のインターネット配
信を考慮することを恒常的に最大限認めていただきたい。 
 

【株式会社MBSラジオ】 

43 ○ ラジオ番組のインターネット配信の取り扱いについて、「2回目の特例措置におい
て行われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必要に応じ、FM転換を可
能とする制度整備の際に措置するものとする」とありますが、現在のAM放送の放送
区域全体を、FM放送だけでカバーする事には費用面においても、地理・地形的な面
においても限界があります。FM転換は「持続可能な放送体制の維持と経営基盤の強
化」を目的としてこれまでの制度整備の検討が進められたと認識しています。「持続
可能な放送体制の維持と経営基盤の強化」に重点を置いてご判断いただきたくお願
いいたします。 
 

【北陸放送株式会社】 

44 ○ 民放ラジオ社の予見可能性を高め、また経営の選択肢を拡大するため、今回の措
置に加え、①ＦＭ転換およびＡＭ親局廃止に必要な制度整備を加速すること、②Ａ
Ｍ、ＦＭを問わず、radikoを放送の補完・代替手段として認め、ラジオ中継局を廃
止する際の代替手段として追加すること――を、あらためて強く要望します。 
総務省において、ＦＭ転換やラジオ中継局のradiko代替について制度化を行う際

は、ラジオ各社の個別の事情や意見を丁寧に汲み上げ、施策に反映していただくよ
う要望します。 
 

【一般社団法人日本民間放送連盟】 

45 ○ 「radiko等のラジオ番組のインターネット配信が本制度の視聴継続措置として提
供される代替的視聴手段となり得るかについては、２回目の特例措置において行わ
れる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必要に応じ、FM転換を可能とす
る制度整備の際に措置するものとする」という方向性に賛同致します。加えて、広
域AM局が将来的にFM転換へ移行する場合についても、地上波FMとインターネット配
信の組み合わせによる実質的なエリアカバーの考え方を早期に確立していただくこ
とが、AM設備の維持コスト削減と聴取者保護の両立に資するものと考えております。 
 

【株式会社ラジオ大阪】 

46 ○ インターネット配信が視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得る
かを検討いただき、AMとFMを同等に扱っていただくことを要望いたします。 
 

【株式会社エフエム東京】 
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47 ○ 改定案では、radiko等のインターネット配信が視聴継続措置における代替的な視
聴手段となり得るかについて、今後検討を行い、FM転換を可能とする制度整備の際
に措置するとされています。 
しかし、第2回特例措置においては、FM放送等でカバーできない地域について、イ

ンターネット配信による補完を考慮した運用がすでに行われており、インターネッ
ト配信のみで聴取可能となる世帯数や住民の受容性についても検証の対象とされて
います。 
また、道路トンネル内のラジオ再放送設備についても、NEXCO西日本や首都高速道

路において、AA等級以外のトンネルを対象とした廃止、または縮減が進められるな
ど、放送波のみを前提として聴取環境を維持することは困難になりつつあります。 
スマートフォンの普及や、災害時における住民の情報収集行動の変化を踏まえれ

ば、radikoは放送波を補完し、地域によっては聴取機会を確保する上で十分な役割
を担い得ます。 
さらに、radikoは若年層を中心とする新たなリスナーとの重要な接点であるとと

もに、聴取ログを活用したデジタル広告等を通じて、民放ラジオ事業の収益基盤を
支えるインフラとなっています。 
このため、radiko等のインターネット配信を単なる付加的なサービスとして扱う

のではなく、上記の検証結果を踏まえ、放送波を補完する聴取手段となり得るもの
として、制度上明確に位置付けるとともに、聴取機会の確保と民放ラジオ事業の持
続可能性を両立させる制度整備を要望します。 
 

【株式会社TBSラジオ】 

48 ○ ラジオ番組のインターネット配信について、ガイドライン上で独立した項目とし
て整理されたことを歓迎いたします。本整理は、ラジオの視聴継続手段の多様化と
いう観点からも有意義であると考えます。今後のＦＭ転換及びＡＭ局廃止に係る制
度整備においても、radiko等のインターネット配信サービスを代替的な視聴手段と
して明確に位置付けていただくことを強く要望いたします。 
 一方で、特例適用の選定要件では、「地理的・地形的特性、経済合理性等の観点か
ら」他の手段によるカバーが困難な場合に、radiko等のインターネット配信サービ
スによるカバーを考慮できるとされていますが、「困難な場合」の該当性について
も、地域ごとの実情が大きく異なり得ることから、一律の要件にとらわれることな
く、各事業者の置かれた状況に即した個別の判断がなされるようご配慮いただきた
く存じます。 
 

【株式会社ニッポン放送】 

49 ○ radiko等のＩＰユニキャスト配信は民放ラジオ社の経営への負担が比較的少な
く、かつ現時点において広く普及し、認知が進んでいることを鑑み、更には第2回目
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の特例措置でも認められている通り、ＦＭ転換を可能とする制度整備時の代替聴取
手段に追加するようあらためて強く要望します。 
一部の高速道路会社は、トンネル内におけるラジオ再放送を、一部を除き廃止す

るとしております。その代替聴取手段はradikoによるものになり、今後はこのよう
な動きも視野に入れた制度整備を要望します。 
なお民放ラジオ社毎に事情も異なりますので、各社の地域性、実情を十分に踏ま

えた上で、民放ラジオに関する施策に反映していただくよう要望します。 
公表期間を廃止日の前日から起算して、少なくとも９０日前に改定するのは適切

であると考えます。 
 

【株式会社文化放送】 

50 ○ 改定案では、radiko等のインターネット配信が代替的な聴取手段となり得るかに
ついて「第2段階で検討する」とされています。しかしながら、以下の理由から、第
1段階（現時点）から正式な聴取継続措置として柔軟に認めるべきと考えます。 
・運用の実態: すでに第2回目の特例措置において、FM放送でカバーできない地域に
対し、インターネット配信による補完を考慮した運用や受容性検証が行われている
こと。 
・生活環境の変化: スマートフォンの普及や災害時の情報収集行動の変化により、
radikoは放送波を補完し、地域の聴取機会を確保する十分な役割を果たしているこ
と。また、若い世代との接点やデジタル広告等、事業の収益基盤を支える重要イン
フラとなっていること。 
・聴取環境の変化: NEXCO西日本等の道路トンネル内におけるラジオ再放送設備の
廃止・縮減が進むなど、放送波のみを前提とした聴取環境の維持は極めて困難にな
りつつあること。 
つきましては、radiko等を単なる付加的サービスではなく、放送波を補完する聴

取エリアと同等のものとして制度上明確に位置付け、FM補完放送と併せ、あるいは
単体であっても聴取継続措置として認めるよう要望いたします。 
 

【株式会社熊本放送】 

51 ○ 2028年以降の「FM転換」に向けて、多くの民放AMラジオ事業者は、ラジオ事業を
継続していくために、2028年の再免許に向け様々な方策を懸命に模索しています。 
再免許の1年前となる2027年秋までに、インターネット配信（radiko）を、ラジオ

中継局を廃止する際の代替手段・視聴継続措置として、関連する法令等に規定する
ことを含めて制度として確定していただきたく要望します。 
 

【長崎放送株式会社】 

52 ○ 「特例措置の適⽤を受けようとするAM局がカバーする⼀部の地域において、地理
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的・地形的特性、経済合理性等の観点からFM局等の放送によるカバーが困難な場合
には、radiko等のインターネット配信サービスによるカバーを考慮することを可能
とした。」という記述につきましては、radiko等のインターネット配信によるカバー
を考慮することを可能としたことに賛同いたします。 
「radiko等のラジオ番組のインターネット配信が本制度の視聴継続措置として提

供される代替的視聴⼿段となり得るかについては、２回⽬の「AM局の運⽤休⽌に係
る特例措置」において⾏われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必要
に応じ、FM転換を可能とする制度整備の際に措置するものとする。」という記述につ
きましては、radikoを代替手段となりえるか検証され制度整備される旨、賛同いた
します。FM転換の制度整備に置かれましては、radikoを代替手段として認めて頂き
ますよう、早急の制度化を望みます。 
 

【朝日放送ラジオ株式会社】 

53 ○ 今後のFM転換等に向けた制度整備において、radikoなどのインターネット配信を
「代替的視聴手段」として正式に位置づけていただくよう、強く希望いたします 
AM中継局の休・廃止を進める中では、山間部などの地形的な条件からFM波だけで

従来の放送エリアをカバーすることには限界があります。 
経営環境の悪化に伴う切実な判断の中で、それを補うための新たな設備投資およ

びその後の維持費用は、将来的に放送事業者の経営破綻を招く恐れすらあります。 
一方で、現在はスマートフォンが広く普及し、多くの方が日常的にインターネッ

トを通じて情報を得る環境が整っています。特に地震や台風などの自然災害時には、
常時携行しているスマートフォンからradikoを利用して情報収集を行うケースが見
られ、緊急時の情報インフラとしても十分な実効性があることがうかがえます。 
また、ラジオ受信機の保有率が低い若年層においては、radiko等でラジオ番組に

親しむスタイルが定着しており、新たなリスナー層の拡大に貢献しています。 
AM放送事業者を取り巻く厳しい経営環境と、ラジオ聴取の現状を踏まえ、多くの

リスナーに定着しているradiko等のインターネット配信を正式な代替選択肢として
活用できれば、放送事業者の費用面での負担を減らし、万が一の際にも確実な聴取
環境を維持できます。 
社会環境の変化と利用実態に即した、柔軟な制度設計がなされるよう前向きなご

検討をお願いいたします。 
 

【東海ラジオ放送株式会社】 

54 ○ AM廃局の際の聴取代替および聴取継続措置としてradiko等のインターネット配信
を認め、かつ単独での代替聴取対象として位置づけることを要望いたします。 

また、聴取代替および聴取継続措置とした場合に、放送事業者が現実的に選択できる、
負担のない条件を設定していただきますよう要望いたします。 
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【株式会社大分放送】 

55 ○ 〈13ページ③ラジオ番組のインターネット配信の取り扱い〉 
今回のガイドライン改定案では、「radiko等のラジオ番組のインターネット配信が

本制度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得るかについては、
2回目の特例措置において行われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討し必
要に応じ、FM転換を可能とする制度整備の際に措置するものとする」とあります。
経営環境の厳しいラジオ業界においては、既にradikoによるラジオ番組リスナーの
確保、デジタル広告による収益基盤の強化、普及率の高いスマホによる災害報道聴
取手段として扱えるなど、それらの受容性と経営を支えるインフラとして位置付け
ており、ラジオ業界全体が一丸となりradiko普及推進キャンペーンなど展開を進め
ています。単に特例措置期間だけの検証結果に囚われる判定でなく、これらラジオ
業界の動向も加味して「放送を補完するサービス」としてradikoの制度的位置付け
の明確化と放送代替への容認を速やかに進めることを要望します。 
 

【株式会社山梨放送】 

56 ○ radikoは多くのリスナーに利用される重要な聴取手段となっており、放送サービ
スを補完する役割を果たしています。 
AM局廃止やFM転換に伴う聴取者保護の評価にあたっては、FM放送によるカバー状

況だけでなく、radikoによる聴取環境も含めた総合的な評価が必要と考えます。 
特に、地理的・地形的要因等によりFMによる完全なカバーが困難な地域について

は、radiko等のインターネット配信サービスを聴取継続手段として適切に位置付け
る制度整備を要望します。 
 

【株式会社高知放送】 

57 ○ ・現在スマートフォンはその普及率により、災害時における情報収集のための主
要なツールとして認知されている状況であり、スマートフォン上で利用可能な
radikoも特に若年層を中心として幅広く認知されています。このような状況を踏ま
えるとradikoは単にインターネット配信による付加的なサービスではなく、放送波
を補完するための主要なインフラとして機能している現状も考慮し、ラジオ中継局
を廃止する際の代替手段かつ視聴継続措置として、制度上明確に位置付けることを
希望します。 
 

【静岡放送株式会社】 

58 ○ 改定案では、radiko等のインターネットの配信が視聴継続措置の代替的手段とな
り得るかについては、今後検討を進め、FM転換を可能とする制度整備の際に措置す
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るものとされています。 
すでに第２回目特例措置では、radiko等のインターネット配信サービスによるカ

バーを考慮することが可能とされていること。また、NEXCO西日本等のトンネル内に
おける再放送設備の廃止や縮減が進められているなど、放送波のみを前提とした聴
取環境の維持が困難になりつつあること。 
このため、radiko等のインターネット配信を単なる付加的なサービスとして扱う

のではなく、放送波の聴取手段となり得るものとして、制度上明確に位置付け、放
送波の補完や代替とするよう要望いたします。 
 

【株式会社宮崎放送】 

59 ○ インターネットを通じたラジオ配信（radiko）が視聴継続措置として妥当かにつ
いては、実証結果等を踏まえ適切にご判断いただきたい。 

スマートフォンの普及や災害時の情報収集行動の変化を踏まえると、radikoは地域に
よっては放送波を補完するに留まらず、聴取機会確保に十分な役割を果たし得る。
若年層との接点やデジタル広告を通じた事業基盤強化の観点からも重要性が増して
いる。 
特に、離島等の地理的・経済的要因により放送波でのカバーが困難な区域におい

ては、radikoを「完全な代替手段」として位置付け、柔軟な制度とすることを強く
求める。 
 

【株式会社南日本放送】 

60 ○ ４月２日の「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する検討会」
の資料で示された「ラジオ受信機の保有世帯が40%未満に減少した」との調査結果
は、今後の電波によるラジオ放送の接触機会がさらに危機的状況になりかねない経
営環境に直結する深刻な課題で、経営基盤の強化は喫緊の課題です。このラジオ全
体が直面している深刻なインフラ危機の現実に即し、ガイドライン案におけるイン
ターネット配信の取扱いに関する記述は、合理的な対応であり賛同いたします。そ
のため、radiko等のインターネット配信サービスを今後のラジオ聴取のインフラの
ひとつとして認める柔軟な制度改正を速やかに行うとともに、その実施時期を明記
していただくことを改めて要望いたします。 
 

【中部日本放送株式会社・株式会社CBCラジオ】 

61 ○ 第2回特例措置において、radiko等のインターネット配信での代替を考慮した運用
がなされ、インターネット配信のみでしか聴取できない地域住民の受容性も検証の
対象となっていることから、インターネット配信は既に制度的にも一定の位置付け
がなされているものと考えられ、聴取継続措置における代替的な受信手段として位
置付けることが適当と考えます。 
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そのため、radiko等のインターネット配信については、将来の制度改正時の検討
事項にとどめるのではなく、聴取継続措置における補完的な手段としての位置付け
や評価の考え方を早期に整理し、FM転換やAM局廃止に係る制度設計の中で明確化す
ることを要望します。 
 

【四国放送株式会社】 

62 ○ 特例適用の選定要件で、「地理的・地形的特性、経済合理性等の観点から」他の手
段によるカバーが困難な場合に、radiko等のインターネット配信サービスによるカ
バーを考慮できるとしているが、地域ごとに「困難な場合」の事情が異なることか
ら、一律の要件を設定するのではなく、各事業者の実情を踏まえた対応を要望する。 
 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

63 ○ ラジオ番組のインターネット配信サービスであるradikoが、代替的視聴手段とし
て検討対象に盛り込まれたことを、大いに歓迎いたします。放送を取り巻く環境や
聴取スタイルが変化する中、インターネット配信を活用し、リスナーが継続してラ
ジオ番組を聴取できる環境を確保することは重要であると考えます。radikoとして
も、さらなる利便性向上や機能拡充に向けた改良を前向きに進めてまいります。総
務省におかれましては、今後、実際の聴取状況や通信環境等も踏まえた検証を重ね
ていただき、実効性のある制度整備につなげていただくことを強く期待いたします。 
 

【株式会社radiko】 

64 ○ 当社の放送エリアには山間部が多く、これまで災害対策および難聴対策として、
公的支援を賜りながらFM補完局の整備を順次進めてまいりました。しかし、既存の
AM放送エリア全域をFM放送等でカバーすることは困難であり、radikoを補完的な伝
送手段として位置付けることが必要であると考えます。 
つきましては、放送を基軸としつつ、radikoを補完的な伝送手段として活用でき

るよう、必要な制度整備を要望します。 
 

【山口放送株式会社】 

（２）中継局廃止に係る周知広報についての意見   

65 ○ 特例措置による6か月以上の運用休止、住民への周知広報、地方公共団体等との調
整、問合せ窓口の設置、影響検証および報告等を、AM中継局廃止時の適切な聴取継
続措置として評価し、公表を継続すべき期間を原則1年から90日に短縮できるとす
る整理に賛成します。すでに実質的な措置を講じた事業者の負担に配慮した、合理
的な制度整備です。 
あわせて、廃止日の90日前からの公表と特例措置 期間中に実施済みの周知広報

○ 賛同の御意見として承ります。本
改正案では、特例措置の延長後の適
用期間満了日が2026年11月１日から
2027年１月31日までの間である場合
は、廃止日の90日前からの公表につ
いては、AM局の運用休止に係る特例

無 
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について、同一内容の対応を重複して求めないよう、手続の一体化および簡素化を
要望します。 
 

【株式会社TBSラジオ】 

措置の際に既に周知広報を実施済み
であることを踏まえ、「休止期間の延
長に加えて、特例適用局を廃止する
場合にはその廃止に関する周知等を
適切に行うこと。」（「AM局の運用休止
に係る特例措置に関する基本方針改
定案」の４ページの脚注６）と、そ
の手続きを簡素化することとしてお
ります。 

  なお、本改正案で措置する場合以
外の中継局の廃止に係る手続の一体
化及び簡素化についての御意見は、
今後の施策の参考として承ります。 

 
 

66 ○ 特例措置による6か月以上の運用休止や周知広報等の実績を評価し、廃止時の公
表継続期間を原則1年から90日に短縮する整理に賛成いたします。すでに実質的な
措置を講じている弊社への配慮として大変合理的な制度整備であると受け止めてお
ります。 
併せて、さらなる手続きの簡素化として以下を要望いたします。 
・公表手続きの簡素化: 廃止日90日前からの公表と特例措置期間中に実施済みの

周知広報について、重複対応を求めない一体的な手続きを要望します。 
 

【株式会社熊本放送】 

67 ○ 特例措置の適用を受けて検証を行った局は、AM中継局廃止時の適切な視聴継続措
置に相当し、公表を継続すべき期間を原則1年から90日に短縮できることに賛成し
ます。 
あわせて、廃止日の90日前からの公表と特例措置期間中に実施済みの周知広報に

ついて、同一内容の対応を重複して求めないよう、手続の一体化および簡素化を要
望します。 
 

【長崎放送株式会社】 

68 ○ 特例措置による6か月以上の運用休止、周知広報や影響検証の報告等を適切な聴
取継続措置として評価し、公表すべき期間を原則1年から90日に短縮できるとする
整理に賛同いたします。 
あわせて、廃止90日前からの公表と特例措置期間中に実施済みの周知広報につい

て、同一内容の重複を求めることがないよう、手続きの一体化および簡素化を要望
いたします。 
 

【株式会社宮崎放送】 

69 ○ 「ただし、特例措置の検証結果を踏まえて～廃止日の前日から起算して少なくと
も90日前から当該廃止日の前日までの間、廃止に関する公表を行うこととする。」と
の記述は、具体的なAM中継局廃止のスキームを初めて示したものであり、AM中継局
運用休止の実証実験結果を踏まえたAM放送事業者の経営選択肢として非常に有用で
あると考えます。 
 

【中部日本放送株式会社・株式会社CBCラジオ】 
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70 ○ 特例措置の趣旨を鑑み、特例措置として実施された6か月以上の運用休止、住民や
地方公共団体等への周知広報、問合せ窓口の設置、放送休止による影響の検証等そ
のものがAM中継局廃止時の適切な聴取継続措置として整理されることについては、
十分な対応を講じた事業者に対する負担軽減の観点からも、賛成します。 
また、廃止日90日前からの公表内容が、特例措置による休止期間中の周知広報と

同等の趣旨の場合、重複した周知とならないような手続きの簡素化を希望します。 
 

【四国放送株式会社】 

（３）地方自治体や住民との合意形成についての意見   

71 ○ ＡＭ中継局の休止・廃止やＦＭ転換は、各放送事業者が自社の経営状況をふまえ
て行う判断でありますし、合意形成に向けた自治体や住民への丁寧な説明は事業者
の責務であると認識しておりますが、地方局単独の取り組みでは限界があるのも実
情です。 
これが国の制度整備の一環として進められていることについて、総務省から直接、

地方自治体に対して趣旨説明や周知を図っていただくなど、現場の放送局が合意形
成の交渉を進めやすくなるための環境づくりをお願いいたします 
地方自治体や住民との合意形成を進めるうえで最大の障壁となるのが、地形的要

因等でＦＭ波によるエリアカバーが不十分となる地域の存在です。こうした地域で
は、すでに多くのリスナーがradiko等のインターネット配信を利用して聴取を補完
しています。つきましては、できるだけ早期に実質的な視聴継続措置として、既存
のインターネット配信サービス（radiko等）を容認していただくよう、強く要望い
たします。 
 

【株式会社中国放送】 

○ 本制度は、やむを得ず地上基幹放
送の中継局を廃止する場合に、地上
基幹放送事業者の責任において視聴
継続措置を実施することを求めるも
のであり、中継局廃止の影響を受け
る住民・地方自治体への説明や代替
的視聴手段の確保等については、地
上基幹放送事業者が主体的に取り組
むべきものと考えております。 

無 

72 ○ 地方自治体等から合意を得る為には、視聴継続措置が受け入れられる必要があり
ます。radiko等のラジオ番組のインターネット配信も本制度の視聴継続措置として
頂き、その旨を総務省から地方自治体等へ周知して頂くよう、要望します。 
 

【株式会社STVラジオ】 

73 ○ 改定案では、地方自治体との合意がAM中継局の廃止に当たっての条件であるとも
受け取られるような文言が盛り込まれました。 
民間AMラジオ放送事業者は、経営判断に基づくFM転換及びAM局廃止の実現をめざ

し、AM局運用休止に係る特例措置の適用を受けて検証を進めています。 
地方自治体や住民の理解は重要な要素ではありますが、合意の有無がAM中継局廃

止の実質的な要件となって放送事業者の経営判断を制約することがないよう、配慮
をお願いいたします。 

○ 本ガイドラインでは、住民理解を
得るに当たり、放送事業者が、特に
地方自治体や自治会等の住民代表に
対し、事前に説明 を行い、中継局の
廃止と視聴継続措置の実施につい
て、あらかじめ合意を得ることが適
当であるとしています。御要望につ

無 
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２８ 

 
【青森放送株式会社】 

きましては、今後検討を進めていく
上での参考として承ります。 

74 
 

○ ・地方公共団体との合意要件の柔軟化: 周波数使用計画等の手続きにおいて「地
方公共団体との合意」が求められていますが、自治体側から「書面による明確な合
意」を得ることは実務上著しく困難です。協議・報告の実施をもって合意とみなす
など、親局・中継局双方の廃局手続きにおける合意要件の簡素化・柔軟化を要望し
ます。 
 

【株式会社熊本放送】 

75 
   

○ 廃局手続きにおける「地方自治体との合意」要件について、民間放送局の廃局に
対して地方自治体から合意を得ることは、実務上非常に困難であると考えられます。
合意を得ることに最大限の努力をいたしますが、地方自治体との合意については、
「条件の緩和」、あるいは「手続きのさらなる簡素化（当該要件の撤廃を含む）」を
要望いたします。 
 

【株式会社大分放送】 

76 ○ 適切な視聴継続措置の要件としている「運用休止前の世帯・エリアカバー率が最
大限維持された場合」及び「地方自治体との合意及び住民理解」の対象について、
画一的な基準を設け運用するのではなく、地域特性や事業者ごとに状況が異なるこ
とを踏まえ、事業者の意見を十分に聞いて柔軟に判断いただくことを要望する。 

 
【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

（４）その他の意見   

77 ○ AM局の運用休止に関する特例措置については、制度を検証するうえで一定の役割
を果たしたものと考えています。 
しかし、特例措置への参加については各事業者の事情によるものであり、参加し

なかったことを理由にFM転換の機会が制限されるべきではないと考えます。 
ラジオ放送事業者ごとにエリア特性や設備状況、経営課題は異なることから、FM

転換については特例措置参加の有無にかかわらず、地域の実情や聴取環境を踏まえ
て柔軟に判断できる制度とすることを要望します。 
 

【株式会社高知放送】 

○ 今後、FM転換を可能とする制度整
備の検討を進めていく上での参考と
して承ります。 

 

無 

78 ○ 基幹放送局のうち、いわゆる『親局』については、当該放送局を廃止した場合、
その地上基幹放送事業者は放送事業者たり得ないことから、本規定の対象外である」
とされていることについて、ＡＭ親局の廃止を伴うＦＭ転換については、現行制度



 

２９ 
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上の取扱いが明確ではなく、ＦＭ転換を円滑に進めるため、聴取者への影響も十分
に考慮しつつ、早期に整理し、具体的な方針を示していただくよう要望する。 
 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

79 ○ 現行制度ではＦＭ放送は、県域免許を前提とし、「広域放送」に対応する放送対象
地域の制度がないため、早期にＡＭ広域局から転換するＦＭ局の制度上の位置付け
を整理し制度整備することを要望する。 
 

【株式会社フジ・メディア・ホールディングス】 

80 ○ 中継局廃止に向けた具体的な対応スケジュール及び手続きの明確化が示されたこ
とに賛同いたします。当社は第1期特例措置の適用を受けて実証実験に参加し、地域
住民及び関係団体に対しては、平成29年から整備を進めてきたワイドFM（FM補完放
送）等の周知を図ってまいりました。 
中継局を廃止する際のガイドラインにおきまして、これまでの特例措置による検

証が「視聴継続措置」の履行に相当するものとして整理されたことを踏まえ、地域
に混乱を生じさせない円滑なFM転換に務める方針であり、 
引き続きご支援を求めたく存じます。 
 

【福井放送株式会社】 

81 ○ 該当箇所: 
19ページ、第3章(2)省令条文解説(施行規則第86条の3関係)、5「合理的な理由」の解

説部分 
意見の理由: 
「視聴実態がないことがすでに明らかである場合」という免除要件について、客観
的な確認プロセスが示されていないため、事業者の簡易的な調査のみで1年前の公表
義務が短縮されるリスクがあります。住民が不意打ち的に放送を失う事態を防ぐた
めの文言追加が必要です。 

具体的な修正案(対案): 
「視聴実態がないことがすでに明らかである場合」という文言の直後に、以下の括
弧書きを追記することを提案します。「(関係地方公共団体への事前ヒアリングや、
統計的に十分なサンプル数に基づく受信実態調査等により客観的に証明されている
場合に限る)」 

 
【個人A】 

○ 本ガイドラインでは、地上基幹放
送事業者に対して、「視聴実態がない
ことがすでに明らかである」ことを
もって「合理的な理由」に該当する
と判断した場合、その判断根拠の公
表を求めております。地上基幹放送
事業者はすでに「視聴実態がないこ
とがすでに明らかである場合」の判
断の根拠について説明を求められて
いることから、原案において客観性
は担保されるものと考えます。した
がって、原案のとおりとします。 

無 

６ その他   

82 ○ なお、本意見募集の対象外ではありますが、休止・廃止の告知について国による ○ 今後検討を進めていく上での参考 無 
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支援を要望します。 
事業者は、自社の放送やウェブサイト等を通じて周知を行いますが、放送による

告知は、主として日常的に当該放送を聴取しているリスナーに届く手段です。この
ため、普段ラジオを利用しておらず、災害時に初めてラジオを必要とするリスナー
には、運用休止や廃止に関する情報が届きにくいという構造的な課題があります。 
こうした住民にも確実に情報を届けるため、政府広報および総務省ウェブサイト

の活用、地方公共団体の広報紙や防災情報伝達手段等を通じた周知への協力を要望
します。 
また、新聞広告、折り込み広告、ポスティング等、放送以外の経路による周知に

は相応の費用負担が生じることから、これらの周知に要する費用についても、国に
よる支援措置を講じるよう要望します。 
 

【株式会社TBSラジオ】 

として承ります。 

83 ○ 本意見募集の対象外ではございますが、円滑な移行と持続可能なラジオ事業の継
続に向け、国による以下の支援を要望いたします。 
・告知・周知に対する支援: 自社放送等の周知は日常的なリスナーにしか届かず、

災害時にのみラジオを利用する層へ情報を行き届かせることが構造的に困難です。
政府広報や自治体の防災情報伝達手段を活用した周知協力に加え、新聞折り込み・
ポスティング等の放送外広報に要する費用への財政的支援をお願いいたします。 
・AM放送設備の撤去費用の補助: FM転換等に伴い不要となるAM送信所・中継局等

の施設撤去・土地原状回復には巨額の費用を要し、厳しい経営環境下にある民放ラ
ジオ事業者にとって大きな重荷となっています。新設するFM補完中継局への補助に
とどまらず、既存AM放送設備の撤去・処分費用も対象に含めた包括的な財政支援措
置の創設を切に要望いたします。 
 

【株式会社熊本放送】 
84 ○ まず、今後永続的に提供されない可能性のある「radiko」アプリへの言及は、削

るべきだ。 
カバー率を問題にしているはずなのに、海外視聴の出来ないアプリへの誘導は、

おかしいのではないか。 
アプリではなく、海外でも聴け、運用も楽で、災害時でも動作する可能性が高く、

セキュリティの問題も少ないストリーミングを推奨すべきだ。 
アプリはあくまで放送局による文字・画像・映像情報の副次的な提供が目的であ

り、ラジオ放送の主体とすべきではない。 
(むしろ、政府事業として特定アプリに支援を行えば、他の情報提供企業の自由競

争を、侵害する事になる。) 
 
また、計画案では言及されていないが、FM局の増設に際して、総務省から「マス

メディア集中排除原則」の緩和案が出ているはずだが、メディアの公正を欠く緩和

○ 御意見として承ります。今後の施
策の参考とさせていただきます。 

無 
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案には、反対する。 
現に一部のコミュニティFM局では、反社会的組織(右翼団体)が独占運営して、人

種差別・ジェンダー差別、投票誘導など、放送法・公職選挙法に違反する放送を行
っている事が明らかになっている(BPOより)。 
その様な放送局への規制も充分でないまま、AM廃止・FM化を議論するのは、尚早

なのではないか。 
 
そもそもが、AM廃止は、民放連側からの「AM設備・運営のコストが高い」という

理由によるものだが、本当に廃止していいのか、国民側からの検証・討論が、充分
行われていないのではないか。 
FM電波が入らない地域は日本に多数あり、安易な切り捨ては災害時・非常時の人

命に関わる事態にもなり兼ねない。 
実施を急ぐのではなく、国会等で充分議論を尽くして、(FM移行するのであれば)

取りこぼしの無いよう案を練り、試験を重ね、万全の代替準備を行ってからAM廃止
に進むべきだ。 
 

【匿名A】 
85 ○ 私は、減税を重視し、日本人の利益を最優先に考える立場から、今回の一連の改

正案について是々非々で意見を述べます。民間事業者の経営合理化と災害時を含む
国民への情報提供の両立を図る方向性自体は評価しますが、税金負担の増大や日本
人の安全・利益を損なう部分については、明確に修正を求めます。 

 
一、基本的な評価（賛同する点） 
 
FM補完中継局の周波数拡充と「放送確保対策」の明確化 

AM局の休止・廃止時に、76.1から90.0MHz帯を「真に必要なとき」に限定して使用
可能とする案は、周波数の有効活用として合理的です。民間AMラジオ事業者の維持
コスト削減を促し、無駄な設備投資を抑える点で、減税派の立場から支持します。
国が補助金を増やしてAMを無理やり維持するより、市場原理で効率化を進める方が、
将来の税負担軽減につながります。 

 
同期放送方式の導入・審査基準の明確化 

同一周波数による同期放送を制度化し、技術条件（搬送周波数差・周波数偏移差）
を明確にする点は、効率的なネットワーク構築に資するものです。放送事業者の設
備負担を軽減する方向性として評価します。 

 
AM局運用休止特例措置の継続・要件柔軟化 

特例措置を延長・柔軟化し、radiko等のインターネット配信も一定程度カバーと
して考慮可能とする点は、事業者の経営判断を尊重するものです。民間企業の自由

○ 一、については賛同の御意見とし
て承ります。なお、二、でいただい
た御意見については、制度運用に当
たっての参考とさせていただきま
す。 

無 



 

３２ 

 

３２ 

な合理化を妨げない姿勢は、健全です。 
 

これらは「日本人ファースト」の観点からも、災害時に情報を届ける手段を多様
化しつつ、過大なコストを抑える点で一定の意義があります。 

 
二、是正・慎重を求める点（批判的指摘） 
 
視聴継続措置ガイドラインの負担増リスク 

中継局廃止時の視聴継続措置を努力義務とし、詳細な周知・合意形成・代替手段
確保を求める方向は、聴取者保護の建前としては理解できます。しかし、これが実
質的に事業者に高コストの義務を押しつける形になれば、結局は広告料やサービス
価格に転嫁され、日本人消費者の負担増につながります。 

 
求める修正： 

努力義務を厳格化しすぎず、経済合理性を明確に優先する文言を追加すること。 
国や自治体による補助金・公的負担を安易に前提としないこと（減税派として、

新規財政支出は原則反対）。 
radiko等のIP配信を「代替的視聴手段」としてより積極的に位置づけ、物理的中

継局維持に固執しないこと。 
- 「真に必要なとき」の運用と災害対応の優先 
通達で「真に必要なとき」を具体例で明確化する方向は評価しますが、運用が緩

くなり、安易に76.1から96.0MHz帯を開放しすぎると、既存の県域FMやコミュニティ
放送との混信・周波数逼迫を招く恐れがあります。 

 
求める修正： 

- 災害対策・放送確保対策を最優先とし、都市型難聴など他の目的への拡大を抑
制すること。 

- AM波が持つ「山間部・停電時・車載受信での優位性」を軽視せず、完全なFM一
本化を急がないこと。日本人の命に直結する災害情報伝達能力を損なわないよ
う、検証を徹底すること。 

- 日本人ファーストの観点からの追加要望 
- 代替手段としてインターネット配信を過度に頼る場合、通信障害・停電・海外

プラットフォーム依存のリスクが高まります。日本人の情報主権と災害レジリ
エンスを最優先し、地上波（特にAMの特性）の最低限の維持を制度的に担保す
ること。 

- 外国波混信対策を含む周波数管理において、日本国民の利益を最優先し、国際
調整で安易な譲歩をしないこと。 

- 過疎地域の日本人高齢者が「情報難民」にならないよう、カバー率維持を数値
目標で明確にすること。 
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三、結論 
 

今回の改正案は、民間事業者の合理化を進め、周波数を効率的に使う点で方向性
は正しい部分が多く、基本的に賛同します。しかし、視聴継続措置が新たな規制・
コスト増につながったり、災害時の堅牢性を犠牲にしたりする形にならないよう、
厳しく是々非々で運用してください。 
 
税金を無駄に使わず、日本人の安全と利益を最優先する制度設計を強く求めます。

過剰な規制や補助金依存ではなく、市場と技術革新で解決する道を選ぶべきです。 
 

以上、意見として提出いたします。 
 

【個人C】 
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○行政手続法（平成５年法律第 88号）（抄） 

（意見公募手続） 

第三十九条 命令等制定機関は、命令等を定めようとする場合には、当該命令等の案（命令等で定

めようとする内容を示すものをいう。以下同じ。）及びこれに関連する資料をあらかじめ公示し、

意見（情報を含む。以下同じ。）の提出先及び意見の提出のための期間（以下「意見提出期間」

という。）を定めて広く一般の意見を求めなければならない。 

２～４ （略） 

 

（結果の公示等） 

第四十三条 命令等制定機関は、意見公募手続を実施して命令等を定めた場合には、当該命令等

の公布（公布をしないものにあっては、公にする行為。第五項において同じ。）と同時期に、次

に掲げる事項を公示しなければならない。 

一 命令等の題名 

二 命令等の案の公示の日 

三 提出意見（提出意見がなかった場合にあっては、その旨） 

四 提出意見を考慮した結果（意見公募手続を実施した命令等の案と定めた命令等との差異を

含む。）及びその理由 

２～５ （略） 

 

 

○電波法（昭和 25年法律第 131号）（抄） 

（申請の審査）  

第七条 （略）  

２ （略）  

３ 基幹放送用周波数使用計画は、放送法第九十一条第一項の基幹放送普及計画に定める同条第

二項第三号の放送系の数の目標（次項において「放送系の数の目標」という。）の達成に資する

こととなるように、基幹放送用割当可能周波数の範囲内で、混信の防止その他電波の公平かつ

能率的な利用を確保するために必要な事項を勘案して定めるものとする。 

４ 総務大臣は、放送系の数の目標、基幹放送用割当可能周波数及び前項に規定する混信の防止

その他電波の公平かつ能率的な利用を確保するために必要な事項の変更により必要があると認

めるときは、基幹放送用周波数使用計画を変更することができる。 

５～６（略） 

 

（必要的諮問事項） 

第九十九条の十一 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければ

ならない。 

一（略） 

二 第七条第三項又は第四項の規定による基幹放送用周波数使用計画の制定又は変更、第二十

六条第一項の周波数割当計画（同条第二項第四号に係る部分を除く。）の作成又は変更、第二

十七条の十二第一項の開設指針の制定、第二十七条の十三第二項の規定による開設指針の制

定の要否の決定又は変更及び第七十一条の二第二項の特定公示局の決定又は変更 

三～五（略） 



（写） 

（公印・契印省略） 

３５ 

諮 問 第 ２ ８ 号 

令和８年８月 31 日 

 

 

電波監理審議会 

会長 笹瀬 巌 殿 

 

 

 

総務大臣 林  芳正 

 

 

 

諮 問 書 

 

基幹放送用周波数使用計画（昭和63年郵政省告示第661号）の一部を変更する

告示案に関し、電波法（昭和25年法律第131号）第99条の11第１項第２号の規定

に基づき、別紙により諮問する。 
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変   更   後  変   更   前  

第１ 総則 第１ 総則 

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］ 

５ 中波放送を行う基幹放送局の放送区域において災害対策等のため補完的に超短波放送用周

波数を用いて放送を行う中継局及び中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以

上休止しようとする場合若しくは休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止

した場合に当該基幹放送局の放送区域における放送を確保するために超短波放送用周波数を

用いて放送を行う中継局（以下「補完中継局」という。）のうち第４の１(2)及び第４の３

に定める周波数を使用するもの以外のもの（以下「その他の補完中継局」という。）の周波

数等は、個別に定めるものとする。この場合において、その他の補完中継局の開設目的に応

じ、周波数については次に掲げるものの中から選定する。また、空中線電力については原則

として100W以下とし、⑴から⑷までの開設目的を達成する必要最小のものとする。 

５ ［同左］ 

⑴ 中波放送の放送設備が災害発生時に被害を受け、放送の継続が困難となる事態への対策

を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数。ただし、当該周波数を割り当てること

ができない場合であって、災害対策のために真に必要なときは、76.1MHzから90.0MHzまで

の0.1MHz間隔の周波数を選定することができる。 

⑴ 中波放送の放送設備が災害発生時に被害を受け、放送の継続が困難となる事態への対策

を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数 

ただし、当該周波数を割り当てることができず、災害対策のために真に必要な場合に限

り、76.1MHzから90.0MHzまでの0.1MHz間隔の周波数を使用させることができる。 

［⑵・⑶ 略］ ［⑵・⑶ 同左］ 

⑷ 中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以上休止しようとする場合若しく

は休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止した場合の当該基幹放送局の

放送区域における放送の確保を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数。ただし、放送確保対策のために真に必

要なときは、76.1MHzから90.0MHzまでの0.1MHz間隔の周波数を選定することができる。 

⑷ 中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以上休止しようとする場合若しく

は休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止した場合の当該基幹放送局の

放送区域における放送の確保を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数 

［６～11 略］ ［６～11 同左］ 

12 以上のほか、基幹放送用の周波数の使用は、電波に関する国際的取り決め及び次に掲げる

要件に適合するとともに、電波の公平かつ能率的な利用の確保に資するものとする。 

12 ［同左］ 

［⑴・⑵ 略］ ［⑴・⑵ 同左］ 

⑶ 超短波放送（地上系）（移動受信用地上基幹放送を行うものを除く。） 

ア 必要と認められる場合には、指向性空中線、俯角付き空中線、垂直偏波及び次に掲げ

る基準に合致する同期放送方式を使用させることができるものとする。 

⑶ 超短波放送（地上系）（移動受信用地上基幹放送を行うものを除く。） 

ア 必要と認められる場合には、指向性空中線、俯角付き空中線、垂直偏波及び次に掲げ

る基準に合致する同期放送方式を使用させることができるものとする。 

（ 必 要 的 諮 問 事 項 は ゴ シ ッ ク 体 ） 
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相互に同期放送の関係にある基幹放送局は、同時に同一番組を放送するものであって

、相互に同期放送の関係にある基幹放送局の搬送周波数の差及び最大周波数偏移の差が

、受信機において単一の放送波として適切に受信できる範囲内であること。 

相互に同期放送の関係にある基幹放送局は、同時に同一番組を放送するものであって

、相互に同期放送の関係にある基幹放送局の搬送周波数の差が2Hzを超えて変わらない

ものであること、かつ、最大周波数偏移の差が1kHzを超えて変わらないものであること。 

［イ 略］ ［イ 同左］ 

備 考  表 中 の ［  ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。  



資料３

電波監理審議会審議資料 

令和８年８月３１日 

株式会社エフエム石川所属基幹放送局の業務管理体制の変更の許可

（令和８年８月３１日 諮問第２９号）

［新たな業務委託の開始］ 

（連絡先） 

電波監理審議会について 

総務省総合通信基盤局総務課 

（松下課長補佐、後藤官、宮内官） 

電話：０３－５２５３－５８２９ 

諮問内容について 

総務省情報流通行政局放送技術課 

（戸部課長補佐、小林係長、荒巻官） 

電話：０３－５２５３－５７８６ 



１ 
諮問第２９号説明資料 

株式会社エフエム石川所属基幹放送局の業務管理体制の変更の許可 

（新たな業務委託の開始） 

１ 諮問の概要 

株式会社エフエム石川（代表取締役社長 築田 和夫。以下「エフエム石川」という。）より、同社の基幹放送の業務に用いられ

る電気通信設備の運用の一部を他人に委託しようとすることから、電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 17 条第１項の規定に基

づき、同法第６条第２項第６号に掲げる事項（委託しようとする設備の概要及び委託先の名称）に関する変更申請がなされた。 

本件の変更申請について、総務大臣が処分をするにあたり、電波法第 99 条の 11 第１項第４号の規定に基づき、電波監理審議

会に諮問するもの。 

２ 変更概要 ※必要的諮問事項はゴシック体

エフエム石川が同社の番組送出設備及び中継回線設備の装置全般の運用監視、運用管理、保守点検及び故障対応について、業

務委託により外部の事業者に実施させるもの。【電波法第６条第２項第６号の内容の変更】 

３ 審査の結果の概要 

本件の変更申請について、電波法第７条第２項第４号イに基づき、放送法第 111 条第１項の総務省令で定める基準（設備等維

持のための業務管理体制に関する基準）に適合しているか審査を行った結果、いずれの内容についても、当該基準に適合してお

り、許可することが適当であると判断したところ。 

４ 今後の予定 

電波監理審議会より、本件の変更申請に対する許可が適当である旨の答申を受けた場合には、エフエム石川に対し、速やかに

変更許可を行う予定。 



2

（電波監理審議会決定第2号に基づき、非公表）



3

スタジオ用設備

電源設備

番組バンク 中継回線設備

電源設備 電源設備

外部回線、等

監視用設備監視用設備

電源設備

送信設備

番組送出設備

・送出管理装置
・切替装置（送出マトリクス）

基幹放送設備 委託先 委託の作業内容

番組送出設備
新たな委託先① 番組送出設備の運用監視、運用管理、保守点検及び故障対応

新たな委託先② 番組送出設備の定期的な保守点検及び故障対応

中継回線設備 新たな委託先① 中継回線設備の運用監視、運用管理、保守点検及び故障対応

※ 関係する電気通信設備について模式的に示したものであり、
実際の構成とは必ずしも一致しない場合がある。

２．エフエム石川の業務委託の範囲 赤字部分が対象装置

電気通信設備に係る技術基準の対象範囲



4

（電波監理審議会決定第2号に基づき、非公表）



5

（電波監理審議会決定第2号に基づき、非公表）
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（電波監理審議会決定第2号に基づき、非公表）



7

（電波監理審議会決定第2号に基づき、非公表）



8【参考】電波法関係規定

■電波法（昭和25年法律第131号）

（免許の申請）
第六条 略
２ 基幹放送局（基幹放送をする無線局をいい、当該基幹放送に加えて基幹放送以外の無線通信の送信をするものを含む。以下同じ。）の免許を受けようとする者は、前項の規定にか

かわらず、申請書に、次に掲げる事項を記載した書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。
一～五 略
六 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備（電気通信事業法第二条第二号に規定する電気通信設備をいう。以下同じ。）の概要並びに当該電気通信設備の一部を構成する設備

（無線設備を除く。）の運用を他人に委託しようとする場合にあつては、当該設備の概要及び委託先の氏名又は名称
七～九 略

３～９ 略

(申請の審査)
第七条 略
２ 総務大臣は、前条第二項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の各号に適合しているかどうかを審査しなければならない。

一～三 略
四 特定地上基幹放送局にあつては、次のいずれにも適合すること。

イ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備が放送法第百十一条第一項の総務省令で定める基準に適合すること。
ロ・ハ 略

五～八 略
３～６ 略

（変更等の許可等）
第十七条 略
２ 次の各号に掲げる無線局の免許人は、当該各号に定める変更があつたときは、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならない。

一 略
二 基幹放送局 第六条第二項第三号、第四号、第六号、第八号又は第九号に掲げる事項の変更（同項第六号に掲げる事項にあつては前項の総務省令で定める軽微な変更（特に軽微

なものとして総務省令で定めるものを除く。）に限り、同条第二項第九号に掲げる事項にあつては当該変更によつて第五条第四項第二号又は第三号に該当することとなるおそれ
が少ないものとして総務省令で定めるものを除く。）

３ 略

（必要的諮問事項）
第九十九条の十一 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。

一～三 略
四 第四条の規定による免許（地上基幹放送をする無線局の再免許であるものに限る。）、第八条の規定による無線局の予備免許、第九条第一項の規定による工事設計変更の許可、

同条第四項若しくは第十七条第一項の規定による無線局の目的、放送事項若しくは第六条第二項第六号に掲げる事項の変更の許可、第二十七条の五第一項の規定による包括免許、
第二十七条の八第一項の規定による特定無線局の目的の変更の許可、第二十七条の十四第一項の規定による開設計画の認定、第三十九条の二第一項の規定による指定講習機関の
指定、第四十六条第一項の規定による指定試験機関の指定、第七十条の五の二第一項の規定による無線設備等保守規程の認定、第七十一条第一項の規定による無線局の周波数等
の指定の変更若しくは登録局の周波数等若しくは人工衛星局の無線設備の設置場所の変更の命令、第七十一条の三第一項の規定による指定周波数変更対策機関の指定、第百二条
の二第一項の規定による伝搬障害防止区域の指定、第百二条の十七第一項の規定によるセンターの指定又は第百二条の十八第一項の規定による指定較正機関の指定

五 略
２ 略



9【参考】放送法関係規定

■放送法（昭和25年法律第132号）

（設備等の維持）
第百十一条 認定基幹放送事業者は、基幹放送設備及びその運用のための業務管理体制（当該認定基幹放送事業者が基幹放送設備の一部を構成する設備の運用を他人に委託している場

合にあつては、委託先における業務管理体制を含む。以下「基幹放送設備等」という。）を総務省令で定める基準に適合するように維持しなければならない。
２ 前項の基準は、これにより次に掲げる事項が確保されるものとして定められなければならない。

一 基幹放送設備の損壊若しくは故障又は不適切な運用により、基幹放送の業務に著しい支障を及ぼさないようにすること。
二 基幹放送設備等を用いて行われる基幹放送の品質が適正であるようにすること。

第百十二条 特定地上基幹放送事業者は、自己の地上基幹放送の業務に用いる電気通信設備（当該業務が第百五条の二第一項第二号に掲げる方法により行われる場合にあつては、当該
業務に用いられる基幹放送局提供事業者の基幹放送局設備を除く。以下「特定地上基幹放送局等設備」という。）及びその運用のための業務管理体制（当該特定地上基幹放送事業者
が特定地上基幹放送局等設備の一部を構成する設備の運用を他人に委託している場合にあつては、委託先における業務管理体制を含む。以下「特定地上基幹放送局等設備等」とい
う。）を前条第一項の総務省令で定める基準及び第百二十一条第一項の総務省令で定める基準に適合するように維持しなければならない。

（設備等の維持）
第百二十一条 基幹放送局提供事業者は、基幹放送局設備及びその運用のための業務管理体制（当該基幹放送局提供事業者が基幹放送局設備の一部を構成する設備の運用を他人に委託

している場合にあつては、委託先における業務管理体制を含む。以下「基幹放送局設備等」という。）を総務省令で定める基準に適合するように維持しなければならない。
２ 略

■放送法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第10号）

第二款 設備の運用に係る業務管理体制の整備

（実施体制）
第百二十三条の四 基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者は、設備等維持業務を確実に実施することができる体制を整備しなければならない。

（規程）
第百二十三条の五 基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者は、設備等維持業務を確実に実施するため、規程を定め、当該規程で定めるところにより、設備等維持業務を実施しなけ
ればならない。

（実務経験等の能力）
第百二十三条の六 設備等維持業務の実施の状況を監督する責任者及び設備等維持業務に従事する者は、当該設備等維持業務を確実に実施することができる実務経験等の能力を有して
いなければならない。

（委託業務の的確な実施を確保するための措置）
第百二十三条の七 基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者は、設備等維持業務を他人に委託する場合には、当該設備等維持業務の内容に応じ、次に掲げる措置を講じなければなら
ない。
一 設備等維持業務を確実に実施することができる能力を有する者に委託するための措置
二 委託先における設備等維持業務の実施状況を、定期的に又は必要に応じて確認することにより、委託先が当該設備等維持業務を確実に実施しているかを検証し、必要に応じ改善
させることその他の委託先に対する必要かつ適切な監督を行うための措置

三 委託先が設備等維持業務を適切に行うことができない事態が生じた場合又は当該設備等維持業務の確実な運営を確保するため必要がある場合には、当該設備等維持業務の委託に
係る契約の変更又は解除をする等の必要な措置を講ずるための措置



１０ 

（写） 

（公印・契印省略） 

 

 

 

諮 問 第 ２ ９ 号 

令 和 ８ 年 ８ 月 3 1 日 

 

電波監理審議会 

会長 笹瀬 巌 殿 

 

 

総務大臣 林 芳正 

 

 

 

 

諮 問 書 

 

株式会社エフエム石川から電波法（昭和 25年法律第 131号）第 17条第１項の規定

に基づき、基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の一部を構成する設備の運用に

ついて、同法第６条第２項第６号に掲げる事項（委託しようとする設備の概要及び委

託先の名称）に関する変更の許可申請があり、その概要は別紙１のとおりである。 

これについて審査した結果は、別紙２のとおりであり、電波法第７条第２項に適合

していると認められる。 

よって、電波法第６条第２項第６号に掲げる事項に関する変更について、申請のと

おり許可することとしたい。 

 

上記について、電波法第 99条の 11第１項第４号の規定に基づき諮問する。 

 

 

 

 



資料４ 

電波監理審議会審議資料 

 

令和８年８月３１日 

 

 

 

 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案 
（令和８年８月３１日 諮問第３０号） 

 

［衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの 

導入に係る制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （松下課長補佐、後藤官、宮内官） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課 

                        （渡辺課長補佐、矢萩係長、小山官、佐々木官） 

                         電話：０３－５２５３－５８１６ 
 



諮問第 30 号説明資料 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案 

（衛星コンステレーションによる携帯電話向け 

700MHz 帯非静止衛星通信システムの導入に係る制度整備） 
 

 

１ 諮問の概要  

 衛星コンステレーションによる携帯電話向け 700MHz帯非静止衛星通信システムは、離島、海上、山間部等の通信インフラが整備さ

れていない地域を効率的にカバーできるほか、自然災害等の非常時の通信手段としても有用であることから、その導入・展開が期待

されている。 

 国内の利用ニーズに迅速に対応し、円滑な導入を図るため、令和 7年 9月から情報通信審議会において「衛星コンステレーション

による携帯電話向け 700MHz 帯非静止衛星通信システムの技術的条件」の検討を進め、令和 8 年 6 月に情報通信審議会から一部答申

を受けたところである。 

 今般の改正は、当該答申を踏まえて、衛星コンステレーションによる携帯電話向け 700MHz 帯非静止衛星通信システムの導入に係

る制度整備を行うため、電波法施行規則等の一部を改正するものである。 

 

２ 改正又は変更概要  

 ※必要的諮問事項はゴシック体 

(1) 電波法施行規則関係 

 ・700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局を特定無線局とする規定を追加               【第 15 条の 3】 

(2) 無線設備規則 

 ･700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の空中線電力の許容偏差を追加            【第 14 条】 

 ・700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の技術基準に係る規定を追加         【第 49 条の 23 の 7】 

 ・700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の周波数の許容偏差を追加             【別表第 1号】 

 ・700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の占有周波数帯幅の許容値を追加          【別表第 2号】 
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(3) 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

 ・700MHz 帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備を特定無線設備とする規定を追加            【第 2条】 

(4) 特定無線局の開設の根本的基準 

 ・衛星ダイレクト通信を行う無線局の開設が可能な者を当該無線局の周波数と同一の周波数を使用する携帯無線通信を行う無線局

を開設し、運用している者に限定する規定を追加                               【第 2条】 

 

３ 施行期日  

 答申を受けた場合は、速やかに改正予定。（令和 8年 9月末頃施行予定） 

 

４ 意見募集の結果  

 本件に係る行政手続法（平成 5年法律第 88号）第 39条第 1項の規定に基づく意見公募の手続については、令和 8年 7月 11日（土）

から同年 8月 10日（月）までの期間において実施済みであり、計 10件の意見があった。 

2 



 衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムは、離島、海上、山間部等の通信インフラが整
備されていない地域を効率的にカバーできるほか、自然災害等の非常時の通信手段としても有用であることから、その導入・展開
が期待されている。

 国内の利用ニーズに迅速に対応し、円滑な導入を図るため、令和7年9月から情報通信審議会において「衛星コンステレーションに
よる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの技術的条件」の検討を進め、令和8年6月に情報通信審議会から一
部答申を受けたところである。

 今般の改正は、当該答申を踏まえて、衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの導入に
係る制度整備を行うため、電波法施行規則等の一部を改正するものである。

3改正の背景等

• 令和7年9月 情報通信審議会において技術的条件に関する検討開始
• 令和8年6月 情報通信審議会から技術的条件に関する一部答申

システム構成

検討経過

携帯移動地球局
（既存のスマートフォン等） GW地球局



4システムの諸元

 700MHz帯非静止衛星通信システムの利用周波数は、携帯移動地球局と衛星局間（サービスリンク）は700MHz帯（衛星
局から携帯移動地球局：770-773MHz、携帯移動地球局から衛星局：715-718MHz）を使用し、衛星局とGW地球局間（フィーダリン
ク）は40GHzから50GHzまでの周波数帯（衛星局からGW地球局：39.5-41GHz、42-42.5GHz、GW地球局から衛星局： 45.5-
47GHz、48.2-48.7GHz）を使用する。

700MHz帯非静止衛星通信システム（衛星局、移動局、GW地球局）の諸元

※ 開設計画の認定期間中における当該周波数の衛星ダイレクト通信での利用は、認定を受けた開設計画の内容に抵触しない範囲に限定して行われることが必要。

項目 内容
衛星総数 248基
衛星軌道高度 520km / 685km / 690km

利用周波数
サービスリンク 衛星局から携帯移動地球局： 770-773 MHz※

携帯移動地球局から衛星局： 715-718 MHz

フィーダリンク 衛星局からGW地球局： 39.5-41 GHz、42-42.5 GHz
GW地球局から衛星局： 45.5-47 GHz、48.2-48.7 GHz

空中線電力
サービスリンク 携帯移動地球局から衛星局： 23dBm （携帯電話端末と同等）

衛星局から携帯移動地球局： 36.4dBm/MHz

フィーダリンク 衛星局からGW地球局： 6.8dBm/MHz
GW地球局から衛星局： -

アンテナ利得
サービスリンク 携帯移動地球局から衛星局： 0dBi （EIRP 23dBm） （携帯電話端末と同等）

衛星局から携帯移動地球局： 38.6dBi（仰角15度）、32.2dBi（仰角90度）

フィーダリンク 衛星局からGW地球局： 45dBi
GW地球局から衛星局： 58.3dBi

サービスリンクの衛星ビーム径 直径約48km
複数衛星からの同時送信 最大４基



5

 衛星ダイレクト通信システムは、携帯電話に割り当てられた周波数（IMT周波数）を使用して携帯電話端末が人工衛星と直接通
信を行い、当該人工衛星を介して携帯電話網のコアネットワークに接続することで通信を実施。

衛星ダイレクト通信システムの構成

携帯電話端末

衛星周波数
（45.5-47 GHz、
48.2-48.7 GHz）

衛星周波数
（39.5-41 GHz、

42-42.5 GHz）
IMT周波数

（715-718 MHz）

IMT周波数
（770-773 MHz）

人工衛星
※海外主管庁が免許

コアネットワーク

端末 基地局/バックホール コアネットワーク

衛星ダイレクト通信

（参考）携帯無線通信

コアネットワーク

基地局携帯電話端末

ゲートウェイ

コアネットワークが
基地局を介して
携帯電話端末を制御

米国AST社の
Blue Bird衛星システムの場合

※NB-IoT、eMTC等のIoT通信端末を含む。

※NB-IoT、eMTC等のIoT通信端末を含む。

IMT周波数
（770-773 MHz）

IMT周波数
（715-718 MHz）

（陸上移動局）

（携帯移動地球局）

（携帯基地地球局/地球局）

（基地局）

⇒ 衛星ダイレクト通信対応の携帯電話端末について、新たに「携帯移動地球局」として免許を付与することにより、従来の基地局との通信に
加え、人工衛星との直接通信も可能とする。（携帯電話端末は「陸上移動局」と「携帯移動地球局」の二重の免許を受けることとなる。）



6主な改正法令
■電波法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第14号）

• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局を特定無線局とする規定を追加（第15条の３）

■無線設備規則（昭和25年電波監理委員会規則第18号）
• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の空中線電力の許容偏差を追加（第14条）
• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の技術基準に係る規定を追加（第49条の23の7）
• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の周波数の許容偏差を追加（別表第１号）
• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備の占有周波数帯幅の許容値を追加（別表第２号）

※一部具体的数値は告示で規定

■特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則（昭和56年郵政省令第37号）
• 700MHz帯衛星ダイレクト通信システムの無線局の無線設備を特定無線設備とする規定を追加（第２条）

■特定無線局の開設の根本的基準（平成9年郵政省令第72号）
• 衛星ダイレクト通信システムの無線局等の開設が可能な者を、当該無線局の周波数と同一の周波数を使用する

携帯無線通信を行う無線局を開設し、運用している者に限定する規定を追加（第２条）

■周波数割当計画（令和6年総務省告示第402号）
• 現在携帯無線通信用に割り当てられている700MHz帯の周波数について、携帯移動衛星通信を

行う移動衛星業務（地球から宇宙／宇宙から地球）でも二次業務で使用することができる旨の
脚注を追加

• 48.2-48.7GHzの周波数帯について、一定の条件の下で、放送衛星業務の
フィーダリンク以外の固定衛星業務の局にも使用することができる旨の脚注を追加

その他、関連する告示及び電波法関係審査基準を改正予定

※諮問第31号で
諮問
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【意見提出者一覧（五十音順）】 

楽天モバイル株式会社 ソフトバンク株式会社 自然科学研究機構国立天文台 電波天文周波数委員会 

一般社団法人日本アマチュア無線連盟 個人（6件） 

【提出意見件数（意見提出者数）：10 件】 

No. 
意見 

提出者 
該当箇所 提出された意見 総務省の考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

1 楽天モバ

イル株式

会社

全般  本改正は情報通信審議会からの「非静止衛星を利用する移動衛星通信システムの技術的条件」の

うち 「衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの技術的条

件」について一部答申された内容に基づき、本システムの導入に向けた制度整備を行うために、電

波法施行規則等の一部を改正するものであり、本省令案等に賛同いたします。 

 本システムの導入により、既存の携帯電話端末から衛星通信を利用することが可能となり、離

島、海上、山間部等の通信インフラが整備されていない地域を効率的にカバーして当該地域に通信

サービスを提供するとともに、自然災害時等の非常時においては既存の携帯電話網を補完する通信

手段として利用することにより、電波の有効利用が拡大すると考えております。

 また、本省令改正案は電波政策懇談会における「陸・海・空・宇宙といったあらゆる空間におけ

る電波利用の拡大への対応」として、「衛星ダイレクト通信の円滑なサービス開始に向けて、総務

省においては、技術基準の策定を速やかに行う」との報告に沿うものであり、本制度整備に向けた

取り組みに感謝申し上げるとともに、本システムの速やかな導入に向け、本省令案等の公布および

施行につきまして、速やかな対応を希望致します。 

本案への賛同意見とし

て承ります。 

無 

 
電波法施行規則等の一部を改正する省令案等に対する意見及びそれに対する総務省の考え方 

「衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの導入に向けた制度整備」 

に対して提出された意見及び当該意見に対する総務省の考え方 

［意見期間：令和8年7月11日（土）～令和8年8月10日（月）］ 

意見提出者：計10件（法人等4件、個人6件） 
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2 ソフトバ

ンク株式

会社 

全般  700MHz帯の衛星ダイレクト通信は、衛星・地上ネットワークでの同一周波数利用が前提となるた

め、運用には地理的な分割等の措置が必要となります。その際、特に、移動局から衛星へのアップ

リンク干渉を回避する観点から、700MHz帯衛星ダイレクト通信のサービスエリアの設定に際して

は、移動通信システムの地上エリアの端部から一定程度の離隔距離を確保する必要がある点につい

て、十分な配慮が求められるものと考えます。 

 また、令和8年6月に一部答申された衛星通信システム委員会報告では、「開設計画の認定期間中

における当該周波数の衛星ダイレクト通信での利用は、認定を受けた開設計画の内容に抵触しない

範囲に限定して行われることが必要である」とされています。 

 このため、本省令等の施行後においても、認定開設者においては、移動通信システムの地上エリ

アと700MHz帯衛星ダイレクト通信エリアの地理的離隔を適切に確保するとともに、認定を受けた開

設計画に従い、地上系の特定基地局を計画どおり整備・開設し、当該開設計画が着実に履行される

ことが重要と考えます。あわせて、その履行状況についても適切な監督が行われることを期待しま

す。 

電波法関係法令に基づ

き、総務省として適切な制

度運用に努めてまいりま

す。 

無 

3 自然科学

研究機構 

国立天文

台  

電波天文

周波数委

員会 

電波法関係審査

基準の一部を改

正する訓令 別

紙２（第５条関

係）無線局の目

的別審査基準 

他の無線局との

干渉調整等 

700 MHz帯非静止衛星通信システムのフィーダリンクのアップリンクで使用する45.7-47.0 GHzは、

電波天文にとって重要で一次分配のある42.5 – 43.5 GHzに近い周波数帯です。共用検討の結果が

示された衛星通信システム委員会報告書では、電波天文への有害干渉を避けるために「GW地球局に

ついては、適切な離隔距離の確保が必要」とされています。GW地球局が福島にある場合には必要離

隔距離が確保できるため共用可能という結論ですが、今後福島以外に設置する場合は離隔距離の確

保あるいは個別の運用調整が必要となります。 

電波天文局は受信のみの業務のため電波法上の「無線局」ではありませんが、無線局の目的別審査

基準における「他の無線局との干渉調整等」の対象として、離隔距離を確保するために事前の運用

調整が必要なことを適切に明記いただきたくお願いいたします。 

フィーダリンクで使用

する地球局等については、

免許申請の都度、具体的条

件の下で、電波天文の受信

設備を含む既存無線局等

への干渉影響を確認し、そ

の結果を踏まえて免許の

可否を個別に判断するこ

ととしております。 

無 

4 一般社団

法人日本

アマチュ

ア無線連

盟 

フィーダリンク

地球局 

 この度の意見募集について、当連盟として次のとおり意見を提出いたします。 

 アマチュア無線で使用している47.0-47.2GHz帯と隣接周波数を使用するフィーダリンク衛星局・

地球局間通信との間における与干渉・被干渉については、他の無線システムとは異なり、十分な干

渉影響に関する共用検討が行われていないことを、当連盟として大変遺憾に存じます。 

 これまで検討されてきた衛星通信システム委員会報告の資料を拝見すると、既に共用検討が行わ

れた「38GHz帯無線アクセスシステム」の送受信諸元におけるアンテナ利得は42.6dBiであり、アマ

チュア無線においても47GHz帯ではアンテナ利得45dBi程度を使用しており、比較して近似している

ほか、送信電力についても一部相違はあるものの、全体として類似した条件であると考えられま

す。つきましては、十分な干渉影響について検討を行っていただくことを希望いたします。 

 なお、アマチュア無線における47GHz帯の運用では、山岳地等へ移動し、高利得アンテナを使用

した運用形態も多く見られます。このため、フィーダリンク地球局近隣での運用など、免許時の想

定を超える与干渉・被干渉が発生する可能性も考えられます。 

フィーダリンクで使用

する地球局等については、

免許申請の都度、具体的条

件の下で、アマチュア無線

局を含む既存無線局等へ

の干渉影響を確認し、その

結果を踏まえて免許の可

否を個別に判断すること

としております。 

無 

5 個人1 ｰ 47.0―47.2GHzの一次業務であるアマチュア無線周波数は45.5-47.0GHzの衛星へのフィーダリンク

との隣接周波数になっており、他の既存無線システムと同様に共用検討後に制度化するものと考え

ます。本制度化は共用検討せずに進めているため前提要件を満足していないのではと考えます。 
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6-1 個人2 

 

平成15年総務省

告示第344号

（外国の無線局

等の無線設備が

電波法第三章に

定める技術基準

に相当する技術

基準に適合する

事実を定める

件）の一部を改

正する告示案 

について 

のちに出された令和8年8月4日付報道資料『電波法施行規則及び無線局免許手続規則の一部を改正

する省令案等に関する意見募集』と，改正箇所が重なっている（ぶつかっている）のではないでし

ょうか． 

 

第2項において， 

 

○7月10日付改正案（700MHz帯衛星ダイレクト通信対応） 

15号を改正，16号（NB-IoT）・17号（eMTC）を割り込ませ新設，旧16号（ローカル5G）を18号に繰

り下げ． 

 

○8月4日付改正案（免許手続きの迅速化・簡素化） 

7号を改正（RedCapをここに巻き取り），8・9号を削り，旧10？16号を繰り上げ8？14号に，15号

（ローカル5G RedCap）を新設． 

本案の施行前に他の改

正条文が施行され、対象条

文に変更が生じた場合に

は、その内容を踏まえ必要

な条文の整理を行います。 

無 

6-2 令和６年総務省

告示第447号

（シングルキャ

リア周波数分割

多元接続方式携

帯移動衛星通信

を行う携帯移動

地球局の無線設

備等の不要発射

の強度の許容値

その他の条件を

定める件）の一

部を改正する告

示案 について 

(1) 列記の最後に「及び」を入れる／入れないの統一を． 

 

改正後の1項4号の表の3列目（見出し列を除く，以下同じ．）では，以下のとおり「及び」あり． 

「...八九〇MHz以下及び九四五MHz以上九六〇MHz以下を除く。」 

 

同 9列目では，以下のとおり「及び」なし． 

「...四、一〇〇MHz以下、四五〇〇MHz以上四九〇〇MHz以下を除く。」 

 

なお，改正前の1項3号の表の5列目では，「及び」なし． 

「...二、〇二五MHz以下、二、一一〇MHz以上二、一七〇MHz以下を除く。」 

 

 

(2) 改正前の表の注で，末尾の「。」が欠落． 

改正前の1項1号(1)の表の注で，「...周波数とする」に続いてあるべき「。」が欠落． 

同号(2)，および，同項2号においても同様． 

ご意見を踏まえ、記載の

不統一及び誤記を修正い

たします。 

有 
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7 個人3 - 意見の要旨 

 

本改正案の全部に賛成します。 

国民にとって明確な利益があり、かつ減税派の立場から見て、新たな税負担や政府支出の増大を招

かず、民間活力と既存の電波資源を最大限活用して公共の便益を高める健全な制度整備であるため

です。国民に不利益を与える部分は見当たらないため、反対すべき箇所はありません。 

 

賛成する理由（国民利益と減税派の観点） 

 

1. 国民の利益（通信格差の解消と災害時の安全確保） 

本制度整備は、衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システム（サ

ービスリンク:上り715-718 MH z、下り770-773 MHzなど）の導入を可能にするものです。離島・海

上・山間部など地上インフラが十分でない地域を効率的にカバーし、自然災害時の通信手段として

も有用です。既存のスマートフォンで衛星と直接通信できる仕組みは、国民の通信アクセスを向上

させ、緊急時の安否確認や情報伝達を確実にします。これにより、災害による人的・経済的被害を

抑制し、長期的に国民生活の安定に寄与します。 

2. 減税派として強く評価できる点（税負担増なし・民間主導の効率化） 

- 大規模な地上基地局建設や政府による直接的なインフラ投資を必要とせず、民間事業者（衛星コ

ンステレーション運営者および携帯事業者）の技術・投資によりカバーを実現します。これは「民

間にできることは民間に任せる」原則に沿い、公費投入を最小限に抑えるものです。 

既存の携帯電話用700 M H z帯の一部を、干渉防止措置を講じた上で移動衛星業務に活用する周波

数割当計画の変更は、有限な電波資源の有効利用そのものです。新規の周波数確保や大規模再編に

伴うコストを避け、行政コストを抑制します。 

技術基準（占有周波数帯幅、不要発射の強度、審査基準など）や混信防止条件の明確化は、既存シ

ステム（地上デジタルテレビ、特定ラジオマイク、I TSなど）との共存を確保しつつ、過度な規制

ではなく必要な最小限のルール整備です。これにより、サービスの早期導入が促進され、競争を通

じた料金の低廉化やサービス向上が期待できます。 

結果として、過疎地対策や災害対策に充てるべき公費の削減・効率化につながり、税負担を増やさ

ない方向で国民全体の利益を拡大します。 

3. 不利益部分について 

本改正案を精査しても、国民に不利益を及ぼす部分（新たな税金・手数料の賦課、民間への不当な

負担転嫁、競争制限、電波秩序の破壊など）は認められません。技術基準の設定や干渉防止措置

は、むしろ電波の適正利用と既存利用者の保護に資するものであり、経過措置も適切に設けられて

います。したがって、反対する部分はありません。 

 

要望（減税派としての追加意見） 

 

制度施行後も、技術基準が過度に厳格化されて機器コストを不必要に押し上げ、利用者負担増につ

本案への賛同意見とし

て承ります。 

国際標準との整合や柔

軟な運用に関するご要望

については、今後の施策の

参考とさせていただきま

す。 

無 
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ながらないよう、国際標準との整合や柔軟な運用を維持してください。 

周波数の共用状況を定期的に検証し、遊休や非効率が生じた場合はさらなる民間開放や規制緩和を

検討してください。これにより、長期的に税負担を増やさない健全な電波行政を実現できます。 

意見募集結果を踏まえ、速やかに制度整備を進め、国民が早期に恩恵を受けられるようにしてくだ

さい。 

 

以上の理由から、本省令案・関連告示案・訓令案の全部に賛成し、迅速な制度化を強く支持しま

す。 

8-1 個人4 電波法関係審査

基準の一部を改

正する訓令案 

別紙2（第5条関

係） 無線局の

目的別審査基準 

第3 衛星関係 1 

システム別審査

基準 (19) エ 

(7) B 

* **意見の要旨** 

特定の民間システム名（Blue Birdシステム）の明記を避け、技術的要件および軌道要素による包

括的な表現に改めるべきである。 

* **意見及び理由** 

審査基準案において「Blue Birdシステムの人工衛星局」と特定の民間システム名が名指しで規定

されています。公的な審査基準において特定のシステム名を明記することは、技術的中立性および

今後の他事業者参入時における公平性の観点から課題が残ります。 

 

将来的により多くの事業者が同様の700MHz帯を用いた非静止衛星通信システムを導入しようとした

際、その都度審査基準を改正せねばならず、行政手続きの硬直化や参入障壁を招く恐れがありま

す。 

比較的容易に実施できる改善点として、システム名を削除して「高度500kmから700kmまでの軌道に

位置する非静止衛星通信システムの人工衛星局」とするか、あるいは「Blue Birdシステム等の非

静止衛星通信システムの人工衛星局」のように記述を包括化することで、公平性と将来の拡張性を

確保することを提案します。 

電波法関係審査基準の

改正案は、BlueBirdシステ

ムの無線局諸元を前提と

した共用検討の結果を踏

まえて策定したものであ

り、700MHz帯の周波数を使

用する非静止衛星通信シ

ステム一般を対象とする

ことは想定していません。 

また、地球局等の免許申

請においては、通信の相手

方となる人工衛星又は衛

星通信システムが特定さ

れることが適切であるた

め、本審査基準案ではシス

テム名を記載しています。

したがって、本案について

は、原案のとおりとしま

す。 

無 
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8-2 電波法関係審査

基準の一部を改

正する訓令案 

別紙2（第5条関

係） 無線局の

目的別審査基準 

第3 衛星関係 1 

システム別審査

基準 (19) コ 

(7) (ウ) 

 

* **意見の要旨** 

特定ラジオマイク等の既存局免許人への情報提供や窓口設置について、関係事業者間での共同実施

や共通プラットフォームの活用を容認・推奨する文言を追加すべきである。 

* **意見及び理由** 

案では、既存の特定ラジオマイク等の免許人に対し、人工衛星局のビーム照射区域に係る情報の事

前提供や問合せ窓口の設置などを申請者（事業者）に求めています。しかし、特定ラジオマイクは

イベント等で移動して運用されることも多く、将来的に複数の衛星事業者が参入した場合、個々の

事業者が個別に情報提供や窓口対応を行う形式では、地上の既存免許人側における情報確認の負荷

が過大になり、運用の実効性が低下する懸念があります。 

 

比較的容易にできる改善点として、該当規定の末尾に「（関係事業者間で共同して実施する措置を

含む。）」などの文言を追加することを提案します。これにより、事業者間で共通の情報提供プラッ

トフォームやワンストップの共同窓口を構築することが制度上明確になり、既存局免許人の利便性

向上と事業者側の運用負荷軽減を両立させ、干渉調整の実効性を高めることが可能となります。 

情報提供等の具体的な

方法については関係事業

者間の調整・判断に委ねる

ことが適切であり、制度上

特定の手法を示す必要は

ないと考えられることか

ら、原案のとおりとしま

す。 

無 

9 個人5 - 本省令案等の公表および意見募集にあたり、現在日本社会を深刻に蝕む経済格差の拡大というすべ

ての元凶、および通信や電波利用の分野において金儲け優先の構造がもたらしている数々の矛盾と

過剰な負担に対し、重大な懸念と強い怒りをもって以下の通り意見を述べさせていただきます。 

第一に、携帯電話や通信インフラは、現代社会において生活必需品であり極めて重要な公共インフ

ラであるにもかかわらず、大手事業者による寡占状態、複雑怪奇なセット割引、巧妙な囲い込みや

乗り換え制限、さらにはサポート終了を口実にした端末の強制買い替えビジネスや高騰化が野放し

にされてきたという現実に対する徹底的な是正です。生活苦や物価高に喘ぐ一般の労働者・生活者

を尻目に、特定の通信キャリアや大資本が金儲けを最優先し、過度なコストや複雑な料金プランの

負担を国民に押し付け続ける構造は、社会の分断と格差の拡大を加速させる元凶にほかならないた

め、直ちに公共料金並みの厳格な規制と公平性の担保へと舵を切るべきです。 

第二に、セキュリティ対策、防災、あるいは最新の通信システムの導入やデジタル化という美名の

下で、次々と新たな無線・衛星の管理枠組みや不要な制度変更を重ねるアプローチは、実効性を伴

わない「いたちごっこ」の形骸化した管理強化にすぎません。現場の実態や一般市民の生活実感を

置き去りにしたまま、管理・監視の網や形ばかりのシステム対応を広げる行政手法は、国民のプラ

イバシーを脅かし、不要なコストや手続きの負担を強いるものであり断じて容認できません。 

第三に、行政や総務省が真に注力すべきは、特定事業者のための過剰な電波・インフラの利便性向

上や、実態を無視した形骸化したデジタル投資の推進ではありません。最優先されるべきは、格差

の拡大に苦しむ勤労者や生活者の生活防衛であり、通信の公共化と、すべての市民が過度な負担や

分断を感じることなく安心して暮らせる、公正で開かれた社会経済基盤の構築です。金儲け優先の

社会構造を終わりにするため、特定資本の論理を優遇する制度設計を根底から改め、国民生活全体

の公平性と納得感を担保する政策運営を強く求めます。 

 ご意見として承ります

が、「厳格な規制」、「公平性

の担保」、「国民生活全体の

公平性と納得感を担保す

る政策運営」などの具体的

内容が明らかでないため、

本案については、原案のと

おりとします。 

無 
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10 個人6  1．制度導入の方向性について 

離島、海上、山間部その他地上携帯電話網の整備が困難な地域の通信確保や、大規模災害等により

地上基地局が利用できなくなった場合の通信手段として、衛星コンステレーションを活用する方向

性には賛成します。 

一方、700MHz帯は我が国の携帯電話通信に利用される重要な電波資源です。一般国民の携帯電話が

外国企業を含む衛星ネットワークと直接通信し得る制度を整備する以上、利便性だけでなく、通信

主権、情報保全、サイバーセキュリティ及び経済安全保障を制度設計の中心に位置付けることを要

望します。 

2．日本の電波資源に対する国内の管理権限を確保すること 

電波は国民共有の有限な資源であり、外国企業又は外国政府が実質的に日本の周波数利用を支配す

る状態を生じさせてはなりません。 

今回の制度では700MHz帯の衛星利用は既存業務に対する二次業務として位置付けられていますが、

この原則を厳格に維持し、日本国内の携帯電話事業者及び総務省が周波数利用を実質的に管理でき

る制度としてください。 

外国衛星事業者との契約や技術仕様によって、事実上外国企業が日本国内で使用する周波数、サー

ビス地域、通信の優先順位等を自由に決定できる状態とならないことを求めます。 

日本国内で利用する電波については、日本法及び日本政府の監督権限が確実に及ぶことを制度上明

確にしてください。 

3．外国企業による不正な情報取得を防止すること 

衛星通信では、通信内容だけでなく、 

・端末識別情報 

・契約者情報 

・位置情報 

・通信日時 

・接続先 

・通信履歴 

・ネットワーク運用情報 

等の重要情報を事業者が技術的に取り扱う可能性があります。 

これらの情報が外国衛星事業者、海外の関連会社、外国政府その他第三者によって不正に取得・利

用されないことを制度上担保してください。 

特に、通信経路の一部が国外に存在する場合について、どの国の設備・地上局・データセンター・

クラウド等を経由するのかを携帯事業者及び行政が把握できる制度としてください。 

4．日本国内データの国外移転を厳格に管理すること 

可能な限り、日本国内の利用者に関係する通信管理情報、位置情報その他重要情報について、国内

で処理・保存できる体制を求めます。 

国外で処理又は保存する必要がある場合には、 

・保存国 

・保存事業者 

本案は、衛星コンステレ

ーションによる携帯電話

向け700MHz帯非静止衛星

通信システムの導入を可

能とするため、情報通信審

議会からの一部答申を踏

まえ、電波法の枠組みの下

で関係規定の整備を行う

ものです。 

 ご意見全般について、今

後の施策を検討するに当

たっての参考とさせてい

ただきます。 

無 

13 



8 

・保存期間 

・アクセス権限 

・第三者提供の条件 

・外国政府から開示要求を受けた場合の対応 

等を明確化してください。 

外国法に基づく開示命令等によって、日本国内利用者の情報が日本政府の関与なく外国政府へ提供

されるリスクについても事前に審査すべきです。 

特に国、自治体、防衛、警察、消防、医療その他重要インフラ関係者の通信については、通常以上

に厳格な情報管理を求めます。 

5．外国衛星事業者・関係会社の実質的支配者を確認すること 

外国企業と契約する場合、表面的な法人名や登記国だけでなく、 

・実質的支配者 

・主要株主 

・外国政府からの出資・支援 

・親会社及び関連会社 

・衛星の運用主体 

・地上局運用主体 

・ソフトウェア開発主体 

等を確認してください。 

外国政府、外国軍、外国情報機関その他これらと密接な関係を有する主体による不当な影響を受け

る具体的な安全保障上のリスクが確認された場合には、日本の携帯電話通信への参加を制限又は停

止できる制度を求めます。 

6．外国製設備・ソフトウェアの安全性を技術基準だけで判断しないこと 

今回の制度案には、一定の外国無線設備について国際的な技術基準との適合性を確認する制度整備

も含まれています。 

しかし、電波干渉等の技術基準に適合していることと、情報安全保障上安全であることは別問題で

す。 

外国製設備については、 

・バックドア等の不正機能 

・遠隔操作機能 

・ファームウェア 

・ソフトウェア更新経路 

・暗号鍵の管理主体 

・脆弱性管理 

・保守担当者のアクセス権限 

等についても確認してください。 

必要な場合には第三者機関によるソースコード・ファームウェア等の安全性検証を行える制度とす

ることを要望します。 
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7．外国衛星事業者への過度な依存を避けること 

日本の携帯通信圏外対策や災害通信が、特定の外国衛星事業者一社又は少数企業に依存する状態を

避けてください。 

外国企業への過度な依存が生じれば、外交関係の悪化、外国政府による規制、事業者の経営判断、

料金変更、システム障害等によって日本の通信サービスが影響を受ける可能性があります。 

複数事業者の利用可能性、国内技術の育成、代替通信手段の確保等を進め、特定外国企業がサービ

スを停止しても日本の通信機能を維持できる体制を整備してください。 

8．緊急時には日本側が運用を統制できること 

大規模災害、武力攻撃、重大なサイバー攻撃その他国家的緊急事態において、外国企業側の判断を

待たなければ通信を維持・変更できない制度としてはなりません。 

日本政府及び国内携帯事業者が必要に応じ、 

・通信の優先順位変更 

・特定地域への通信確保 

・不正端末の遮断 

・サービス継続命令への対応 

・他の衛星・地上網への切替え 

等を実施できる技術的・契約上の権限を確保してください。 

日本の国民の生命・安全に関係する通信について、外国企業が一方的に停止・制限できない体制が

必要です。 

9．地上通信網を衛星通信で安易に代替しないこと 

衛星通信の導入を理由として、国内の基地局、光回線その他地上通信インフラへの投資を過度に削

減しないことを求めます。 

衛星通信は災害時や圏外地域の補完手段として有用ですが、外国衛星事業者への依存を抑える観点

からも、国内通信基盤を維持することが重要です。 

平時の地上通信と非常時・圏外時の衛星通信を組み合わせ、多重化された強靱な通信基盤としてく

ださい。 

10．日本資本の海外流出を検証すること 

衛星通信サービスの導入によって、日本の携帯事業者や利用者が支払う料金、設備投資費、衛星利

用料等が長期間にわたり国外へ流出する可能性についても検証してください。 

外国衛星事業者等との契約については、可能な範囲で、 

・年間支払額 

・契約期間 

・料金改定条件 

・国内設備への投資額 

・国内企業への発注額 

・国内雇用や技術移転への効果 

等を確認し、日本側が過度に不利な契約条件を負わないようにしてください。 

特に公的支援、補助金、政府系金融等が関係する場合には、最終的な資金受益者を確認し、公費が
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実質的に外国企業の利益へ過度に移転することを防止してください。 

11．国内衛星・通信技術の育成を進めること 

外国衛星サービスを利用するだけでなく、日本国内の衛星、通信設備、アンテナ、半導体、ソフト

ウェア等の研究開発・生産能力を維持・強化することも重要です。 

短期的な価格の安さだけを理由として海外サービスへ全面依存すれば、将来的に日本国内から技術

や人材が失われるおそれがあります。 

衛星通信導入による経済効果については、外国企業への支払額だけでなく、国内企業への発注、国

内雇用、技術蓄積、サプライチェーン強靱化等も評価してください。 

12．重大な情報漏えい等が発生した場合の措置を明確にすること 

衛星事業者又は関連事業者について、 

・重大な情報漏えい 

・不正な情報取得 

・無断の第三者提供 

・外国政府等への不適切な情報提供 

・重大なサイバーセキュリティ違反 

・虚偽報告 

等が確認された場合には、改善命令だけでなく、重大性に応じて日本国内でのサービス制限、利用

停止、契約見直しその他必要な措置を講じられる制度を整備してください。 

また、事故発生時には原因、影響人数、流出情報、再発防止策等について速やかな報告を義務付け

てください。 

13．制度導入後の透明性と検証 

制度導入後には、 

・衛星直接通信の利用者数 

・圏外解消効果 

・災害時の利用実績 

・通信障害 

・情報漏えい 

・サイバー攻撃 

・外国事業者への支払額 

・国外へのデータ移転状況 

・国内への設備投資効果 

等について継続的に検証してください。 

安全保障上の秘密や企業秘密に配慮しつつ、国民が制度の安全性と効果を確認できる範囲で公表す

ることを要望します。 

14．総括 

衛星コンステレーションによって、離島、海上、山間部等の通信圏外を減少させ、大規模災害時の

通信手段を確保する方向性には賛成します。 

しかし、700MHz帯は我が国の重要な電波資源であり、一般国民の携帯電話が衛星ネットワークへ直
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接接続する制度である以上、外国事業者への依存や情報流出のリスクを軽視すべきではありませ

ん。 

日本の電波については日本側が実質的な管理権限を維持し、外国企業や外国政府が不当に通信情

報、位置情報等を取得できない制度としてください。 

外国衛星・外国製設備を利用する場合には、実質的支配者、データ処理場所、外国政府との関係、

サイバーセキュリティ、サービス停止リスク等を厳格に審査し、重大なリスクが認められる事業者

については利用制限を可能とすることを要望します。 

同時に、日本の携帯事業者・利用者から外国企業へ資金が過度に流出しないことを検証し、国内通

信・宇宙産業への投資、技術、人材を維持してください。 
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【参 考 資 料】 

参 照 条 文 

【必要的諮問事項関係】 

○電波法（昭和二十五年法律第百三十一号） 

（必要的諮問事項） 

第九十九条の十一 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。 

 一 第四条第一号から第三号まで（免許等を要しない無線局）、第四条の二第一項、第二項（用途、周波数その他の条件を勘案した無線局の定めに係るものに限

る。）及び第三項（適合表示無線設備とみなす条件）、第四条の三（呼出符号又は呼出名称の指定）、第六条第八項（無線局の免許申請期間）、同項第五号

（通信の最大距離）、第七条第一項第四号（基幹放送局以外の無線局の開設の根本的基準）、同条第二項第七号ハ（基幹放送に加えて基幹放送以外の無線通信

の送信をする無線局の基準）、同項第八号（基幹放送局の開設の根本的基準）、第八条第一項第三号（識別信号）、第九条第一項ただし書（許可を要しない工

事設計変更）、同条第四項及び第十七条第一項（第六条第二項第六号に掲げる事項の変更）、第十三条第一項（無線局の免許の有効期間）、第十五条（簡易な

免許手続）、第二十四条の二第四項第二号（検査等事業者の登録）、第二十六条の二第一項（電波の利用状況の調査）、第二十六条の三第一項第四号（有効利

用評価の評価事項）、第二十七条の二（特定無線局）、第二十七条の四第三号（特定無線局の開設の根本的基準）、第二十七条の五第三項（包括免許の有効期

間）、第二十七条の六第三項（特定無線局の開設等の届出）、第二十七条の十二第二項第一号（電波の有効利用の程度に関する基準）、第二十七条の十三第一

項ただし書（申出人に関する事項）、同条第二項（開設指針の制定の要否に係る勘案事項）、第二十七条の十四第七項（開設計画の認定の有効期間）、第二十

七条の十六第二項第三号（開設計画の認定の取消し猶予に係る勘案事項）、第二十七条の二十の三第八項（特定高周波数無線局の開設の認定の有効期間）、第

二十七条の二十の四第四項（特定高周波数無線局の開設の認定の取消しに係る特別の事情）、第二十七条の二十一第一項（登録）、第二十七条の二十五（登録

の有効期間）、第二十七条の二十六第一項（変更登録を要しない軽微な変更）、第二十七条の三十三第一項（包括登録人に関する変更登録を要しない軽微な変

更）、第二十七条の三十四（無線局の開設の届出）、第二十七条の三十八第一項（電気通信紛争処理委員会によるあつせん及び仲裁）、第二十八条（第百条第

五項において準用する場合を含む。）（電波の質）、第二十九条（受信設備の条件）、第三十条（第百条第五項において準用する場合を含む。）（安全施

設）、第三十一条（周波数測定装置の備付け）、第三十二条（計器及び予備品の備付け）、第三十三条（義務船舶局等の無線設備の機器）、第三十五条（義務

船舶局等の無線設備の条件）、第三十六条（義務航空機局の条件）、第三十七条（無線設備の機器の検定）、第三十八条（第百条第五項において準用する場合

を含む。）（技術基準）、第三十八条の二の二第一項（特定無線設備）、第三十八条の三第一項第二号（登録の基準）、第三十八条の三十三第一項（特別特定

無線設備）、第三十九条第一項から第三項まで、第五項及び第七項（無線設備の操作）、第三十九条の十三ただし書（アマチュア無線局の無線設備の操作）、

第四十一条第二項第二号から第四号まで（無線従事者の養成課程に関する認定の基準等）、第四十七条（試験事務の実施）、第四十八条の三第一号（船舶局無

線従事者証明の失効）、第四十九条（国家試験の細目等）、第五十条（遭難通信責任者の配置等）、第五十二条第一号から第三号まで及び第六号（目的外使

用）、第五十五条（運用許容時間外運用）、第六十一条（通信方法等）、第六十五条（聴守義務）、第六十六条第一項（遭難通信）、第六十七条第二項（緊急

通信）、第七十条の四（聴守義務）、第七十条の五（航空機局の通信連絡）、第七十条の五の二第二項第一号及び第三項ただし書（無線設備等保守規程の認定

等）、第七十条の八第一項（免許人以外の者に簡易な操作による運用を行わせることができる無線局）、第七十一条の三第四項（第七十一条の三の二第十一項

において準用する場合を含む。）（給付金の支給基準）、第七十三条第一項（検査）、同条第三項（人の生命又は身体の安全の確保のためその適正な運用の確

保が必要な無線局の定めに係るものに限る。）（国の定期検査を必要とする無線局）、第七十五条第二項第三号（無線局の免許の取消し猶予に係る勘案事

項）、第七十八条（第四条の二第五項において準用する場合を含む。）（電波の発射を防止するための措置）、第百条第一項第二号（高周波利用設備）、第百

二条の十一第四項（適正な運用の確保が必要な無線局）、第百二条の十三第一項（特定の周波数を使用する無線設備の指定）、第百二条の十四第一項（指定無
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線設備の販売における告知等）、第百二条の十四の二（情報通信の技術を利用する方法）、第百二条の十八第一項（測定器等）、同条第九項（較正の業務の実

施）、第百二条の十九第一項（相当数の無線局を開設している者の定めに係るものに限る。）（国の機関等による申請等の特例）並びに第百三条の二第七項た

だし書及び第十一項（電波利用料の徴収等）の規定による総務省令の制定又は改廃 

二～五 （略） 

２ （略） 

 
 
【委任元条項関係】 

○電波法（昭和二十五年法律第百三十一号） 

 

（特定無線局の免許の特例） 

第二十七条の二 次の各号のいずれかに掲げる無線局であつて、適合表示無線設備のみを使用するもの（以下「特定無線局」という。）を二以上開設しようとする

者は、その特定無線局が目的、通信の相手方、電波の型式及び周波数並びに無線設備の規格（総務省令で定めるものに限る。）を同じくするものである限りに

おいて、次条から第二十七条の十一までに規定するところにより、これらの特定無線局を包括して対象とする免許を申請することができる。 

一 移動する無線局であつて、通信の相手方である無線局からの電波を受けることによつて自動的に選択される周波数の電波のみを発射するもののうち、総務省

令で定める無線局 

二 （略） 

 

（申請の審査） 

第二十七条の四 総務大臣は、前条第一項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の各号に適合しているかどうかを審査しなければならない。 

 一・二 （略） 

 三 前二号に掲げるもののほか、総務省令で定める特定無線局の開設の根本的基準に合致すること。 

 

（電波の質） 

第二十八条 送信設備に使用する電波の周波数の偏差及び幅、高調波の強度等電波の質は、総務省令で定めるところに適合するものでなければならない。 

 

（その他の技術基準） 

第三十八条 無線設備（放送の受信のみを目的とするものを除く。）は、この章に定めるものの外、総務省令で定める技術基準に適合するものでなければならな

い。 

 

 

 

 

19 



 
 
（登録証明機関の登録） 

第三十八条の二の二 小規模な無線局に使用するための無線設備であつて総務省令で定めるもの（以下「特定無線設備」という。）について、前章に定める技術基

準に適合していることの証明（以下「技術基準適合証明」という。）の事業を行う者は、次に掲げる事業の区分（次項、第三十八条の五第一項、第三十八条の

十、第三十八条の三十一第一項及び別表第三において単に「事業の区分」という。）ごとに、総務大臣の登録を受けることができる。 

一～三 （略） 

２～４ （略） 
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（公印・契印省略） 

諮 問 第 3 0 号 

令和８年８月 31 日 

電波監理審議会 

会長 笹瀬 巌 殿 

総務大臣 林  芳正 

諮 問 書 

電波法（昭和25年法律第131号）第27条の２、第27条の４第３号、第28条、第

38条及び第38条の２の２第１項の規定による省令委任事項を定めるため、電波

法施行規則等の一部を改正することとしたい。 

ついては、同法第99条の11第１項第１号の規定に基づき、別紙により諮問する。 

21写 



○
総
務
省
令
第

号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
二
十
七
条
の
二
、
第
二
十
七
条
の
四
第
三
号
、
第
二
十
八
条
、

第
三
十
八
条
及
び
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和

年 
 

月

日

 
 

総
務
大
臣

林

芳
正

電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

電
波
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規

定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う

。
）

は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る

も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

別 紙 
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改

正

後

改

正

前

（
特
定
無
線
局
の
無
線
設
備
の
規
格
）

（
特
定
無
線
局
の
無
線
設
備
の
規
格
）

第
十
五
条
の
三 

法
第
二
十
七
条
の
二
の
総
務
省
令
で
定
め
る
無
線
設
備
の
規
格
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
無
線

局
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

第
十
五
条
の
三 

［
同
上
］ 

［
一
～
四 
略
］ 

［
一
～
四

同
上
］

五

電
気
通
信
業
務
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
携
帯
移
動
地
球
局

五 

［
同
上
］ 

［
⑴
～
⑼ 

略
］

［
⑴
～
⑼

同
上
］

⑽

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
技
術
基
準

⑽

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
に
規
定
す
る
技
術
基
準

⑾

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
第
一
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る
技
術
基
準

［
新
設
］ 

⑿

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
第
一
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
技
術
基
準

［
新
設
］

⒀
～
(22) 

［
略
］ 

⑾
～
⒇ 

［
同
上
］

［
六
～
十
二

略
］ 

［
六
～
十
二 

同
上
］

備
考 

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。 

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
）
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（
無
線
設
備
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

無
線
設
備
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
（
下
線
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ

。
）

を
付
し

又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ

部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
（
二
重
下
線
を

含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ

。
）

を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う

。
）

は

、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ

れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

（
空
中
線
電
力
の
許
容
偏
差
）

（
空
中
線
電
力
の
許
容
偏
差
）

第
十
四
条 
空
中
線
電
力
の
許
容
偏
差
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
送
信
設
備
の
区
別
に
従
い
、
そ
れ
ぞ
れ
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

第
十
四
条 

［
同
上
］ 

送
信
設
備

許
容
偏
差

上
限
（
パ
ー

セ
ン
ト
）

下
限
（
パ
ー

セ
ン
ト
）

［
略
］

［
略
］

［
略
］

二
十

シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ
ア

周
波
数
分
割
多
元
接
続
方

式
携
帯
移
動
衛
星
通
信
を

行
う
無
線
局
の
送
信
設
備

第
四
十
九
条
の

二
十
三
の
七
に

お
い
て
無
線
設

備
の
条
件
が
定

め
ら
れ
て
い
る

携
帯
移
動
地
球

局
の
送
信
設
備

占
有
周
波
数
帯

幅
の
許
容
値
が

二
〇
〇

kHz

の

場
合

八
七

四
七

占
有
周
波
数
帯

幅
の
許
容
値
が

一
・
四

ＭＨｚ

の

場
合

八
七

五
三

そ
の
他
の
場
合

八
七

七
九

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
八
に
お

い
て
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
又
は

地
球
局
の
送
信
設
備
で
あ
つ
て
、

携
帯
移
動
地
球
局
（
携
帯
移
動
衛

星
通
信
の
中
継
を
行
う
携
帯
移
動

地
球
局
を
除
く
。
）
と
通
信
を
行

う
も
の

八
七

六
二

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
八
に
お

い
て
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
又
は

地
球
局
の
送
信
設
備
で
あ
つ
て
、

人
工
衛
星
局
と
通
信
を
行
う
も
の 

八
七

七
四

［
略
］

［
略
］

［
略
］

送
信
設
備

許
容
偏
差

上
限
（
パ
ー

セ
ン
ト
）

下
限
（
パ
ー

セ
ン
ト
）

［
同
上
］

［
同
上
］

［
同
上
］

二
十

シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ
ア

周
波
数
分
割
多
元
接
続
方

式
携
帯
移
動
衛
星
通
信
を

行
う
無
線
局
の
送
信
設
備

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
に
お

い
て
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
送

信
設
備 

 

八
七

七
九

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
八
に
お

い
て
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
又
は

地
球
局
の
送
信
設
備
で
あ
つ
て
、

携
帯
移
動
地
球
局
（
携
帯
移
動
衛

星
通
信
の
中
継
を
行
う
携
帯
移
動

地
球
局
を
除
く
。
）
と
通
信
を
行

う
も
の

八
七

六
二

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
八
に
お

い
て
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
又
は

地
球
局
の
送
信
設
備
で
あ
つ
て
、

人
工
衛
星
局
と
通
信
を
行
う
も
の 

八
七

七
四

［
同
上
］

［
同
上
］

［
同
上
］

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七

シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ
ア
周
波
数
分
割
多
元
接
続
方
式
携
帯
移
動
衛
星
通
信
を
行
う
携

帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
で
あ
つ
て
、
七
一
五
MHz
を
超
え
七
一
八
MHz
以
下
又
は
一
、
九
二
〇
MHz
を
超
え

一
、
九
八
〇
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
送
信
し
、
七
七
〇
MHz
を
超
え
七
七
三
MHz
以
下
又
は
二
、
一
一
〇
MHz

を
超
え
二
、
一
七
〇
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
受
信
す
る
も
の
（
次
条
に
規
定
す
る
無
線
設
備
を
除
く
。
）

は
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七

シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ
ア
周
波
数
分
割
多
元
接
続
方
式
携
帯
移
動
衛
星
通
信
を
行
う
携

帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
で
あ
つ
て
、
一
、
九
二
〇
MHz
を
超
え
一
、
九
八
〇
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を

送
信
し
、
二
、
一
一
〇
MHz
を
超
え
二
、
一
七
〇
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
受
信
す
る
も
の
（
次
条
に
規
定

す
る
無
線
設
備
を
除
く
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
）
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一

一
般
的
条
件

イ 

通
信
方
式
は
、
携
帯
移
動
地
球
局
か
ら
人
工
衛
星
局
へ
送
信
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ

ア
周
波
数
分
割
多
元
接
続
方
式
を
使
用
す
る
複
信
方
式
で
あ
る
こ
と
。
た
だ
し
、
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許

容
値
が
二
〇
〇
kHz
の
も
の
に
あ
つ
て
は
半
複
信
方
式
と
す
る
こ
と
と
し
、
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許
容
値
が

一
・
四
MHz
の
も
の
に
あ
つ
て
は
半
複
信
方
式
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

［
ロ
～
ニ

略
］ 

ホ 

チ
ャ
ネ
ル
間
隔
は
、
七
一
五
MHz
を
超
え
七
一
八
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
送
信
す
る
場
合
は
、
一
八

〇
kHz
、
一
・
〇
八
 MHz
又
は
三
 MHz
と
し
、
一
、
九
二
〇
MHz
を
超
え
一
、
九
八
〇
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波

を
送
信
す
る
場
合
は
、
五
MHz
と
す
る
こ
と
。 

一

一
般
的
条
件

イ 

通
信
方
式
は
、
携
帯
移
動
地
球
局
か
ら
人
工
衛
星
局
へ
送
信
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
シ
ン
グ
ル
キ
ャ
リ

ア
周
波
数
分
割
多
元
接
続
方
式
を
使
用
す
る
複
信
方
式
で
あ
る
こ
と
。 

［
ロ
～
ニ

同
上
］

ホ 

チ
ャ
ネ
ル
間
隔
は
、
五
MHz
と
す
る
こ
と
。

［
二

略
］ 

［
二

同
上
］

２ 

前
項
の
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
（
同
項
及
び
次
項
に
規
定
す
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
並
び

に
前
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
を
除
く
。
）
は
、
前
項
に
規
定
す
る
条
件
の

ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
・
二

略
］ 

三 

搬
送
波
を
送
信
し
て
い
な
い
と
き
の
漏
え
い
電
力
は
、
送
信
帯
域
の
周
波
数
帯
で
、
空
中
線
端
子
に
お
い

て
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
こ
と
。 

イ

チ
ャ
ネ
ル
間
隔
が
三
MHz
の
も
の
に
あ
つ
て
は
、
任
意
の
二
・
七
MHz
幅
で
（
－
）
四
八
・
五
デ
シ
ベ
ル

（
一
ミ
リ
ワ
ッ
ト
を
〇
デ
シ
ベ
ル
と
す
る
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
以
下
で
あ
る
こ
と
。 

ロ

チ
ャ
ネ
ル
間
隔
が
五
MHz
の
も
の
に
あ
つ
て
は
、
任
意
の
四
・
五
MHz
幅
で
（
－
）
四
八
・
五
デ
シ
ベ
ル
以

下
で
あ
る
こ
と
。

［
四
・
五 

略
］ 

２ 

前
項
の
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
は
、
同
項
に
規
定
す
る
条
件
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す

る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

［
一
・
二

同
上
］

三 

搬
送
波
を
送
信
し
て
い
な
い
と
き
の
漏
え
い
電
力
は
、
送
信
帯
域
の
周
波
数
帯
で
、
空
中
線
端
子
に
お
い

て
、
任
意
の
四
・
五
MHz
幅
で
（
－
）
四
八
・
五
デ
シ
ベ
ル
（
一
ミ
リ
ワ
ッ
ト
を
〇
デ
シ
ベ
ル
と
す
る
。
）
以

下
で
あ
る
こ
と
。 

［
新
設
］ 

［
新
設
］

［
四
・
五

同
上
］

３ 

第
一
項
の
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
で
あ
つ
て
、
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許
容
値
が
二
〇
〇
 kHz
の
も
の

は
、
同
項
に
規
定
す
る
条
件
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一 

送
信
す
る
電
波
の
周
波
数
は
、
通
信
の
相
手
方
で
あ
る
人
工
衛
星
局
の
電
波
を
受
信
す
る
こ
と
に
よ
つ
て

、
総
務
大
臣
が
別
に
告
示
す
る
周
波
数
の
範
囲
内
か
ら
自
動
的
に
選
択
さ
れ
る
こ
と
。 

二 

人
工
衛
星
局
か
ら
の
電
波
の
受
信
電
力
の
測
定
又
は
通
信
の
相
手
方
で
あ
る
人
工
衛
星
局
か
ら
の
制
御
情

報
に
基
づ
き
、
空
中
線
電
力
が
必
要
最
小
限
と
な
る
よ
う
自
動
的
に
制
御
す
る
機
能
を
有
す
る
こ
と
。 

三

搬
送
波
を
送
信
し
て
い
な
い
と
き
の
漏
え
い
電
力
は
、
送
信
帯
域
の
周
波
数
帯
で
、
空
中
線
端
子
に
お
い

て
、
任
意
の
一
八
〇
 kHz
幅
で
（
－
）
四
八
・
五
デ
シ
ベ
ル
（
一
ミ
リ
ワ
ッ
ト
を
〇
デ
シ
ベ
ル
と
す
る
。
）
以

下
で
あ
る
こ
と
。 

四

空
中
線
電
力
は
、
二
〇
〇
ミ
リ
ワ
ッ
ト
以
下
で
あ
る
こ
と
。

五

送
信
空
中
線
の
絶
対
利
得
は
、
三
デ
シ
ベ
ル
以
下
で
あ
る
こ
と
。

［
新
設
］ 

４

第
一
項
の
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
で
あ
つ
て
、
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許
容
値
が
一
・
四
MHz
の
も
の

は
、
同
項
に
規
定
す
る
条
件
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一 

送
信
す
る
電
波
の
周
波
数
は
、
通
信
の
相
手
方
で
あ
る
人
工
衛
星
局
の
電
波
を
受
信
す
る
こ
と
に
よ
つ
て

自
動
的
に
選
択
さ
れ
る
こ
と
。 

［
新
設
］
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二

人
工
衛
星
局
か
ら
の
電
波
の
受
信
電
力
の
測
定
又
は
通
信
の
相
手
方
で
あ
る
人
工
衛
星
局
か
ら
の
制
御
情

報
に
基
づ
き
、
空
中
線
電
力
が
必
要
最
小
限
と
な
る
よ
う
自
動
的
に
制
御
す
る
機
能
を
有
す
る
こ
と
。 

三

搬
送
波
を
送
信
し
て
い
な
い
と
き
の
漏
え
い
電
力
は
、
送
信
帯
域
の
周
波
数
帯
で
、
空
中
線
端
子
に
お
い

て
、
任
意
の
二
・
七
MHz
幅
で
（
－
）
四
八
・
五
デ
シ
ベ
ル
（
一
ミ
リ
ワ
ッ
ト
を
〇
デ
シ
ベ
ル
と
す
る
。
）
以

下
で
あ
る
こ
と
。 

四

空
中
線
電
力
は
、
二
〇
〇
ミ
リ
ワ
ッ
ト
以
下
で
あ
る
こ
と
。

五

送
信
空
中
線
の
絶
対
利
得
は
、
三
デ
シ
ベ
ル
以
下
で
あ
る
こ
と
。

別
表

第
一

号
（

第
５
条

関
係

）
 

別
表

第
一

号
（

第
５

条
関

係
）

 

周
波

数
許

容
偏

差
の

表
 

周
波

数
許

容
偏

差
の

表
 

［
表

略
］

 
［

表
同

左
］

 

［
注

１
～

5
7
 

略
］

 
［

注
１

～
5
7
 

同
左

］
 

5
8
 

次
に

掲
げ

る
携

帯
移

動
地

球
局

及
び

地
球

局
の

送
信

設
備

に
使

用
す

る
電

波
の

周
波

数
の

許
容

偏
差

は
、

こ
の

表
に

規
定

す
る
値

に
か

か
わ

ら
ず

、
次
の

と
お

り
と

す
る

。
 

5
8
 

［
同

左
］

 

⑴
第
4
9
条

の
2
3
の
７

に
規

定
す

る
携
帯

移
動

地
球

局

次
の

式
に

よ
り
求

め
ら

れ
る

値
を
許

容
偏

差
と

す
る

（
f
は

、
送

信
周

波
数

（
単

位
H
z
）

と
す

る
。

）
。

ア
第

4
9
条

の
2
3
の

７
第

１
項

及
び

第
３

項
に

規
定

す
る

携
帯

移
動

地
球

局
の

無
線

設
備

又
は

同
条

第
１

項
及

び
第

４
項

に
規

定
す

る
携

帯
移

動
地

球
局

の
無

線
設

備
の

う
ち

半
複

信
方

式
の

も
の

で
あ

つ
て

連

続
送

信
時
間

が
6
4
ミ
リ

秒
を

超
え

る
も

の
 

 
 

（
0
.
2
×

f
×
1
0
-
6＋

1
5
）
H
z
 

イ
ア

に
掲

げ
る
以

外
の

無
線

設
備

（
0
.
1
×

f
×
1
0
-
6＋

1
5
）
H
z

⑴
第
4
9
条

の
2
3
の

７
に
規

定
す

る
携
帯

移
動

地
球

局

次
の

式
に

よ
り

求
め
ら

れ
る

値
を
許

容
偏

差
と

す
る

（
f
は

、
送

信
周
波
数

（
単

位
H
z
）
と

す
る

。
）

。

 
 

（
0
.
1
×
f
×
1
0
-
6＋

1
5
）
H
z
 

 
 

［
⑵

 
略

］
 

 
 

［
⑵

 
同

左
］

 

 
［

5
9
 

略
］

 
 

［
5
9
 

同
左

］
 

別
表

第
二

号
（

第
６
条

関
係

）
 

別
表

第
二

号
（

第
６

条
関

係
）

 

［
第

１
～

第
7
9
 
略

］
 

［
第

１
～

第
7
9
 

同
左

］
 

第
8
0
 

第
4
9
条

の
2
3
の

７
及

び
第

4
9
条

の
2
3
の

８
に

規
定

す
る

無
線

設
備

の
占

有
周

波
数

帯
幅

の
許

容
値

は
、

第
１

か
ら

第
４

ま
で

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

次
の

と
お

り
と

す
る

。
こ

の
規

定
の

適
用

を
受

け
る

周
波

数

を
指

定
す

る
場

合
に
は

、
占

有
周

波
数

帯
幅
の

許
容

値
を

電
波

の
型

式
に

冠
し

て
表

示
す

る
。

 

 
 

１
 

チ
ャ

ネ
ル
間

隔
が

３
M
H
z
の

も
の
 

３
M
H
z
 

 
 

２
 

チ
ャ

ネ
ル
間

隔
が

５
M
H
z
の

も
の
 

５
M
H
z
 

 
 

３
 

携
帯

移
動

地
球

局
（

中
継

を
行

う
も

の
を

除
く

。
）

の
無

線
設

備
で

あ
つ

て
、

チ
ャ

ネ
ル

間
隔

が
1
8
0
k
H

z
の

も
の

 
2
0
0
k
H
z 

 
 

４
 

携
帯

移
動

地
球

局
（

中
継

を
行

う
も

の
を

除
く

。
）

の
無

線
設

備
で

あ
つ

て
、

チ
ャ

ネ
ル

間
隔

が
1
.
0
8
M

H
z
の

も
の

 
1
.
4
M
H
z
 

第
8
0
 

第
4
9
条

の
2
3
の

７
及

び
第

4
9
条

の
2
3
の

８
に

規
定

す
る

無
線

設
備

の
占

有
周

波
数

帯
幅

の
許

容
値

は
、

第
１

か
ら

第
４

ま
で

の
規
定

に
か

か
わ

ら
ず
、

５
M
H
z
と
す

る
。

 

 
 
［

新
設

］
 

 
 

［
新

設
］

 

 
 

［
新

設
］

 

 
 
［

新
設

］
 

［
第

8
1
～

第
8
5
 

略
］

 
［

第
8
1
～

第
8
5
 

同
左

］
 

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。
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（
特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
六
年
郵
政
省
令
第
三
十
七
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。
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改

正

後

改

正

前

（
特
定
無
線
設
備
等
）

（
特
定
無
線
設
備
等
）

第
二
条 
法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
の
特
定
無
線
設
備
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条 

［
同
上
］ 

［
一
～
十
一
の
十
八

略
］

［
一
～
十
一
の
十
八

同
上
］

十
一
の
十
九

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定

め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備
（
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
第
一

項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
を
含

む
。
） 

十
一
の
十
九

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定

め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備
（
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
に
お

い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備
を
含
む
。
）

十
一
の
十
九
の
二

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件

が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備
（
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七

第
一
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備

を
含
む
。
） 

十
一
の
十
九
の
二

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件

が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備 

十
一
の
十
九
の
三

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件

が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備
（
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七

第
一
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
携
帯
移
動
地
球
局
の
無
線
設
備

を
含
む
。
） 

十
一
の
十
九
の
三

設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
六
の
九
第
一
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件

が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
に
使
用
す
る
た
め
の
無
線
設
備 

［
十
一
の
二
十
～
八
十
七

略
］

［
十
一
の
二
十
～
八
十
七

同
上
］

［
２ 

略
］ 

［
２ 

同
上
］ 

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
）
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（
特
定
無
線
局
の
開
設
の
根
本
的
基
準
の
一
部
改
正
）

第
四
条

特
定
無
線
局
の
開
設
の
根
本
的
基
準
（
平
成
九
年
郵
政
省
令
第
七
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。次

の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う

。
）

は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対

象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い

も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

（
電
気
通
信
業
務
を
行
う
特
定
無
線
局
）

（
電
気
通
信
業
務
を
行
う
特
定
無
線
局
）

第
二
条 
包
括
免
許
に
係
る
二
以
上
の
特
定
無
線
局
で
あ
っ
て
、
電
気
通
信
業
務
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
開

設
す
る
も
の
は
、
次
の
各
号
の
条
件
を
満
た
す
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
条 

［
同
上
］

［
一
～
五 
略
］

［
一
～
五

同
上
］

六

そ
れ
ら
の
局
が
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
七
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て

い
る
携
帯
移
動
地
球
局
で
あ
る
と
き
は
、
そ
れ
ら
の
局
の
免
許
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
電
気
通
信
役
務

の
提
供
の
用
に
供
す
る
た
め
に
当
該
無
線
局
と
同
一
の
周
波
数
の
電
波
を
送
信
す
る
設
備
規
則
第
四
十
九
条

の
六
の
九
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
を
現
に
開
設
し
、
運
用
す
る

者
で
あ
る
こ
と
。 

［
新
設
］

七

そ
れ
ら
の
局
が
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の
二
十
三
の
八
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て

い
る
携
帯
移
動
地
球
局
又
は
地
球
局
で
あ
る
と
き
は
、
そ
れ
ら
の
局
の
免
許
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
電

気
通
信
役
務
の
提
供
の
用
に
供
す
る
た
め
に
当
該
無
線
局
と
同
一
の
周
波
数
の
電
波
を
送
信
す
る
設
備
規
則

第
四
十
九
条
の
六
に
お
い
て
そ
の
無
線
設
備
の
条
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
陸
上
移
動
局
又
は
陸
上
移
動
中
継

局
を
現
に
開
設
し
、
運
用
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

［
新
設
］

八

［
略
］ 

六

［
同
上
］

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

（
必
要
的
諮
問
事
項
は
ゴ
シ
ッ
ク
体
）
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附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
受
け
て
い
る
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
無
線
設
備
規
則
第
四
十
九
条
の

二
十
三
の
七
に
規
定
す
る
無
線
局
の
無
線
設
備
に
係
る
電
波
法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
技
術
基

準
適
合
証
明
又
は
同
法
第
三
十
八
条
の
二
十
四
第
一
項
に
規
定
す
る
工
事
設
計
認
証
（
以
下
「
技
術
基
準
適
合
証
明

等
」
と
い
う

。
）

は
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
お
い
て
も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

第
三
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
技
術
基
準
適
合
証
明
等
を
受
け
た
無
線
設
備
（
技
術
基
準
適
合
証
明
等
を
受
け

た
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
含
む

。
）

で
あ
っ
て
、
次
の
表
の
一
の
欄
に
掲
げ
る
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許
容
値
を
満
た

す
同
表
の
二
の
欄
に
掲
げ
る
周
波
数
を
使
用
す
る
同
表
の
三
の
欄
に
掲
げ
る
無
線
設
備
は
、
当
該
技
術
基
準
適
合
証

明
等
に
係
る
工
事
設
計
に
変
更
が
な
い
限
り
に
お
い
て
、
同
表
の
一
の
欄
に
掲
げ
る
占
有
周
波
数
帯
幅
の
許
容
値
を

満
た
す
同
表
の
四
の
欄
に
掲
げ
る
周
波
数
の
電
波
を
送
信
す
る
無
線
設
備
で
あ
っ
て
、
同
表
の
五
の
欄
に
掲
げ
る
技

術
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
、
技
術
基
準
適
合
証
明
等
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

一

占
有
周
波
数
帯

幅
の
許
容
値

二

周
波
数

三

無
線
設
備

四

周
波
数

五

技
術
基
準
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三
MHz

七
一
五
MHz

を
超
え

七
一
八
MHz

以
下

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
二
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
二
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備
と
し

て
技
術
基
準
適
合
証

明
等
を
受
け
て
い
る

周
波
数

第
二
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
後
の
無
線
設

備
規
則
（
以
下
こ
の

表
に
お
い
て
「
新
設

備
規
則
」
と
い
う

。

）
第
四
十
九
条
の
二

十
三
の
七
第
一
項
及

び
第
二
項
に
規
定
す

る
技
術
基
準

二
〇
〇
kHz

七
一
五
MHz

を
超
え

七
一
八
MHz

以
下

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
五
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
五
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

新
設
備
規
則
第
四
十

九
条
の
二
十
三
の
七

第
一
項
及
び
第
三
項

に
規
定
す
る
技
術
基

準
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れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備

れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備
と
し

て
技
術
基
準
適
合
証

明
等
を
受
け
て
い
る

周
波
数

一
・
四

MHz

七
一
五
MHz

を
超
え

七
一
八
MHz

以
下

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
六
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備

無
線
設
備
規
則
第
四

十
九
条
の
六
の
九
第

一
項
及
び
第
六
項
に

お
い
て
そ
の
無
線
設

備
の
条
件
が
定
め
ら

れ
て
い
る
陸
上
移
動

局
の
無
線
設
備
と
し

て
技
術
基
準
適
合
証

明
等
を
受
け
て
い
る

周
波
数

新
設
備
規
則
第
四
十

九
条
の
二
十
三
の
七

第
一
項
及
び
第
四
項

に
規
定
す
る
技
術
基

準
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第
四
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適

合
証
明
等
に
関
す
る
規
則
第
二
条
第
一
項
第
十
一
号
の
十
九
の
無
線
設
備
、
同
項
第
十
一
号
の
十
九
の
二
の
無
線
設

備
及
び
同
項
第
十
一
号
の
十
九
の
三
の
無
線
設
備
に
係
る
技
術
基
準
適
合
証
明
等
の
求
め
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ

第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則
第
二
条
第
一
項
第
十
一

号
の
十
九
の
無
線
設
備
、
同
項
第
十
一
号
の
十
九
の
二
の
無
線
設
備
及
び
同
項
第
十
一
号
の
十
九
の
三
の
無
線
設
備

に
係
る
技
術
基
準
適
合
証
明
等
の
求
め
と
み
な
す
。
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資料５ 

電波監理審議会審議資料 

 

令和８年８月３１日 

 

 

 

 

周波数割当計画の一部を変更する告示案 

（令和８年８月３１日 諮問第３１号） 

 

［衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの 

導入等に係る制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （松下課長補佐、後藤官、宮内官） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波政策課 

                         （長澤周波数調整官、加地係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
 



諮問第 31号説明資料 

周波数割当計画の一部を変更する告示案 

（衛星コンステレーションによる携帯電話向け700MHz帯非静止衛星通信システムの導入等に係る制度整備） 
 

１ 諮問の概要  

衛星コンステレーションによる携帯電話向け 700MHz 帯非静止衛星通信システムは、離島、海上、山間部等の通信インフラが整備

されていない地域を効率的にカバーできるほか、自然災害等の非常時の通信手段としても有用であることから、その導入・展開が期

待されている。 
国内の利用ニーズに迅速に対応し、円滑な導入を図るため、令和７年９月から情報通信審議会において「衛星コンステレーション

による携帯電話向け 700MHz 帯非静止衛星通信システムの技術的条件」の検討を進め、令和８年６月に情報通信審議会から一部答申

を受けたところである。 
また、900MHz 帯を使用する新たな無線利用に関し、「社会環境の変化に対応した電波有効利用の推進の在り方」のうち「周波数割

当の在り方」（900MHz 帯を使用する新たな無線利用）について、令和８年５月に情報通信審議会から一部答申を受けたところである。 
本件は、これらの状況を受け、衛星コンステレーションによる携帯電話向け 700MHz 帯非静止衛星通信システムの関係規定の整備

を行うとともに、900MHz 帯の高度ＭＣＡ陸上移動通信の無線局の目的に電気通信業務用を追加するため、周波数割当計画の変更を

行うものである。 
 
２ 変更概要  

※必要的諮問事項はゴシック体 

・ 700MHz帯衛星ダイレクト通信を導入可能とするため、周波数割当表第２表を変更し、国内周波数分配の脚注を追加する。 

【周波数割当計画 第２ 周波数割当表、国内周波数分配の脚注】 

・ 700MHz帯衛星ダイレクト通信を導入可能とするため、47.2-49.2GHzの周波数帯を放送衛星業務のフィーダリンク以外の固定衛星

業務の局に使用できるようにするため、国内周波数分配の脚注を変更する。             【国内周波数分配の脚注】 

・ 900MHz帯の高度ＭＣＡ陸上移動通信の無線局の目的に電気通信業務用を追加するため、周波数割当表第２表を変更する。 

【周波数割当計画 第２ 周波数割当表】 

１ 



 

３ 施行期日  

答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更する。 

 

４ 意見募集結果  

本件に係る行政手続法（平成５年法律第 88号）第 39条第１項の規定に基づく意見公募の手続については、令和８年７月 11日

（土）から同年８月 10日（月）までの期間において実施したところ、周波数割当計画の変更に関する意見の提出はなかった。 

２ 



３

変更前

国内分配（MHz） 無線局の目的 周波数の使用に
関する条件

（略） （略） （略） （略）

714-750 移動 電気通信業務用 携帯無線通信用とし、割当て
は別表10－２による。

（略） （略） （略） （略）

770-806 移動 電気通信業務用
一般業務用

電気通信業務用での使用は
携帯無線通信用とし、割当て
は別表10－２による。

（略） （略） （略） （略）

895-900
 J77

移動
 J106

一般業務用 高度ＭＣＡ陸上移動通信
用とし、940-945MHz帯と対
の二周波方式に限る。

（略） （略） （略） （略）

940-945
 J77

移動
 J106

一般業務用 高度ＭＣＡ陸上移動通信
用とし、895-900MHz帯と対
の二周波方式に限る。

（略） （略） （略） （略）

周波数割当表 第２表 27.5MHz-10000MHz 周波数割当表 第２表 27.5MHz-10000MHz

周波数割当計画の一部変更の概要【参考】

［MHz］

変更後

国内分配（MHz） 無線局の目的 周波数の使用に
関する条件

（略） （略） （略） （略）

714-750
  J104A

移動 電気通信業務用 携帯無線通信用とし、割当て
は別表10－２による。

（略） （略） （略） （略）

770-806
  J104B

移動 電気通信業務用
一般業務用

電気通信業務用での使用は
携帯無線通信用とし、割当て
は別表10－２による。

（略） （略） （略） （略）

895-900
 J77

移動
J106

電気通信業務用
一般業務用

高度ＭＣＡ陸上移動通信
用とし、940-945MHz帯と対
の二周波方式に限る。

（略） （略） （略） （略）

940-945
 J77

移動
 J106

電気通信業務用
一般業務用

高度ＭＣＡ陸上移動通信
用とし、895-900MHz帯と対
の二周波方式に限る。

（略） （略） （略） （略）

806

748

ITS携帯電話↑ 携帯電話↓

715

755

765
770

803

714

773

718

衛星ダイレクト
715-718MHz

衛星ダイレクト
770-773MHz

高度
MCA

高度
MCA

895

900

940

945

携帯電話↑

890

携帯電話↑

915

RFID デジタル
MCA

930

960

電気通信業務用
を追加
電気通信業務用
を追加



４

J104A
 715-718MHzの周波数帯は、二次業務で陸上移動業務に密接な
関係を有する移動衛星業務（地球から宇宙）にも使用することがで
きる。ただし、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用する
局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を
要求してはならない。

J104B
770-773MHzの周波数帯は、二次業務で陸上移動業務に密接な
関係を有する移動衛星業務（宇宙から地球）にも使用することがで
きる。ただし、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運用する
局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を
要求してはならない。

［新設］

J311
 47.2-49.2GHzの周波数帯は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運
用する放送衛星業務のフィーダリンクに使用するため、周波数の割当て
を保留する。ただし、48.2-48.7GHzの周波数帯は、放送衛星業務
のフィーダリンクに有害な混信を生じさせないこと及び放送衛星業務の
フィーダリンクからの有害な混信に対して保護を要求しないことを条件に、
放送衛星業務のフィーダリンク以外の固定衛星業務の局にも使用する
ことができる。

国内周波数分配の脚注 （変更前） 国内周波数分配の脚注 （変更後）

J311
 47.2-49.2GHzの周波数帯は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運
用する放送衛星業務のフィーダリンクに使用するため、周波数の割当
てを保留する。

J105～J310 （略） J105～J310 （略）

J1～J104 （略） J1～J104 （略）

J312～J337 （略） J312～J337 （略）



 

参照条文 
 

【必要的諮問事項関係】 

○電波法（昭和 25年法律第 131号） 

（必要的諮問事項） 
第九十九条の十一 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。 
一 （略） 
二 第七条第三項又は第四項の規定による基幹放送用周波数使用計画の制定又は変更、第二十六条第一項の周波数割当計画（同条第二項第
四号に係る部分を除く。）の作成又は変更、第二十七条の十二第一項の開設指針の制定又は変更、第二十七条の十三第二項の規定による
開設指針の制定の要否の決定及び第七十一条の二第二項の特定公示局の決定又は変更 

三～五 （略） 
２ （略） 
 
【委任元条項関係】 

○電波法（昭和 25年法律第 131号） 

（周波数割当計画） 
第二十六条 総務大臣は、免許の申請等に資するため、割り当てることが可能である周波数の表（以下「周波数割当計画」という。）を作成
し、これを公衆の閲覧に供するとともに、公示しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 周波数割当計画には、割当てを受けることができる無線局の範囲を明らかにするため、割り当てることが可能である周波数ごとに、次に
掲げる事項を記載するものとする。 
一 無線局の行う無線通信の態様 
二 無線局の目的 
三 周波数の使用の期限その他の周波数の使用に関する条件 
四 第二十七条の十四第六項の規定により指定された周波数であるときは、その旨 
五 放送をする無線局に係る周波数にあつては、次に掲げる周波数の区分の別 
イ 放送をする無線局に専ら又は優先的に割り当てる周波数 
ロ イに掲げる周波数以外のもの 

５ 



（公印・契印省略） 
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諮 問 第 ３ １ 号 

令和８年８月 31 日 

 

 

電波監理審議会 

会長 笹瀬 巌 殿 

 

 

 

総務大臣 林 芳正 

 

 

 

諮 問 書 

 

電波法（昭和25年法律第131号）第26条第１項に規定する周波数割当計画（令

和６年総務省告示第402号）について、その一部を変更することとしたい。 

ついては、同法第99条の11第１項第２号の規定に基づき、別紙により諮問す

る。 

 

 写 



 

一
頁

 

 

別

紙 

○
総
務
省
告
示
第 

 
 

号 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
周
波
数
割
当
計
画
（
令

和
六
年
総
務
省
告
示
第
四
百
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 
 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

総
務
大
臣 

林 
 

芳
正 

 

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
下
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
変

更
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
下
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部

分
に
二
重
下
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う

。
）

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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二頁 

 

別 紙
 

変  更  後 変  更  前 

第２ 周波数割当表 第２ ［同左］ 

［１～７ 略］ ［１～７ 同左］ 

周波数割当表 周波数割当表 

［第１表 略］ ［第１表 同左］ 

第２表 27.5MHz – 10000MHz 第２表 27.5MHz – 10000MHz 

 
［略］ 国内分配（MHz） 

（４） 

無線局の目的 

（５） 

周波数の使用に関する条件 

（６） 
  

［同左］ 国内分配（MHz） 

（４） 

無線局の目的 

（５） 

周波数の使用に関する条件 

（６） 
 

  ［略］       ［同左］     

 
 714-750 

J104A 

移動 電気通信業務用 携帯無線通信用とし、割当て

は別表10－２による。 
  

 714-750  ［同左］ ［同左］ ［同左］ 
 

  ［略］       ［同左］     

 

 770-806 

J104B 

移動 電気通信業務用 

一般業務用 

電気通信業務用での使用は携

帯無線通信用とし、割当ては

別表10－２による。 

  

 770-806 ［同左］ ［同左］ ［同左］ 

 

  ［略］       ［同左］     

 

 895-900 

J77 

移動 

J106 

電気通信業務用 

一般業務用 

高度ＭＣＡ陸上移動通信用と

し、940-945MHz帯と対の二周

波方式に限る。 

  

 ［同左］ ［同左］ 一般業務用 ［同左］ 

 

  ［略］       ［同左］     

 

 940-945 

J77 

移動 

J106 

電気通信業務用 

一般業務用 

高度ＭＣＡ陸上移動通信用と

し、895-900MHz帯と対の二周

波方式に限る。 

  

 ［同左］ ［同左］ 一般業務用 ［同左］ 

 

  ［略］       ［同左］     

［第３表 略］ ［第３表 同左］ 

国内周波数分配の脚注 国内周波数分配の脚注 

［J1～J104 略］ ［J1～J104 同左］ 

J104A 

  715-718MHzの周波数帯は、二次業務で陸上移動業務に密接な関係を有する移動衛星業務（地

球から宇宙）にも使用することができる。ただし、無線通信規則に定める周波数分配表に従っ

て運用する局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を要求しては

ならない。 

［新設］ 

J104B 

  770-773MHzの周波数帯は、二次業務で陸上移動業務に密接な関係を有する移動衛星業務(宇宙

から地球)にも使用することができる。ただし、無線通信規則に定める周波数分配表に従って運

用する局に対して有害な混信を生じさせてはならず、これらの局からの保護を要求してはなら

ない。 

［新設］ 
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（ 必 要 的 諮 問 事 項 は ゴ シ ッ ク 体 ） 



 

三頁 

 

別 紙
 

   

  
 

［J105～J310 略］ ［J105～J310 同左］ 

J311 

  47.2-49.2GHzの周波数帯は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運用する放送衛星業務のフィーダリ

ンクに使用するため、周波数の割当てを保留する。ただし、48.2₋48.7GHzの周波数帯は、放送

衛星業務のフィーダリンクに有害な混信を生じさせないこと及び放送衛星業務のフィーダリン

クからの有害な混信に対して保護を要求しないことを条件に、放送衛星業務のフィーダリンク

以外の固定衛星業務の局にも使用することができる。 

J311 

  47.2-49.2GHzの周波数帯は、40.5-42.5GHzの周波数帯で運用する放送衛星業務のフィーダリ

ンクに使用するため、周波数の割当てを保留する。 

［J312～J337 略］ ［J312～J337 同左］ 

［別表１－１～11－３ 略］ ［別表１－１～11－３ 同左］ 

［国際周波数分配の脚注 略］ ［国際周波数分配の脚注 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。 
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資料６ 

電波監理審議会審議資料 

 

令和８年８月３１日 

 

 

 

 

日本放送協会令和７年度決算の概要 

（令和８年８月３１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （松下課長補佐、後藤官、宮内官） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  報告内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （林田課長補佐、岸原係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７７ 
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 ＮＨＫ令和７年度決算の概要 

 

１．予算との比較  

（１）一般勘定 

 Ｒ７ 

当初予算 
Ｒ７決算 

Ｒ７予算 

からの増減 

 
Ｒ６決算 

事 業 収 入 ６，０３４ ６，１３０ ９５  ６，１２５ 

 受 信 料 ５，８００ ５，８５１ ５１  ５，９０１ 

 そ の 他 ２３４ ２７９ ４４  ２２３ 

事 業 支 出 ６，４３４ ６，４４９ １４  ６，５７４ 

 国内放送費 ３，２４４ ３，３１１ ６６  ３，２９１ 

 国際放送費 ２０２ １９４ △８  １９８ 

 
国内放送番組
等 配 信 費 １４０ １４９ ９  １１５ 

 
国際放送番組
等 配 信 費 ２９ ２４ △５  ２４ 

 契約収納費 ４６２ ４７４ １２  ４１５ 

 受信対策費 ６ ５ △１  ７ 

 人 件 費 １，４２５ １，３８９ △３６  １，４３０ 

 予 備 費 ３０ － △３０  － 

 そ の 他 ８９３ ９００ ６  １，０９０ 

事業収支差金 △４００ △３１８ ８１  △４４９ 

 

【令和７年度決算のポイント】 

○ 令和７年度は４００億円の赤字予算に対し、３１８億円の赤字決算 

⚫ 受信料収入増（５１億円）等により事業収入が９５億円増 

⚫ 人件費減（３６億円）等による支出減の一方で、 

国内放送費増（６６億円）・契約収納費増（１２億円）等により、 

事業支出が１４億円増 

⚫ 令和７年度決算時の受信料支払数は、３，８５９万件で、 

令和７年度当初予算時の見込みに比べて１２万件の増加 

 

 

（単位：億円 端数切捨て） 

電波監理審議会（第 1160回）報告資料 



2 

 

【財政安定のための繰越金及び還元目的積立金の状況】  （単位：億円 端数切捨て） 

区  分 Ｒ６年度末 Ｒ７年度増減 Ｒ７年度末 

財政安定のための繰越金 ４１６ △１６４ ２５１ 

還 元 目 的 積 立 金 １，３７５ △４００ ９７５ 

⚫ 「財政安定のための繰越金」から、建設費の財源として１６４億円を取り崩し、 

令和７年度末の残高は２５１億円 

⚫ 「還元目的積立金」から、事業収支差金の不足額３１８億円と資本収支差金の不足額 

８１億円に使用するため、４００億円を取り崩し、令和７年度末の残高は９７５億円 

 

（２）有料インターネット活用業務勘定 

 Ｒ７ 

当初予算 
Ｒ７決算 

Ｒ７予算 

からの増減 

 
Ｒ６決算 

事 業 収 入 ５９．８ ７１．３ １１．４ 
 

６５．４ 

 放送番組等有料

配 信 収 入 
５９．８ ７１．０ １１．２ 

 
６５．４ 

 雑 収 入 － ０．２ ０．２  ０ 

事 業 支 出 ５５．６ ６５．１ ９．４ 
 

５６．３ 

 
放送番組等有料
配 信 費 

５１．７ ５９．９ ８．１  ５２．０ 

 そ の 他 ３．９ ５．２ １．３  ４．３ 

事 業 収 支 差 金 ４．１ ６．１ １．９ 
 

９．０ 

 

【令和７年度決算のポイント】 

○ 令和７年度の有料インターネット活用業務勘定は、４．１億円の黒字予算に対し、 

６．１億円の黒字決算 

 

 

 ○ 事業収支差金６．１億円は一般勘定へ繰り入れ  

⚫ 放送番組等有料配信収入の増：１１．２億円 

（単位：億円 端数切捨て） 
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２．業務報告書の概要  

放送番組等の 

概況 

〔国内放送〕 

・ 公共放送としての使命に徹し、信頼性あるジャーナリズム機能と文化創

造機能を一層向上させ、公正な報道と多様で質の高い放送番組を提供す

ることを基本とした。 

・ 番組改定を行い、総合テレビジョンでは、最新のニュースや社会の仕組

みを分かりやすく伝える番組を新設したほか、平日及び土曜夜間に家族

で楽しめる番組を強化した。 

・ 東日本大震災関連番組、夏期特集として戦争と平和を考える番組を編成

するなど、年間を通じて特別編成を随時実施した。 

・ ＮＨＫ ＢＳでは、広域性や大容量性といった衛星放送の特性を生かして

国内外の最新動向を伝えるとともに、過去の優れた文化の保存や文化の

育成・普及を図るチャンネルとして、報道、スポーツ、教養、エンター

テインメント番組を中心に編成し、マルチ編成を随時実施した。 

・ 令和８年３月、ラジオ３波をＮＨＫ ＡＭとＮＨＫ ＦＭの２波に再編し

た。 

〔国際放送〕 

・ 番組改定を行い、日本の視座の発信を強化するため、最新のニュースや

日本ならではの取り組みを伝える番組を拡充した。 

・ イラン情勢の変化に伴い、令和８年３月、中東向け日本語放送について、

臨時に放送時間を拡大した。 

〔インターネットサービス〕 

・ 令和７年１０月、放送法の改正に基づき、必要的配信業務として、国内

放送の放送番組の同時配信、見逃し・聞き逃し配信、ニュース記事や動

画等の番組関連情報を一つにまとめた「ＮＨＫ ＯＮＥ」のサービスを実

施した。国際放送の配信は、「ＮＨＫ ＷＯＲＬＤ－ＪＡＰＡＮ」のサー

ビスとして実施した。 

・ 受信契約が確認されたＮＨＫ ＯＮＥのアカウントの数は、年度末で３６

２万であった。 

営業及び 

受信関係 

業務の概況 

・ 受信料支払率は、77.3％（令和６年度末 77.5％）となった。 

・ 従来の巡回訪問を中心とした契約・収納活動からの抜本的な構造改革を

推進し、受信料の公平負担と営業経費の抑制に取り組んだ。 

・ 受信料の支払いについて、支払督促の申し立て（1,368件）、未契約者に

ついて、受信料及び割増金の支払いを求める民事訴訟の提起（30件）を

行った。 

・ 令和７年１０月、インターネット配信業務の必須業務化に伴い、配信の

受信を開始した場合における受信契約の種別や単位、割引や免除の適用

等、必要となる規定を整備した。 

視聴者関係業務の

概況 

・ 「ＮＨＫ ＯＮＥ」の開始にあたり、全国の放送局やイベント会場等で

アカウントの登録方法やアプリの利用方法について対面で案内をしたほ

か、放送での周知を行った。 
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放送設備の 

建設改修及び 

運用の概況 

・ 放送センター建替について、第Ⅰ期工事を進めた。また、第Ⅱ期工事に

ついては、令和７年４月、「放送センター建替 改定基本計画」を公表し

た。基本設計者の契約候補者を決定した。 

・ 大型スタジオ等を備えた映像制作拠点となる川口施設（仮称）の東棟の

工事を進めるとともに、基本計画を変更し、西棟の設計を進めた。 

・ 津波による浸水に備え、高知放送会館サブステーションの整備を進めた。 

放送技術 

の研究 

・ ＣＧを用いた手話アニメーションを自動生成する技術の研究では、ニュ

ースの日本語文から手話ＣＧを生成するための翻訳技術と手話特有の表

現を制作できる手話ＣＧシステムの開発を進めた。 

・ 番組制作業務の効率化を目的として、協会が保有する番組映像やニュー

ス記事等のデータを用いて、放送コンテンツに対する理解力を向上させ

たマルチモーダル大規模言語モデル構築に関する研究開発を進めた。 

業務組織の 

概要及び 

職員の状況 

・ 令和７年６月、大草透（元三菱地所取締役常勤監査委員）、榊原一夫（弁

護士 アンダーソン・毛利・友常法律事務所 外国法共同事業）が経営

委員会委員に再任され、新たに岡田美弥子（北海道大学大学院経済学研

究院教授）、田渕正朗（元住友商事代表取締役専務執行役員）が経営委員

会委員に任命された。同年１２月、新たに岩井睦雄（日本たばこ産業社

友）、榊原陽子（さくら社会保険労務士法人代表社員 マザーリーフ代表

取締役）が経営委員会委員に任命された。 

・ 「ＮＨＫグループ 働き方改革宣言」の実現に向けて、長時間労働に頼ら

ない組織風土づくりを一層進め、業務改善や多様な働き方の浸透・支援

を進めた。 

・ 令和８年１月、「ＮＨＫハラスメント防止・撲滅宣言」を公表し、令和８

年４月、「ＮＨＫ人権方針」を公表した。 

・ 要員について、本部管理部門・地域放送局の業務体制の見直し等による

削減を行う一方で、取材・制作部門等への増員配置を行い、令和７年度

末の人員は 9,825人となった。 

・ 女性職員比率は、24.2％（令和６年度末 23.5％）、女性管理職の割合は

14.0％（同 13.5％）であった。 

内部統制に関する

体制等及び 

その運用状況 

・ 会長等は、協会の業務並びに協会及びその子会社から成る集団の業務の

適正を確保するために必要な体制の整備及び監査委員会の職務の執行の

ため必要な事項についての経営委員会議決等を遵守して職務にあたっ

た。 

子会社等の概要 

・ 中期経営計画の実現に向けた体制構築とガバナンス強化のため、グルー

プ経営改革を進めた。 

・ 関連事業持株会社の株式会社ＮＨＫメディアホールディングスは、傘下

子会社の管理部門の業務集約や効率化、内部監査機能の強化等を進めた。 

その他 

・ 会長の諮問機関であるＮＨＫ受信料制度等検討委員会は３回開催され、

事業所等における負担の在り方について意見交換を行うなど、今後の受

信料制度のあり方に関する意見交換を行った。 
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価額競争アンケートの項目① 2

26GHz帯における５Ｇの普及のための価額競争実施指針に係る価額競争への参加者を対象として実施したアンケートの項
目は以下のとおり。

１ 価額競争への参加について

今回の価額競争に参加した理由

２ 価額競争のルールについて

競り上げ方式（時計方式）

その他価額競争のルール（競り上げ幅、活動ルール、撤回ルール）

参加者名等の情報開示の在り方

３ 保証金の提供について

保証金の提供に関する手続は円滑に進められたか

保証状を利用しなかった理由

４ 参加者説明会（動画配布）及び模擬オークション（個社別）について

ルールや入札サイトの操作方法の理解に支障はありませんでしたか

参加者説明会（動画配布）の資料や説明は分かりやすかったですか

参加者説明会資料のうち、参加者マニュアルは価額競争入札サイトの理解につながりましたか

模擬オークション（個社別）の資料や進め方は分かりやすかったですか



価額競争アンケートの項目② 3

５ 価額競争の進め方について

１日あたりのラウンド数は適正でしたか

１ラウンドあたりの競り上げ幅は妥当でしたか

価額競争の実施中にトラブル等は生じましたか

６ 価額競争入札サイトについて

サイト全体の満足度を教えてください（５段階評価）

サイトの画面の見やすさ、サイトの操作方法の分かりやすさについて教えてください（５段階評価）

サイトの処理速度（応答速度）は許容できるものであったか教えてください（５段階評価）

サイト利用中に不具合があったか教えてください（５段階評価）

マニュアルはわかりやすかったか教えてください（５段階評価）

サイトに追加されると有用と考えられる機能があれば教えてください

サポートデスクの満足度を教えてください（５段階評価）

サポートデスクの対応は適切だったか教えてください（アクセスのしやすさ、電話・メール・サイト内アナウンスそれぞれの要否等） （５
段階評価）

メール・サイト内のアナウンスの頻度・内容が適切であったか教えてください（５段階評価）

７ その他御意見がございましたら御回答ください。
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１ 価額競争への参加について

26GHz帯における５Ｇの普及のための価額競争実施指針に係る価額競争への参加者を対象として実施したアンケートの結
果は以下のとおり。
※結果の集計の都合上、内容の要約や回答いただいた項目とは異なる項目への記載をしている。

項目 参加者からの回答

競り上げ方式（時計方式） ・シンプルでわかりやすい方式であった。
・各ラウンドにおける価額変動を把握した上で入札の有無を判断できた。

その他価額競争のルール（競り上げ
幅、活動ルール、撤回ルール）
※競り上げ幅に関する回答は５へ
集約

・全国枠及び地域枠のすべての区域の競り上がりが終了するまで価額競争全体が終了しない設計であったため、各枠ごとに
終了される制度も検討いただきたい。
・長期化することを抑止するルールを検討いただきたい。
・撤回ルールについて、本社と研究施設など、複数区域を一体的に利用する明確な事業上の理由がある場合には、理由を
明記した上で撤回を認める運用も検討いただきたい。

参加者名等の情報開示の在り方
・公平性・透明性確保の観点から、オークション開始前及び実施中に他の参加者情報を非開示とした点は適切であった。
・入札枠や入札者数が多い場合は、互いにけん制機能が働くことや、入札プロセスにおける新たな価額発見の機能も期待
できるため、参加者名の開示を選択肢として設けることも有用であると考える。

項目 参加者からの回答

今回の価額競争に参加した理由

・今後のトラヒック増加予測を踏まえ、将来的に追加周波数の活用が必要と判断したため。
・ミリ波活用に積極的に取り組んでおり、26GHz帯も将来的な活用の可能性があると考えたため。
・周波数特性を活かした産業領域等での活用のため。
・屋内・屋外の通信インフラ構築に加え、周波数そのものを共用型アセットとして保有・提供する「アクティブシェアリングモデ
ル」を検討するため。
・地方自治体・民間企業等のDX化による業務効率化・省人化を推進し、地域に新たな価値を創出するにあたり、26GHz
帯を活用する機会を確保するため。

２ 価額競争のルールについて
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３ 保証金の提供について

項目 参加者からの回答

保証金の提供に関する手続は円
滑に進められたか

・手続きは円滑だった。
・支払手順の周知から期限までが約３週間と短く、より余裕のあるスケジュールが望ましい。
・指定された支店での手続きが必要であったため、複数の金融機関での提供が可能とするなど柔軟な手続きを設けてほしい。
・オンライン手続きを導入してほしい。

保証状を利用しなかった理由 ・現金での提供の方が簡便であると判断したため。

項目 参加者からの回答
ルールや入札サイトの操作方法の
理解に支障はありませんでしたか ・支障なし。

参加者説明会（動画配布）の資
料や説明は分かりやすかったですか

・動画配布形式であったため、担当者のペースで複数回確認できたため、わかりやすかった。
・実際の画面と操作手順を対応させたマニュアル等があると、具体的な利用イメージをより把握しやすかった。

参加者説明会資料のうち、参加者
マニュアルは価額競争入札サイトの
理解につながりましたか

・円滑に理解することができた。
・追加質問にも適切な回答があった。

模擬オークション（個社別）の資
料や進め方は分かりやすかったです
か

・円滑に理解することができた。
・本番と同等の環境で操作体験ができ、不安が解消できた。
・他の参加者の落札時の画面表示、参加者自身の落札時の他の参加者の画面表示等については具体的なイメージが把
握しづらい部分も一部あったため、それぞれの画面イメージも共有されるとよかった。

４ 参加者説明会（動画配布）及び模擬オークション（個社別）について
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５ 価額競争の進め方について

項目 参加者からの回答

１日あたりのラウンド数は適正でしたか

・全国枠については、１日当たり１ラウンドで終了したため、適切であった。
・地域枠については、１日当たり最大７ラウンドが実施され、入札対応のための拘束時間が長いと感
じた。ただし、ラウンド数を減少させても拘束時間は大きく変わらないため、自動で継続入札が可能と
なる等の参加者の拘束時間を減少する設計が望ましい。
・価額競争中のラウンド数の増加は、意思決定に向けた調整が困難になるため、価額競争の前にラウ
ンド数を定められることが望ましい。

１ラウンドあたりの競り上げ幅は妥当でしたか

・20%の競り上げ幅は基本的には妥当であり、急激な価額高騰を抑える効果があった。
・開始価額が小さい区域については、競り上げ幅も同様に小さくなり、ラウンド数の増加の原因になった。
価額競争の状況に応じた競り上げ幅の調整や、開始価額に応じた区域ごとの競り上げ幅の設定が
必要と考えられる。

価額競争の実施中にトラブル等は生じましたか
・トラブル等は生じなかった。
・サイト上に全国の警報情報が掲載されていたが、サイトへアクセスできる状況であれば入札可能とも
感じられるため、延期判断の基準が明確になるとよい。

６ 価額競争入札サイトについて
項目 参加者からの回答

サイト全体の満足度を教えてください（次の選択肢から選
んでください） ・非常に満足（１者）、おおむね満足（４者）

サイトの画面の見やすさ、サイトの操作方法の分かりやすさ
について教えてください（次の選択肢から選んでください）

・非常に満足（１者）、おおむね満足（４者）
・一度入札した後に入札内容の変更手続きを開始すると、変更が完了していない段階であっても、当
該ラウンドにおいて未入札であるかのような表示となっていたため、変更手続き中も変更前の入札内
容を有効なものとして表示し、変更手続きが完了した時点で変更後の内容を反映する仕様としてい
ただきたい。

サイトの処理速度（応答速度）は許容できるものであっ
たか教えてください（次の選択肢から選んでください） ・十分に速い（４者）、おおむね問題ない（１者）

サイト利用中に不具合があったか教えてください（次の選
択肢から選んでください） ・不具合なし（５者）



価額競争アンケートの結果④ 7

項目 参加者からの回答

マニュアルはわかりやすかったか教えてください（次の選択
肢から選んでください）

・非常に満足（１者）、おおむね満足（３者）、どちらとも言えない（１者）
・実際の画面と操作手順を対応させたマニュアル等があると、具体的な利用イメージをより把握しやす
かった。

サイトに追加されると有用と考えられる機能があれば教え
てください

・事務局からシステム上で新たなメッセージがアナウンスされた際に、アカウントに紐付いたメールアドレス
宛てに新規メッセージがある旨を通知する機能
・参加可能枠に限らず、特定入札の数が２以上となる単位をシステム画面上で簡便に確認できる機
能
・前ラウンド結果を一目で確認できる機能（ワンクリック表示等）
・変更手続き中も変更前の入札内容を有効なものとして表示し、変更手続きが完了した時点で変更
後の内容を反映する仕様
・自身の参加枠を問わず、入札が行われている単位のみを表示するなどのフィルタ、ソート機能
・最終的な落札金額の表示機能
・上限額又は継続するラウンド数をあらかじめ設定し、条件の範囲内で自動的に継続入札できる機能
・地域枠のオークションが継続する限り、既に落札者が決定した全国枠についても、システム上の入札
を続ける必要があったが、全国枠の操作は入札結果に影響を与えない形式的なものであるため、参
加者の事務負担を軽減する観点から、入札結果に影響を与えない操作は不要とするための見直し

サポートデスクの満足度を教えてください（次の選択肢か
ら選んでください）

・非常に満足（１者）、おおむね満足（２者）、どちらとも言えない（２者）
・問合せ時の電話がつながりにくかった。

サポートデスクの対応は適切だったか教えてください（アク
セスのしやすさ、電話・メール・サイト内アナウンスそれぞれ
の要否等）（次の選択肢から選んでください）

・迅速・的確だった（１者）、おおむね適切だった（３者）、対応に時間がかかった（１者）
・問合せ時の電話がつながりにくかった。

メール・サイト内のアナウンスの頻度・内容が適切であった
か教えてください（次の選択肢から選んでください）

・適切だった（３者）、おおむね適切だった（１者）、やや適切ではなかった（１者）
・入札受付完了時やラウンド終了時の入札状況や次回のラウンド情報等の重要な事項に関しては、
メールでの通知もあることが望ましい。
・災害情報のアナウンス頻度が高く、改善の余地がある。
・ラウンド進行のアナウンスも同一の文章で繰り返し行われるため、確認作業が煩雑であったため、これ
らはトップページ上で一元的に確認できるよう改善することが望ましい。

６ 価額競争入札サイトについて（続き）
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７ その他

項目 参加者からの回答

その他

・価額競争の一連の実施スケジュールについては、社内における保証金拠出の準備期間や意思決定
プロセスの構築を円滑に行うため、前もって十分な期間を設けた上で、事前にご案内いただきたい。
・最低落札価額の決定にあたっては、よりオープンかつ丁寧な議論の場が設けられることが望ましいと考
える。
・価額競争の実施期間中、毎朝決められた時間に動作確認を行う運用は、入札対応に加えて参加
者の拘束時間を長くするため、見直しを希望します。



今後に向けた課題

同時時計オークションにおいて、２者以上の入札があった単位について、最も高い金額を入札した者が１者以
下となるまでに引き上げる１ラウンドあたりの競り上げ幅を定額（最低落札価額の20％）としていた。

 最低落札価額が比較的低かった単位について、競り上げ額も限定的であったため、相当数のラウンド
を重ねる結果となった。

 今後の価額競争にあたっては、適正な価額形成を確保しつつより効率的な競り上げを行うため、価額
競争ルールの改善策を検討することが考えられる。

9

価額競争のルールについて

価額競争の実施にあたって必要になる具体的な手続等のスケジュールについて、上記改善策の検討も踏ま
えつつ、余裕をもって事前の周知を行うことが考えられる。

参加者がより利用しやすい、価額競争入札サイトの運用改善や機能拡充が考えられる。

その他



参考資料



26GHz帯における周波数割当てについて

• 利用意向調査において一定の利用意向が示された26GHz帯について、既存無線局との共用可能性が高い周波数帯を、
今回の価額競争による割当ての対象とする。

• 「全国各地の様々なニーズに応じた柔軟な基地局展開」、「地域のエリアを選択的に整備」の双方のニーズに応じるため、
全国枠と地域枠を１枠ずつ設け、全国枠の周波数を400MHz幅（25.8～26.2GHz）、地域枠の周波数を200MHz幅
（26.8～27.0GHz）とする。

• 地域枠については、市町村を割当区域※とする。
※ 特別区については、23区を１つの区域とする。

• 新規事業者・地域事業者の参入を促進するための措置として、地域枠は、新規事業者・地域事業者向けの専用枠とする。

25.25 GHz

27.0G Hz

26.0 GHz

25.3 GHz

25.4 GHz

25.5 GHz

25.6 GHz

25.7 GHz

25.8 GHz

25.9 GHz

26.1 GHz

26.2 GHz

26.3 GHz

26.4 GHz

26.5 GHz

26.6 GHz

26.7 GHz

26.8 GHz

26.9 GHz

携帯電話
(～29.5GHz)

固定衛星(↑)
(～31GHz)

小電力データ
通信システム
(～24.75GHz)

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz

100
MHz150MHz

低低高
（公共業務用無線局）

既存無線局との共用可能性
（FWA） （FWA）

高

＜全国枠＞
・周波数：25.8～26.2GHz帯（400MHz幅）

＜地域枠＞
・周波数：26.8～27.0GHz帯（200MHz幅）

割り当てる周波数

認定期間
• 特定高周波数無線局の認定の有効期間は、10年間

• 25.8～26.2GHz：全国枠（全国が割当区域）
• 26.8～27.0GHz：地域枠（市町村が割当区域 × 新規事業者・地域事業者向けの専用枠）

無線通信システム
• 第５世代移動通信システム（５G）

11令和８年２月３日
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26GHz帯の価額競争による割当てに向けた主な流れ 12
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価額競争の実施（概要）①

• 総務省が各単位※1について金額を提示（提示価額）し、参加者は入札の有無を判断する。
• 総務省は、２者以上の入札※2があった単位について、最も高い金額を入札※2した者が１者以下となるまで、提示価額を１ラウンド
当たり最低落札価額の20％ずつ引き上げていく。

• 参加者は、提示価額で入札※2したラウンドの次のラウンド以降、提示価額で入札しないと判断した場合、前ラウンドの提示価額（現ラウ
ンドの開始価額）以上、現ラウンドの提示価額未満の金額を入札する（退出入札）。

• ある単位において最も高い金額を入札（退出入札を含む）※2した者が１者となった場合、当該入札者が暫定落札者となる。
• 全ての単位について最も高い金額を入札※2した者が１者以下となった場合、価額競争を終了し、暫定落札者を落札者とし、
当該暫定落札者が入札した金額を落札額とする。
※１ 全国枠：１単位、地域枠：1,719単位（1,719区域）の合計1,720単位を入札の対象とする。
※２ 特定入札（①各単位において最も高い金額を申し出た入札であること、②入札の対象単位の単位ポイント数を合計したときに各参加者の保有するポイント数

を超えない範囲に収まること のいずれも満たすように選定された入札をいう。）である必要がある（入札ポイント制については次ページを参照。）。

第１ラウンド

入札者A
（新規継続入札※3）

入札者B
（新規継続入札）

第２ラウンド 第３ラウンド（終了）

提示価額※1

開始価額※2

入札者A
（継続入札※4）

入札者B
（継続入札）

入札者A 入札者B

落札者

入札者A 入札者B

落札者

提示価額

提示価額最低落札価額の
20％を引き上げ

（継続入札） （退出入札※5） （退出入札） （退出入札）

〔具体的なイメージ〕 ※１つの単位に対して参加者（２者）が入札を行い、第３ラウンドで終了した場合の例

い
ず
れ
か
の
場
合
に

競
り
上
げ
は
終
了

最低落札価額の
20％を引き上げ

開始価額

開始価額

第３ラウンド（終了）

※１ 提示価額 入札者がラウンド中に入札することができる金額の上限をいう。
※２ 開始価額 入札者がラウンド中に入札することができる金額の下限をいう。
※３ 新規継続入札 初回のラウンドで提示価額で入札すること及び２回目以降のラウンドで前ラウンドの特定入札と異なる単位に提示価額で入札することをいう。
※４ 継続入札 ２回目以降のラウンドで前ラウンドの特定入札と同じ単位に提示価額で入札することをいう。
※５ 退出入札 ２回目以降のラウンドで前ラウンドの特定入札と同じ単位に開始価額以上提示価額未満の金額（開始価額＝提示価額の場合はその金額）で入札をいう。

同時時計オークション

13令和８年２月３日
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価額競争の実施（概要）②

• 積極的な入札行動を促すためのルールとして入札ポイント制を採用する。
• 入札者は、事前に提供した保証金の金額に応じて、初回の入札に必要なポイントが与えられる（保証金100円につき１ポイント）。
• 各単位の入札に必要なポイントは最低落札価額に基づき設定されており（最低落札価額1,000円につき１ポイント）、
入札者は、各ラウンドにおいて、自らが保有するポイントを超えないように入札する。

• 参加者は、各ラウンドにおいて入札（特定入札）を行わなかった分のポイントは、これを失う。

積極的な入札行動を促すためのルール（入札ポイント制）

• 地域枠のみ暫定落札の撤回を１回に限り可能とする。
• ２以上の単位に入札し、競合入札により暫定落札できなかった単位が１以上生じた場合において、当該暫定落札できなかった単位と
市町村が隣接している単位に限り、撤回を認めることとする。

• 撤回が行われた単位の提示価額は、撤回が行われたラウンドの開始価額とする。

暫定落札の撤回

＜競り上げ前＞

保有ポイント:
100pt

提供した保証
金の額に応じて
ポイントを得る

保証金:
10,000円

＜第１ラウンド＞

入札※2ポイント:
100pt

保有する
ポイントの
範囲内で入札

保有ポイント:
100pt

地域①：50pt
地域②：30pt
地域③：20pt

＜第ｎラウンド＞

入札※2ポイント:
80pt

保有する
ポイントの
範囲内で入札

保有ポイント:
100pt

地域①：50pt
地域②：30pt

＜第ｎ+１ラウンド＞

入札※2ポイント:
80pt

保有する
ポイントの
範囲内で入札

保有ポイント:
80pt

地域①：50pt
地域②：30pt →退出入札※3

地域④：15pt
地域⑤：15pt

地域ごとの最低落札価額に基づき
入札に必要なポイントを設定

前回ラウンドで入札※2

しなかった分の
保有ポイントを失う

【入札ポイント制のイメージ※1】

退出入札を行った地域
のポイントの範囲内にお
いて、異なる地域にも入
札可能

※１ ポイント数、ラウンド数等は例
※２ 特定入札の対象単位のポイント数
の合計が次のラウンドの保有ポイント
となる。

※３ ただし、退出入札が特定入札とな
らなかった場合に当該退出入札の分
のポイントを現ラウンドの入札（新規
継続入札）に充てることができる

【暫定落札の撤回のイメージ】 （入札地域が隣接する場合）

単位①
（暫定落札）

単位②
（競合入札があり、
 暫定落札できず）

単位①の暫定落札の撤回は可能

（入札地域が隣接していない場合）

単位①
（暫定落札）

単位①の暫定落札の撤回は不可能

単位②
（競合入札があり、
 暫定落札できず）

14令和８年２月３日
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価額競争の実施の結果①

周波数 使用区域
最低落札価額
（10年間）

入札者
落札者の

決定に要した
ラウンド数

落札額
（10年間）

落札者
落札者ごとの
落札額の合計

（10年間）

全国枠

（25.8～26.2GHz）
全国 39億3,000万円

ＮＴＴドコモ
ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電話
ソフトバンク

４ 62億8,800万円 ＮＴＴドコモ 62億8,800万円

地域枠

（26.8～27.0GHz）

北海道千歳市 130万円
ＪＴＯＷＥＲ
ハイテクインター

35 1,014万円

ＪＴＯＷＥＲ 4億6,871万円

千葉県千葉市 1,100万円

ＪＴＯＷＥＲ １

1,100万円

千葉県浦安市 200万円 200万円

東京都特別区の存する区域 2億8,000万円 2億8,000万円

神奈川県横浜市 4,800万円 4,800万円

愛知県名古屋市 4,500万円 4,500万円

大阪府大阪市 4,500万円 4,500万円

大阪府泉佐野市 160万円 160万円

大阪府泉南市 98万円 98万円

大阪府泉南郡田尻町 14万円 14万円

兵庫県宝塚市 330万円 330万円

福岡県福岡市 2,100万円 2,100万円

熊本県菊池郡菊陽町 55万円 55万円

株式会社ＮＴＴドコモ（以下「ＮＴＴドコモ」という。）、ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社（以下「ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電話」と
いう。）、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）、株式会社ＪＴＯＷＥＲ（以下「ＪＴＯＷＥＲ」という。）、ハイテクインター株式会社
（以下「ハイテクインター」という。）の５者を対象として、令和８年６月11日（木）から同年６月25日（木）までの間、26GHz帯における５Ｇの普
及のための価額競争実施指針に係る価額競争を実施した結果は、下表のとおり。
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【価額競争の実施の結果】

令和８年７月６日
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価額競争の実施の結果②

周波数 使用区域
最低落札価額
（10年間）

入札者
落札者の

決定に要した
ラウンド数

落札額
（10年間）

落札者
落札者ごとの
落札額の合計
（10年間）

地域枠

（26.8～27.0GHz）

北海道富良野市 28万円

ハイテクインター １

28万円

ハイテクインター 818万4,000円

北海道恵庭市 94万円 94万円

北海道北広島市 78万円 78万円

北海道雨竜郡沼田町 3万9,000円 3万9,000円

北海道空知郡上富良野町 14万円 14万円

北海道空知郡中富良野町 6万4,000円 6万4,000円

北海道厚岸郡厚岸町 12万円 12万円

北海道厚岸郡浜中町 7万4,000円 7万4,000円

北海道野付郡別海町 19万円 19万円

山梨県富士吉田市 72万円 72万円

山梨県南都留郡忍野村 14万円 14万円

山梨県南都留郡山中湖村 8万円 8万円

静岡県御殿場市 150万円 150万円

静岡県裾野市 86万円 86万円

静岡県駿東郡小山町 31万円 31万円

滋賀県高島市 77万円 77万円

長崎県対馬市 34万円 34万円

大分県由布市 48万円 48万円

大分県玖珠郡九重町 13万円 13万円

大分県玖珠郡玖珠町 21万円 21万円

沖縄県八重山郡与那国町 1万7,000円 1万7,000円

16令和８年７月６日
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「自動運転社会を支える通信インフラ戦略」等の概要 
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                  報告内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

新世代移動通信システム推進室 

                         （生天目課長補佐、松尾係長、堤官） 

                         電話：０３－５２５３－５８９６ 
 



⾃動運転社会を⽀える通信インフラ戦略

2026年7月14日

総 務 省

電波監理審議会（第1160回）報告資料



構成

１ 主な経緯

２ ⾃動運転に係る取組の進展

３ 通信インフラに係る取組の進展

４ 課題解決に向けて実施すべき取組（アクションプラン）

【別紙】 ⾃動運転と通信インフラに関する類型・⾒通し・課題等

1



１ 主な経緯 2

地域の移動⼿段や物流等の社会課題が待ったなしの状況、AI技術の⾼度化を背景とする⾃動運転の開発や関係者の取組等が⼀層進展
⇒ ⾃動運転を⽀える通信インフラに関する課題、国の政策や⺠間の取組の⽅向性について、最新かつ広い視点からの検討が必要

（2023年4月）
●改正道路交通法の施⾏（⾃動運転レベル4が制度上可能に）
⇒ 我が国での⾃動運転の実現に向け、政府全体の目標※が定められ、関係省庁や事業者等の取組が本格化

※

【有識者会議】（2025年9月〜2026年6月）
●⾃動運転時代の“次世代のITS通信”研究会 《第3期》
・総務副大臣が参画し、有識者や主要関係者により再構成した上で、 【⾃動運転ｘ通信】の広い視点からの政策検討を実施
・⾃動運転社会の本格的到来を⾒据え、関連する最新の動向・取組や⾒通し等を踏まえた通信インフラ政策の在り方等について整理・とりまとめ

【有識者会議】
（2023年2月〜2024年9月）
●⾃動運転時代の“次世代のITS通信”研究会 《第1期・第2期》
・国内外における⾃動運転やV2X通信の動向等を踏まえつつ、
我が国における5.9GHz帯の新たな周波数割当てや既存無線局の
周波数移⾏、ITS無線技術に関する事項にフォーカスした検討・とりまとめ

【制度整備・予算事業】
（2024年〜）
●5.9GHz帯V2X導入のための

既存無線局の周波数移⾏

（2025年12月〜）
●700MHz帯ITS通信の無線局

免許人の拡大

（2024年〜）
●⾃動運転の遠隔監視等のための

携帯基地局⾼度化（5G SA化）
●地域での⾃動運転に必要となる通信の

信頼性等の検証・実証

●⾃動運転社会を⽀える通信インフラ戦略（2026年7月14日）
総務省として、有識者会議の提⾔（上記研究会の第3期報告書）を踏まえ、我が国の⾃動運転社会を⽀えていくために重要となる
通信インフラの強化や技術・サービスの実装・展開に向けた戦略を策定

⾃動運転の実現を支える通信環境の確保や
インフラ整備が課題

総務省の政策

無人自動運転を2027年までに100箇所実現（2023年12月:デジタル田園都市国家構想総合戦略）
自動運転トラックを2025年以降に実現（新東名・東北道等で実証）等（2024年6月:デジタルライフライン全国総合整備計画）



ドライバー不⾜等による地域の移動⼿段や物流の確保が
課題であり、⾃動運転がその解決⼿段として期待
交通死亡事故の大部分は運転者の違反に起因しており、
⾃動運転による事故削減効果に期待
AI技術の急速な進化により、⾃動運転技術が「End to End AIモデル」
と呼ばれる人間に近い運転⾏動を実現するシステムに⾼性能化
⼈⼿不⾜が深刻化する農業・林業での課題解決⼿段としても期待

２ ⾃動運転に係る取組の進展
①社会的課題と⾃動運転の意義

乗⽤⾞（⾃家⽤⾞）のみならず、サービス⾞両
（バス・タクシー・トラック）で一定条件下の無人
⾃動運転の早期実装を狙った取組が進展
⾃動運転の推進主体や技術・運用⼿法が多様化し、
地域や社会課題に応じた協業・連携が加速
国内の一般道（全国各地域）や⾼速道路（東名/
名神、東北道等）で⾃動運転の実装を目指した
実証等の取組事例が多数

②多様な主体・⽅法による取組の深化・拡大

③政府全体による政策の推進
政府として⾃動運転サービス⾞両の新たな数値目標（2030年度10000台）を2026年1月に決定（第3次交通政策基本計画）
地域における⾃動運転バス・タクシーの早期事業化や事業継続可能なビジネスモデル構築のため、政府として2026年3月に
「先⾏的事業化地域」（13地域）を選定し、関係省庁の施策を集中
政府の成⻑戦略の戦略分野（デジタル・サイバーセキュリティ、情報通信）において、⾃動運転とこれを支える通信インフラに関する
戦略的投資促進に向けた「官⺠投資ロードマップ」を具体化

⾼速道路（物流）

⼀般道（地域交通）

＜⾃動運転トラック＞

＜⾃動運転バス＞＜⾃動運転タクシー＞
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運転者の法令違反
95.8％

＜交通死亡事故起因の割合＞
（2024年度）

＜バス・タクシードライバー数の推移＞ ＜大型⾃動⾞(⼀種)免許保有者数＞

＜宅配便個数＞



３ 通信インフラに係る取組の進展

＜法令対応＞
無人⾃動運転（レベル4）で、⾞両・道路交通状況を映像・⾳声で確認できる遠隔監視装置の
設置義務（道路交通法）により、安定的な通信環境が必要

＜⾃動運転の安全・円滑な運⾏等への対応＞
⾃動運転サービスの事業運営上、運⾏管理、OTA（ソフトウェア管理・更新）等に通信環境が必要
事故多発地点、複雑な交通環境、バス内乗客・トラック積載物等を考慮した⾃動運転の安全・円滑な運⾏、⾛⾏ルートにおける
他の交通参加者の安全確保のため、⾞両単体で対応困難な条件に対する通信インフラによる⽀援が必要

5Gについて、面的なエリアカバーや常時接続性、SA※化による
⾼品質通信により、⾃動運転⾞の遠隔監視等への活⽤が期待
※5G SA（Stand-Alone）：5Gの機能・性能（高速大容量・低遅延・多数同時接続）を最大限

発揮できる方式。特定用途向け高品質通信の確保（ネットワークスライシング）が可能

ITS通信について、カメラ・各種センサー・AIを組み合わせる
ことにより、⾃動運転⾞への信号、右左折、合流の情報提供等
による安全・円滑な運⾏への寄与が期待

オール光ネットワーク（APN）の活用により、⾃動運転における
⻑距離でも低遅延での常時監視や、AIによる画像分析や推論
も活用した運⾏の最適化等が期待

NTT、KDDIによる⾃動運転関連新会社の設⽴、
通信事業者による⾃動運転事業会社との資本提携、
モビリティ向け通信サービスの開始など、
⾃動運転/通信における業界を越えた連携・共創が加速

①通信インフラに求められる役割

②通信インフラの進化とAI社会への対応

③⾃動運転と通信の業界動向の変化
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＜5G SA化による⾃動運転向け⾼品質通信＞

＜ITS通信による⾃動運転⾞への信号情報提供＞ ＜AI社会を支える通信インフラ＞

＜NTT、KDDIによる⾃動運転関連新会社の設⽴＞

→ 通信の類型等は別紙参照



基本となる考え⽅

４ 課題解決に向けて実施すべき取組（アクションプラン）

（1）⾃動運転を⽀える通信インフラの
整備拡充・⾼度化

（2）⾃動運転実装主体と通信インフラ主体
の間での一層の連携・共創

（3）実証で終わらない
事業モデル・エコシステム構築

政府が選定した「先⾏的事業化地域」や主要⾼速道路
をはじめ、⾃動運転のニーズや地域課題にあわせ、
⾃動運転の実装が⾒込まれるエリアを対象に、官⺠による
通信インフラの整備拡充・⾼度化等の施策や関連の投資を
推進していくことが重要

自動運転実装主体と通信インフラ主体の間で、
通信インフラに関する課題や知識・情報等の共有、
課題解決に向けたコンセンサスや協業において、
より⼀層の連携・共創が、具体的な⾏動として
進められることが重要

通信インフラの実証等について、「技術面」だけでなく、
費⽤対効果も含め、実証後の実運⽤や普及までを
⾒据えた「事業面」も十分考慮して計画・実施し、
実証で終わらない事業モデルやエコシステムの構築が
進められることが重要

これら(1)(2)(3)は、個々の独⽴した考え⽅ではなく、実効的に進めるためには、相互に連携し、有機的に連動することが重要
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４ 課題解決に向けて実施すべき取組（アクションプラン）
具体的施策

6

〇⾃動運転ニーズ等にあわせた主要エリアを中心に、関係事業者による下記の早期整備を推進
①携帯基地局（5G SA等）の整備拡充
②ITSインフラの整備・展開

〇総務省においては、予算事業（通信インフラ整備、地域実証）を通じた早期整備の支援とともに、ITSインフラについては、関係省庁・団体との
連携により、技術仕様の標準化や関連の制度整備等を促進

（1）⾃動運転を⽀える通信インフラの整備拡充・⾼度化

〇「⾃動運転×通信」の取組・連携を促進する関係者会合の設置
・「⾃動運転時代の“次世代のITS通信”研究会（第3期）」の下に、主要な有識者・関係事業者等で構成されるWGを新たに設置し、
⾃動運転実装主体と通信インフラ主体における、通信インフラに関する課題や知識・情報等の共有、課題解決に向けたコンセンサスや協業
について、⼀層の連携・共創を促進

（2）⾃動運転実装主体と通信インフラ主体の間での一層の連携・共創

⾃動運転/通信に関する実証から実装・普及に向け、下記の取組等を通じて、関係事業者による早期の実装・事業モデル構築を推進
①地域における実証事業での検討
・ニーズの⾼い地域での実証等を予算面で支援し、その中で通信利⽤の有効性や費⽤対効果等を検証するとともに、他地域にも共有・展開

②⾃動運転の通信利用に係るガイドラインの策定
・無⼈⾃動運転の遠隔監視等において必要となる通信性能（常時接続性、伝送速度等）など、⾃動運転の実運⽤において共通的に必要とな
る通信利⽤の条件について、関係省庁とも連携し、ガイドラインとして整理・策定

（3）実証で終わらない事業モデル・エコシステム構築

①電波関連制度の整備
・新たに割り当てるITS通信⽤周波数（5.9GHz帯）の早期利⽤の拡大に向けた既存無線局の移⾏促進、関連技術基準の早期整備、
無線局免許⼿続の柔軟化 等

②オール光ネットワーク（APN）等による情報通信基盤の⾼度化
・無⼈⾃動運転の普及期も⾒据え、オール光ネットワーク（APN）の早期展開等、情報通信基盤の⾼度化を推進

（4）上記取組の促進に向けた環境整備



主な施策のロードマップ

4 課題解決に向けて実施すべき取組（アクションプラン）

FY2035〜
FY2040FY2034FY2033FY2032FY2031FY2030FY2029FY2028FY2027FY2026項目

政府の目標・指針

⾃
動
運
転

【物流】
⾼速道路での
⾃動運転の展開
【移動サービス】
地域・一般道での
⾃動運転の展開

携帯基地局
（5GSA等）や
情報通信基盤の
整備・展開通

信
イ
ン
フ
ラ
整
備

ITSインフラの
整備・展開
（制度整備を含む）

地域実証やインフラ
整備等の⽀援

予
算
事
業

ガイドラインの策定等実
証
か
ら
実
装

連
携
の
促
進 ⾃動運転と通信

インフラの関係者会合

先⾏的事業化地域の
選定・伴走⽀援

無人⾃動運転バス等の
移動サービス 100地域

⾃動運転サービス⾞両
合計1万台規模へ

先⾏的事業化地域での
社会実装（13地域） 全国への順次展開

東京〜関⻄の主要⾼速道路（東名・新東名・名神・新名神）

東北道など幹線と接続する⾼速道路
全国へ順次拡大

地域課題や事業性に応じた他地域への展開
（100〜500地域程度※） ※事業者試算に基づく想定

5.9GHz 技術基準・通信規格の
先⾏策定（東名阪対応）

先⾏地域の
要対策箇所から

順次展開
5.9GHz対応機器(700MHz/5.9GHz 一体型を含む)の

製品化・東名阪地域への先⾏導入

5GSA化等の推進
（先⾏地域を中⼼に展開）

上記以外の地域での着実な実装

標準仕様の
策定

5.9GHz帯既存無線局の周波数移⾏ 全国
移⾏完了

東名阪
移⾏完了

5.9GHz 技術基準・通信規格の策定（全国対応）

APN展開（主に都市間をつなぐバックボーン）
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先⾏的事業化地域の取組状況を
踏まえた通信利用条件に係る

ガイドラインの策定等

WGの開催
インフラ整備の在り⽅や事業モデル・エコシステム構築

に関する検討・具体化

全国への順次展開
（⾃動運転以外にも活用）

5GSA化等の推進（⾃動運転の展開を踏まえ全国展開）

⺠間事業者等が主体となった通信インフラの整備・拡充の取組⽀援

・・・

・・・

・・・

・・・

左記の検討成果や関連の動向・取組状況を踏まえた
フォローアップや更なる検討・具体化 等

主要地域への展開・順次拡大
（⾃動運転以外にも順次活用）

5GSA化等の推進
（主要地域に展開)

順次展開

APN展開（エリア内ネットワークの整備・APN基盤の面的拡大）

⾃動運転の実装・普及の状況に応じた
ガイドラインの改定等

携帯通信の更なる⾼度化（6G/AI RAN等）

・・・

政府全体の方針、関係省庁や関係事業者の取組・計画も踏まえ、⾃動運転に関する今後の⾒通し、⾃動運転を⽀える通信インフラに関する
主な施策についてのロードマップを以下に示す

実装⽀援
（⾃治体等の計画策定〜基盤整備・運用を⽀援）



⾃動運転を支える通信インフラは、主に、「携帯通信」と「ITS通信」に大別

左記に応じて必要と⾒込まれる通信インフラ⾃動運転の実装⾒通し
インフラの主体インフラの種類通信の利⽤目的（ユースケース）実現時期先⾏エリア

通信事業者携帯通信（5G/4G）⾞両の遠隔監視、運⾏管理（配送業務効率化）
OTA（ソフトウェア更新・管理）、先読み情報支援 等

2027年度〜東京〜関⻄（東名/新東名・
名神/新名神）
東京〜東北（東北道）
他

⾼速
道路

道路管理者（⾼速道路会社）ITS通信合流支援、先読み情報支援 等
⾞両事業者ITS通信（主に⾞⾞間）緊急⾞両情報支援
通信事業者（ローカル5Gでは
地域企業や⾃治体等）

携帯通信（5G/4G）※⾞両の遠隔監視、運⾏管理
OTA（ソフトウェア更新・管理）、⾛⾏データアップロード 等

2027年度〜政府が選定した「先⾏的事業化
地域※」をはじめとする地域・道路
※2026年3月に横浜市、堺市、神⼾

市、日⽴市、塩尻市、仙台市、つくば
市、川崎市、平塚市、小松市、愛知
県、京都府、三豊市の13地域を選定

地域/
⼀般道

道路管理者、
⾃治体、⺠間事業者

ITS通信※信号情報支援
物標情報支援(右左折、死角）等

⾞両事業者ITS通信（主に⾞⾞間）緊急⾞両情報支援
通信事業者携帯通信（5G/4G）※農機等の遠隔監視 等（今後具体化）全国の農地・林地（私道含む）その他

①⾃動運転を⽀える通信インフラの類型と課題

【別紙】 ⾃動運転と通信インフラに関する⾒通し・課題等

※エリア・条件によってはローカル5Gもあり

「ITS通信」「携帯通信」
●インフラ主体は国、⾃治体、⺠間事業者
●ITS専⽤の電波を使う
●即時性や安定品質に優れている

●インフラ主体は通信事業者
●携帯（5G/4G）⽤の電波を使う
●カバーエリアや常時接続性（5Gであれば⾼速大容量性）に優れている

特徴

⾃動運転⾞への情報提供（信号情報、交差点での⾞/バイク/⾃転⾞
/歩⾏者の情報など）を通じた安全・円滑な運⾏の支援

⾃動運転⾞の遠隔監視、運⾏管理、ソフトウェア更新・管理有効な
⽤途

インフラの統⼀的な技術仕様の標準化、関係省庁との調整
インフラの費⽤対効果や整備・普及、対応機器の普及 等

建物・⽊々・トンネルの影響や⼈のスマホ利⽤集中による通信品質の低下
通信事業者による（実証後の）実運⽤ネットワークでの対策

主な
課題

※「ローカル5G」は、地域の企業や自治体等が、5G通信の機能を特定エリアで高品質に提供可能、との特徴があり、上記の両方の用途が考えられる

②国内における⾃動運転の実装と通信インフラの主な⾒通し
⾃動運転時代の”次世代のITS通信”研究会 第3期報告書において、短期的な⾒通しを以下のとおり整理
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